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（平成 24年 5月 1日現在） 

１ 法人名   

静岡県公立大学法人（大学名 静岡県立大学、静岡県立大学短期大学部） 

 

２ 所在地   

 静岡県立大学（谷田キャンパス）       静岡市駿河区谷田５２番１号 

  静岡県立大学短期大学部（小鹿キャンパス）  静岡市駿河区小鹿２丁目２番１号 

 

３ 役員の状況（任期）  

 理事長        本庶  佑 （平成 24年 4月 1日～平成 27年 3月 31日） 

 副理事長（学長）   木苗 直秀 （平成 21年 3月 10日～平成 25年 3月 31日） 

 理事（副学長）     山田 静雄 （平成 23年 4月 1日～平成 27年 3月 31日） 

 理事（法人事務局長） 丸山 康至 （平成 23年 4月 1日～平成 27年 3月 31日） 

 理事（非常勤）     岩崎 清悟 （平成 23年 4月 1日～平成 27年 3月 31日） 

 監事（非常勤）     杉山 敏彦  （平成 23年 4月 1日～平成 25年 3月 31日） 

 監事（非常勤）     増田  堯 （平成 23年 4月 1日～平成 25年 3月 31日） 

 

４ 学部等の構成 

ア 静岡県立大学 

（学部） 

   薬学部、食品栄養科学部、国際関係学部、経営情報学部、看護学部 

  （大学院） 

   薬食生命科学総合学府、薬学研究院、食品栄養環境科学研究院、 

国際関係学研究科、経営情報イノベーション研究科、看護学研究科 

  （研究所） 

   環境科学研究所 

  （付属施設等） 

   健康支援センター、情報センター、言語コミュニケーション研究センター 

男女共同参画推進センター、グローバル地域センター 

イ 静岡県立大学短期大学部 

 

 

 

５ 学生数及び教職員数（平成 24年 5月 1日現在） 

 （１） 学生数 
● 学部学生 
 

学 部 学  科 入学定員  収容定員  
現   員 

男 女 計 

薬学部 

薬学科 80 480 
376 306 682 

薬科学科 40 160 

 計 120 640 376 306 682 

食品栄養 

科学部 

食品生命科学科 25 100 43 78 121 

栄養生命科学科 25 100 15 98 113 

 計 50 200 58 176 234 

国際関係 
学部 

国際関係学科 60 240 105 203 308 

国際言語文化学科 120 480 142 443 585 

 計 180 720 247 646 893 

経営情報 
学部 

経営情報学科 100 400 222 228 450 

 計 100 400 222 228 450 

看護学部 
看護学科 65 240 17 227 244 

 計 65 240 17 227 244 

合  計 515  2,200 920 1,583 2,503 

         看護学部は 1年次入学定員 55人、3年次編入学定員 10人。 
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●大学院生  

課 程 専 攻 入 学 定 員 収 容 定 員 
現  員 

男 女 計 

薬食生命
科学総合
学府 

修士 

薬科学専攻 30 30 28 9 37 

食品栄養科学専攻 25 25 13 20 33 

環 境 科 学 専 攻 20 20 11 5 16 

小 計 75 75 52 34 86 

博士 

薬学専攻 8 8 2 3 5 

薬科学専攻 8 8 8 4 12 

薬食生命科学専攻 5 5 6 0 6 

食品栄養科学専攻 10 10 2 4 6 

環 境 科 学 専 攻 7 7 3 0 3 

小 計 38 38 21 11 32 

計 113 113 73 45 118 

薬学 

研究科 

修士 
薬科学専攻 ― 30 35 13 48 

小 計 ― 30 35 13 48 

博士 

薬学専攻 ― 16 7 2 9 

製薬学専攻 ― 14 22 2 24 

医療薬学専攻 ― 10 17 2 19 

小 計 ― 40 46 6 52 

計 ― 70 81 19 100 

生活健康 
科学 
研究科 

修士 

食品栄養科学専攻 ― 25 14 18 32 

環境物質科学専攻 ― 20 7 6 13 

小 計 ― 45 21 24 45 

博士 

食品栄養科学専攻 ― 20 4 10 14 

環境物質科学専攻 ― 14 7 2 9 

小 計 ― 34 11 12 23 

計 ― 79 32 36 68 

国際関係

学研究科 

修士 
国際関係学専攻  5 10 8 9 17 

比較文化専攻 5 10 8 14 22 

計 10 20 16 23 39 

経営情報 
イノベーショ

ン研究科※ 

修士 経営情報イノベーション専攻※ 10 20 30 9 39 

博士 経営情報イノベーション専攻  3 6 5 3 8 

計 13 26 35 12 47 

看護学研
究科 

修士 看護学専攻 16 32 2 14 16 

計 16 32 2 14 16 

合      計 152 340 239 149 388 

※平成 22年度以前の入学者は、経営情報学研究科・経営情報学専攻。 
 

 
●短期大学部学生 

学 科 入学定員 収 容 定 員 
現 員 

男 女 計 

看護学科 80 240 19 229 248 

歯科衛生学科 40 120 0 129 129 

社会福祉学科 100 200 12 189 201 

（社会福祉専攻） 50 100 6 116 122 

（介護福祉専攻） 50 100 6 73 79 

計 220 560 31 547 578 

 
(２) 教職員数 
●静岡県立大学 

区分 学長 副学長 教授 准教授 講師 助教 教員計 事務職員 合計 

教職員数 1 (2) 88 66 40 73 268 73 341 

（※副学長は薬学部教授、国際関係学部教授各 1名兼務） 
 
 ・専任教員数（学長を除く。） 

学部名等 教 授 准教授 講 師 助 教 合 計 

薬学部 19 18 18 21 76 

食品栄養科学部 9 10 2 15 36 

国際関係学部 28 15 12 4 59 

経営情報学部 12 8 5 3 28 

看護学部 7 7 3 14 31 

環境科学研究所 8 5 0 11 24 

合 計 83 63 40 68 254 

 

大学院研究科名 教 授 准教授 講 師 助 教 合 計 

薬学研究院 20 18 18 22 78 

食品栄養環境科学研究院 18 15 2 28 63 

国際関係学研究科 31 16 12 2 61 

経営情報イノベーション研究科 12 8 5 3 28 

看護学研究科 7 7 3 4 21 

合 計 88 64 40 59 251 
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●静岡県立大学短期大学部 

区分 学長 教授 准教授 講師 助教 助手 教員計 事務職員 合計 

教職員数 1 14 16 18 12 6 67 13 80 

 

 ●専任教員数（学長を除く） 

学科名 教 授 准教授 講 師 助教 助手 合 計 

一般教育等 2 3 4 0 - 9 

看護学科 4 4 5 7 6 26 

歯科衛生学科 3 3 4 1 - 11 

社会福祉学科 5 6 5 4 - 20 

計 14 16 18 12 6 66 

 

 

●法人事務局 

区分 学長 教授 准教授 講師 助教 教員計 事務職員 合計 

教職員数 - - - - - - 4 4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 法人の基本的目標 

静岡県公立大学法人(以下「法人」という。)は、学術の中心として、広く

知識を授け、深く専門の学芸を教授研究し、知的、道徳的及び応用的能力を

展開させ、時代の要請及び地域社会の要望に応え得る有為な人材を育成し、

併せて開かれた大学として優れた教育・研究の成果を地域社会はもとより国

際社会に還元し、もって文化の向上及び社会の発展に積極的に寄与すること

を目指す大学を設置し、及び管理することを目的とする。 
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＜平成２４年度＞

法人事務局 法人経営室
役員会 監査室

総務室
教育研究審議会 総務部 出納室

施設室
企画調整室

理事長 学　長 大学事務局 教育研究推進部 広報室
産学連携室

副学長 学生室
学生部 入試室

経営審議会 大学運営会議 キャリア支援センター
（キャリア支援室）

薬学科
薬学部 薬科学科

漢方薬研究施設
薬草園

食品栄養科学部 食品生命科学科
栄養生命科学科

国際関係学部 国際関係学科
国際言語文化学科

経営情報学部 経営情報学科

看護学部 看護学科

大学院 薬学専攻
薬食生命科学総合学府 薬科学専攻

薬食生命科学専攻
食品栄養科学専攻
環境科学専攻

大学院
薬学研究院 創薬探索センター

大学院
食品栄養環境科学研究院

大学院 国際関係学専攻
国際関係学研究科 比較文化専攻

現代韓国朝鮮研究センター
広域ヨーロッパ研究センター
グローバル･スタディーズ研究センター

大学院
経営情報ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ研究科 経営情報ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ専攻

地域経営研究センター
医療経営研究センター

大学院
看護学研究科 看護学専攻

環境科学研究所 地域環境啓発センター

附属図書館

健康支援センター

情報センター

言語コミュニケーション研究センター

男女共同参画推進センター

グローバル地域センター

事務部 総務室
学生部 学生室

キャリア支援センター分所
（キャリア支援分室）

看護学科
短期大学部 歯科衛生学科 社会福祉専攻

社会福祉学科 介護福祉専攻

附属図書館

健康支援センター分所

静岡県公立大学法人組織図7 大学の機構図           静岡県公立大学法人組織図 
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副学長 学生室
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国際関係学部 国際関係学科
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看護学部 看護学科

大学院 薬学専攻
薬学研究科 製薬学専攻

医療薬学専攻
薬科学専攻

創薬探索センター

大学院 食品栄養科学専攻
生活健康科学研究科 環境物質科学専攻

大学院 国際関係学専攻
国際関係学研究科 比較文化専攻

現代韓国朝鮮研究センター
広域ヨーロッパ研究センター
グローバル･スタディーズ研究センター

大学院
経営情報ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ研究科 　経営情報ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ専攻

地域経営研究センター
医療経営研究センター

大学院
看護学研究科 看護学専攻

環境科学研究所 地域環境啓発センター

附属図書館
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言語コミュニケーション研究センター
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１ はじめに 

静岡県立大学は、機動的かつ効率的な大学運営を実現し、教育研究活動の

一層の向上を図るとともに、特色ある魅力的な大学づくりを進めるため、平

成 19 年 4月に公立大学法人化した。 

法人化後 5年目となる平成 23 年度は、中期計画 6 年間の仕上げの期間に

入っており、これまでの 4年間の実績を踏まえ、課題となっている事項の改

善に努めるとともに、引き続き、機動的、戦略的な大学運営、地域に開かれ

た大学、教育研究の方法や内容の充実、学生の QOLの向上、業務運営の効率

化等に取り組んだ。 

 

２ 全体的な計画の進行状況 

平成 23 年度は、これまでの業務実績の分析を行うとともに、評価結果を

踏まえ、中期目標・中期計画の着実な達成に向けた取組を展開した。 

平成 23 年度計画の進行状況は、225 項目中、計画を上回って実施するこ

とができた項目（自己評価Ａ）が 23 項目（10.2％）、計画を十分に実施した

項目（自己評価Ｂ）は 200 項目（88.9％）、十分な実施には至らなかった項

目(自己評価Ｃ)は 2項目（0.9％）であった。 

 

３ 全体評価に関する事項 

(1) 理事長及び学長のリーダーシップによる機動的・戦略的な大学運営を目

指した取組 

ア 役員会を毎月 2 回定期的に開催し、迅速な審議・決定を行うとともに、

役員相互の情報・意見交換を積極的に行ったほか、理事長が直接各部局長か

ら、部局における現状や課題、中期計画の進捗状況等についてヒアリングを

実施するなど、経営の責任者である理事長と教学の責任者である学長（副理

事長）が緊密に連携し、リーダーシップを発揮した。 

イ 学長、副学長、学部長等教員及び部長級以上の事務職員で構成する大学

運営会議を毎月 1回定期に開催するとともに、副学長の 2人体制を継続し、

また学長補佐を 5人から 7人体制（産学連携・国際交流・社会人教育・広報・

環境科学研究所将来構想・教務の各分野担当）にするなど、学長を補佐 

 

 

する体制を強化し、学長のリーダーシップによる機動的・戦略的な大学運営

を図った。 

 

(2) 県民や社会に対する説明責任を重視した社会に開かれた大学運営を目指

した取組 

ア 県民や社会に対する説明責任を果たすため、理事、経営審議会、教育研究

審議会の委員として学外の有識者、専門家を委嘱し、大学運営に外部の意見

を反映させた。 

イ 学校教育基本法施行規則等の改正により、平成 23 年度 4 月から教育情報

の公表を義務付けられたことを受け、これまでホームページで公表していた

情報を拡充するとともに、よりわかりやすく整理し、県民や社会に対する説

明に努めた。 

ウ 「静岡県個人情報保護条例」の実施機関として、適正な個人情報保護を行

うため、教職員を対象とした情報公開・個人情報保護事務研修会を開催し、

必要な知識の習得に努めた。 

エ 平成 23 年度の財務諸表については、地方独立行政法人法に基づき、県公

報において公告したほか、業務実績及びその評価結果と合わせてホームペー

ジに掲載し、大学の運営状況の積極的な公開に努めた。 

オ 地域に開かれた大学として、公開講座、社会人学習講座の開催、社会人聴

講生の受入などを積極的に実施するとともに、研究成果発表会(US フォーラ

ム)、産学民官連携の集い等を開催し、大学の知的資源の還元、研究成果の

公表に努めた。また、県民の日のキャンパスツアーや環境科学研究所の一般

公開、薬草園の見学会等も定期的に実施し、多数の市民が大学を訪れた。 

 

(3) 大学の教育研究、地域貢献等における特色ある取組 

ア 大学の教育研究 

＜教育研究の成果・活動等＞ 

①  薬学部においては、薬学６年制教育が始まり、平成 24 年 3 月に初めての

卒業生を輩出したが、県立総合病院に設置した薬学教育・研究センターを中

心に、薬剤師教育だけでなく、臨床や治験等の医療実務と研究両面に深く関

全体的な状況 
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わるなど、優秀な薬剤師を輩出するための教育体制に取組むとともに、試験

対策として 45回の講座、4回の模擬試験などに力を入れ、新制度後最初の薬

剤師国家試験において、合格率 92.2%(新卒者のみでは、97.4%)で、国公立大

学 17 校中 2 位という好結果を得た。 

 食品栄養科学部においては、平成 23 年度の栄養生命科学科の卒業生 27

人全員が管理栄養士国家試験を受験し、全員が合格した。平成 22 年度に引

き続き 2 年連続の合格率 100%で、100％合格の施設は、全国で 118施設中 21

施設であった。 

 看護学部における平成 23 年度看護師国家試験及び助産師国家試験の合格

率は、100%、保健師国家試験の合格率は、96.8%と全国平均を上回った。 

短期大学部においては、看護学科及び歯科衛生学科とも国家試験対策とし

て底上げのための補講を各 20 回前後、模擬試験を 3～4 回実施し、模擬試験

結果について学生にフィードバックする際には、個別指導を学生１人につき

3 回以上実施するなどの試験対策を講じた。この結果、平成 23 年度におけ

る新卒者の看護師国家試験及び歯科衛生士国家試験の合格率は、ともに 100

パーセントを達成した。特に歯科衛生士国家試験に関しては、第 1期中期目

標期間の平成 19年度以来 5 年連続合格率 100％であり、1 人の不合格者も出

していない。（平成 19 年 9 月に卒業し、その年度の 3 月に合格した 1 人を

含む）。 

②  新たに国際関係学部の 1,2 年生全員に TOEIC-IP テストを受験させるとと

もに全学部の 1,2年生を対象とした英語のオーラルコミュニケーション授業

においても、23 年度から配置した 2 人の日本人英語特任教員などによる

TOEIC 対策の指導時間を設けるなど、全学生の英語力を向上させる体制を整

えた。 

③  大学院薬学研究科及び生活健康科学研究科においては、「薬食同源」「食薬

融合」を中心とした健康長寿に関する教育研究を体系的に行い、健康長寿科

学の確立を目指すため、平成 24 年 4 月より、新たに大学院博士後期課程の

「薬食生命科学専攻」を設置するとともに、両研究科を改組した「薬食生命

科学総合学府」、「薬学研究院」及び「食品栄養環境科学研究院」という新し

い教育・研究組織を設置するため、文部科学省への届出を行った。 

また、健康長寿学術研究の推進を図るため、本学と独立行政法人国立健康・

栄養研究所及び独立行政法人医薬品医療機器総合機構との間で、教育研究の

連携協力に関する協定を締結した。また、健康長寿科学教育研究の拠点形成

に向けた「国際健康長寿科学会議」を引き続き開催するとともに、16 回の

研究集会、特別講義を実施した。 

「静岡健康長寿・学術フォーラム」については、(財)静岡総合研究機構に

代わって、健康・長寿に関する学術研究を進めている本学を中心に、静岡大

学、浜松医科大学とともに大学を主体とした実行組織を新たに設置し、運営

するとともに、今後、学術研究に加え、医療、介護、福祉等の研究者、研究

機関、企業等との連携を進めることとし、「異分野の科学が融合して健康長

寿社会を創造する」というテーマで開催した。 

④  欧米の大学等で一般的に使われている成績評価方式である GPA 及び

CAP(履修単位制限)制度の導入を視野に入れ、全学部において新入生から、

従来の 4 段階成績評価を 5段階評価（「秀」を導入して、成績を秀・優・良・

可・不可の 5段階で評価）に移行した。 

⑤  食品栄養科学部食品生命科学科においては、JABEE(日本技術者認定機構)

の認定に向け、申請時と同等の書類作成が要求される「JABEE 個別相談」を

受け、学習教育目標の開示、記録の保管、書類の整備等を行い、平成 24 年

度認定申請の準備を着実に進めた 

⑥  国際関係学部においては、前年度に引き続き国内及び海外 5 地域に 47 人

の学生を派遣しフィールドワーク型初年次教育を試行した。また、大学院国

際関係学研究科においては、実践的専門能力の育成をめざし、「フィールド

ワーク」を科目として設置し、単位化した。 

⑦  経営情報学部においては、平成 19 年度から着手してきたカリキュラム改

革の最終年度として、1 年生から 4 年生までを通じた基礎演習、融合演習等

の整備、また 1 年生を対象に少人数で学生の基本的な学習スキルの修得を目

的とした初年次教育科目の「スタディスキルズ」の新設など、平成 24 年度

からの新カリキュラム施行の準備を整えた。 

⑧  大学院看護学研究科においては、病院等の要望に応え、既にある精神看護

分野に加えて、平成 24 年度より新たに小児看護分野においても専門看護師

を養成することとし、必要なカリキュラムを整備した。 

⑨  短期大学部においては、平成 21 年度に文部科学省大学教育推進プログラ

ム事業において採択された「体系的な HPS(ホスピタル・プレイ・スペシャリ

スト)養成教育プログラムの開発」について、事業完成年度である平成 23年
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度においては、21 年度、22 年度に引き続きシンポジウム等を広く一般に対

し開催し、175人の参加者があった。事業の結果、平成 24 年度後期より短期

大学部総合科目として、「遊びによる子どもの支援：ホスピタル・プレイ入

門」を導入することを決定した。 

⑩  学部学生の成績優秀者表彰に加え、大学院においても、すべての研究科に

おいて、成績優秀者、学術研究活動等において高い評価を受けた者を表彰す

る制度を設け、表彰を実施するとともに、中でも極めて優秀な学生について、

新たに「学長賞」を設け、平成 24 年 3 月の学位記授与式において 2 人を表

彰した。 

⑪  平成 23年 8月 6日から 11日にかけ、学部ごとオープンキャンパスを行い、

昨年を上回る過去最高の 4,038人が参加した。各学部とも在学生を活用した

運営を拡大したほか、初の試みとして、オープンキャンパスに来られない人

のために模擬授業の一部をライブ映像としてインターネット配信し、また別

の日に追加説明会を開催するなど、参加希望者の利便を図った。また、短期

大学部においては、7 月 30 日、8 月 1 日に実施し、こちらも過去最高の 768

人の参加があった。 

⑫  平成 23 年 11 月 27 日に実施した短期大学部歯科衛生学科及び社会福祉学

科の推薦入試において、小論文の問題に出題ミスがあった。このため平成 24

年度以降、学外委員を含めた組織による入試問題の分析、評価を行うととも

に、併せて過誤防止のための出題チェックの組織体制を強化することとした。 

また、平成 24 年 2月 25日に実施した食品栄養科学部の一般入試(前期日

程)・私費外国人留学生入試において、化学の問題に出題ミスがあった。平

成 24 年度においては、学外専門委員による事前点検を従来よりも早期に行

うなど、ミスの防止対策に万全を図ることとした。 

 

＜教育研究の実施体制等の整備・充実＞ 

①  看護学部と短期大学部看護学科の統合による看護教育の拡充計画につい

て、看護教育拡充研究会や外部の有識者を交えた懇談会を開催するなど検討

を重ねた結果、平成 26 年 4 月を目途に新たな看護教育体制を整備すること

を決定した。平成 24 年度には、短期大学部キャンパスに建設する新看護学

部棟の建物の基本・実施設計を予定している。 

②  大学院薬学研究科においては、6 年制の薬学科の卒業生のための進学先と

して、新たに 4 年制博士課程の薬学専攻を設置するとともに、4 年制の薬科

学科を卒業し、薬科学専攻博士前期課程を修了する学生のための進学先であ

る同博士後期課程を設置し、薬学 6 年制教育の実施に伴う大学院の教育体制

を整備した。 

大学院経営情報学研究科においては、平成 23 年 4 月 1 日から、名称を経

営情報イノベーション研究科に改称するとともに、静岡県内で初となる経営

系の大学院博士後期課程を設置し、経営と情報のツールを使って社会の様々

な分野でイノベーションを喚起する人材の育成を図ることとした。平成 23

年度入試では、修士課程 17 人(定員 10 人)、博士後期課程 7 人(定員 3 人)

の学生が入学した。 

また、大学院経営情報イノベーション研究科の附属センターとして、医療

経営研究センターを地域経営研究センターから分離・設置した。平成 23 年

度は、平成 21年度から始まった医療経営人材養成事業の最終年度を実施し、

3 か年で、県内 38の公的病院のうち、全ての公立病院を含む 32病院から 96

人(うち院長 6人、副院長 13 人、看護部長 19人、事務部長職 19 人を含む)

が参加、県内基幹病院となるこれら病院の持続的運営の支援に貢献した。 

③  環境に関する学部から大学院までの一貫した教育体制を整備するととも

に、複雑で多様化した環境問題、特に食や健康に関連した諸問題に科学的に

対応できる人材を養成するための教育研究を行う環境系新学科の設置に向

けた構想について、学内的に検討を進めた。 

④  講義室から順次進めてきた空調設備の整備については、平成 23 年度の食

品栄養科学部の学生実験室、薬学部の実習室への整備によりすべて終了し、

講義、実験・実習のすべての授業において夏場での学生の良好な教育環境を

確保した。 

短期大学部においては、調理・栄養実習室の視聴覚機器及び講義室、演習

室の AV装置を更新し、教育環境の充実を図った。 

⑤  短期大学部においては、新たに「静岡女子短期大学・静岡県立大学短期大

学部 同窓会だより（創刊号）」を発行し、同窓生との情報ネットワークづ

くりにおいて、一層の活性化を図った。（平成 24 年 3月） 

 

＜学生支援の強化＞ 

①  県立大学図書館においては、本を借りる、読む、あるいは静かに調べ物を
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するなどの図書館の持つ従来の機能に加え、学生がグループ学習やゼミ等が

行えるスペースの整備などラーニングコモンズとしての機能を整備した。 

②  短期大学部においては、学生ホールや自習コーナー等の自習室に、新たに

辞書や国家試験問題等を配置し、学生の自主的学習を支援した。 

③  増加する学生相談に対し、カウンセラーの常駐化や常駐時間の週 28 時間

から 38 時間への増加など、カウンセリング体制を強化した。また、カウン

セラーが各学部の教授会に出向き、学生の心理状況についての意見交換を行

った。 

また、近年増加しているメンタルヘルス対策として、新たに新入生全員に

対して、全国の大学で用いられているメンタルテストを行い、問題を抱えて

いる学生については面接を行うなど、ケア体制を整えた。 

④  留学生が増加傾向にある中、優秀な私費外国人留学生に対し、一層の経済

的支援を行うため大学独自の奨学金制度を新たに設け、学部学生 5人、大学

院学生 7 人に支給した。 

⑤  学生の一層のキャリア形成を支援するため、キャリア支援センター主催の

「キャリア形成概論Ⅰ、Ⅱ」を引き続き行うとともに、新たに、日頃の文章

力の強化を狙いとした「ライティング基礎」、「ライティング実践」の講座を

開講した。 

また、平成 23 年度から新たに民間企業出身者 2 人を求人開拓員として採

用し、県内企業 171社を訪問するなどして、学生の新たな求人先の確保を図

った。 

⑥  個別相談を始め、ガイダンスの増加、学内における初めての個別企業説明

会の開催、教職員、保護者等への説明会などきめ細かな就職支援を行い、平

成 23 年度学部卒業生の就職内定率（3 月末現在）は 98.6％となり、昨年の

98.9%に並ぶ高水準となり、全国平均の 93.6％や県内平均 89.6％を大きく上

回った。 

短期大学部においては、公務員試験対策講座、コミュニケーション講座や

卒業生による就職・進学ガイダンスなどの充実を図った。特に静岡県雇用創

出事業を利用し、キャリアコンサルタントによる個別面接指導を数多く開催

するなど、短期大学部におけるキャリア教育の更なる充実に取り組んだ。 

その結果、就職内定率（３月末現在）は 100％を達成し、平成 22 年同期を 1.6

ポイント上回り、全国短大平均 89.5%や県内平均 92.2%を大きく上回る好結果

となった。 

イ 地域貢献 

＜地域社会との連携＞ 

① これまで各部局、組織等でそれぞれが実施してきた地域貢献に係る諸事業を

全学的視点から総合的に推進するとともに、地域連携の相談窓口、地域連携活

動の情報発信機能を集約するため、学長を本部長とする地域貢献推進本部を平

成 24 年 4月に設置することとした。 

② (財)静岡総合研究機構が有していた地域課題解決等のためのシンクタンク

機能を継承し、主としてアジア・太平洋及び危機管理に関する調査研究を行う

グローバル地域センターを大学の附置施設として平成 24 年 4 月に設置するこ

ととした。 

③ 言語コミュニケーション研究センターでは、引き続き、地域の高校・大学の

英語教員を対象としたワークショップ「英語プレゼンテーション」を開催した

ほか、平成 23 年度から小学校に英語の授業が導入されたことに伴い、小学校

教員を対象としたワークショップ「小学校における英語活動」を新たに開催す

るなど、地域の英語教育活動の支援を行った。 

④  短期大学部においては、社会人専門講座「HPS養成講座」を平成 22 年度に

引き続き実施した。平成 23 年度においては、定員 15人程度に対し、岩手県

から福岡県に至る広域から 41 人の応募があり、選考した結果 16人を受講生

とし、HPS（ホスピタル・プレイ・スペシャリスト）として養成した。 

⑤ 看護学部の卒業生が、近年の看護を取り巻く環境の変化に対応し、より最新

の知識、技術を身につけ、医療現場での適切な処置ができるよう専門基礎教育

の学び直し講座を開講した。講義は、連続 5回程度の講義を 3ヶ月毎に実施し、

同じ内容の講義を平日夜と日曜午後の 2回に行うなど、地域の医療施設に勤務

する卒業生が参加しやすいよう工夫した。 

⑥ 公立大学で薬学部を持つ本学と名古屋市立大学、岐阜薬科大学の 3大学が連

携して、平成 20年度から 3 年間、地域で活躍する薬剤師が、大学卒業後も最

新の薬学知識や新しい技能の習得できるよう、文部科学省の社会人学び直し

ニーズ対応教育プログラムとして生涯学習支援講座を実施したが、23 年度以

降も 3大学の独自の連携事業として引き続き開講することとし、9回の講座を

実施した。 

⑦ 短期大学部においては、平成 23 年度新規事業として、保育士資格取得後、
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実務経験 3年を経過する者を対象とした「幼稚園教員資格認定国家試験対策講

座」を開設し、社会福祉専攻卒業生を含む保育士個々のスキルアップ及び可能

な職域の拡大を図った。また、社会福祉学科社会福祉専攻卒業生で 2 年以上の

実務経験を有する者を対象として「社会福祉士国家試験対策講座」を、介護福

祉士国家資格取得を目指す介護実務者を対象として、国家試験実地試験を免除

するための「介護技術講習会」を実施した。 

⑧ 短期大学部においては、健康支援センター活動の一環として、一般の方を対

象に平成 20 年 4月から更年期相談室を設置していたが、平成 23年 4 月より新

たに女性健康相談室と名称を変更し、更年期に関わる相談に加え、妊娠、出産、

不妊に関する相談にも応じるようにした。 

 

＜産学官の連携＞ 

① 本学の知的財産を産業界に移転促進するため、県内外での 9 回の新技術説

明会、17 回の新技術相談会を開催した。特に、本学が特許出願した「米ペー

スト」に関する発明については、地域企業、静岡県食料産業クラスター協議

会等で構成する「米ペーストプロジェクト」において、学校給食用パンの原

料を研究開発し、平成 24年 3月には試作品が完成するなど、具体的成果が期

待される段階となった。 

② 共同研究、受託研究を獲得するため、引き続き学内教員への意識啓発を行う

とともに、企業、団体等が参加する各種展示会への出展や毎年、本学で開催す

る「産学民官の連携を考えるつどい」等を通じ企業、団体等との交流を推進し

た結果、計画の 70件に対し 98 件の契約を獲得した。件数としては、中期計画

期間中、最高であり、日頃の活動の成果が現れたものといえる。 

 

＜他大学等との連携推進＞ 

① 大学ネットワーク静岡が主催した中国上海及び韓国ソウルで開催された「静

岡留学フェア」に県内の他大学と共同して出展し、中国及び韓国からの留学生

の受入確保を図ったほか、県内大学等との単位互換や共同授業の実施の等、交

流・連携を進めた。 

② 生活健康科学研究科環境物質科学専攻においては、フィールドワーク演習と

して、例年と同じ佐鳴湖での観測及び試料採取と本学での機器分析のほか、初

めての試みとして、静岡大学及び東海大学と合同で、静岡大学・中川根演習林

等において森林生態系の観察を通した野外講義を行うなど、新たな大学間連携

の道を開いた。 

③ 静岡大学が主催する教員免許状更新講習に対し、英語及び数学講習の一部を

本学が担当した。また、県教育委員会と連携し、中学・高校英語科教員、高校

商業科及び家庭科教員の研修会に講師を派遣した。 

 

ウ 国際交流 

＜交流の推進・拡大＞ 

① 協定校を中心に、研究者の派遣・受入、共同研究等を推進したほか、新たに

米国・カリフォルニア大学デービス校、ベルギー・ブリュッセル自由大学、タ

イ・マヒドン大学と大学間協定を締結し、外国の大学との学術交流を推進・拡

充した。 

② 交流協定を締結しているドイツのブレーメン州立経済工科大学から初めて

学生を受け入れるなど、5 カ国間で、過去最高の受入 6 人、派遣 11 人(うち 5

人が 1年間)、計 17人の学生の交換留学を実施した。 

 

＜留学生等支援＞ 

① 留学生のための初級日本語、中級日本語の講座を引き続き開講するとともに、

平成 24 年度から現代日本の社会及び文化への理解を深めるため、英語による

「現代日本文化入門」講座を開講することとした。 

② 留学生の増加に伴う各種相談の増加や学習・生活指導等の充実強化、また、

日本人学生の留学相談等に対応できる英語力のある職員 1 人を学生室に増員

配置した。 

 

(4) 業務運営及び財務状況の改善・効率化に関する特色ある取組 

ア 本学における教育・研究などの諸活動の一層の向上を図るため、全教員を

対象に、教育活動、研究活動、社会貢献等の活動及び大学運営等への寄与の

４領域について、活動評価を行うとともに、評価結果を踏まえて様式等の改

善を図った。 

イ 平成 23 年度科学研究費補助金、受託・共同研究、奨学寄附金等外部資金全

体の獲得件数は、374件(前年 350件)、獲得金額 1,034,410千円(前年 911,713

千円)、また、科学研究費補助金については、採択件数は、156件(前年 145件)、
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採択金額 356,707 千円(前年 308,182 千円)、となり、法人化以降最高の件数、

金額となった。なお、短期大学部においては、平成 23 年度の科学研究費補助

金について、全国の短期大学中、採択件数 9 件で、平成 22 年度に引き続き第

1 位となった。 

ウ 財源確保を積極的に図る一環として、新たに印刷物における有料広告の掲載

を進めていくこととし、3月発行の広報誌はばたき 119号で 1社の広告を掲載

した。120号においても 2社の掲載が決定している。 

エ 光熱水費に係る年度別、棟別、全体別のデータ（使用量ベース）一覧表、電

気・ガスの単価及びグラフ化したデータを全教職員あてに配付・周知し、コス

ト意識の高揚を図った。 

 ESCO 事業についてデータを検証した結果、電気使用量は、当初計画値（省

エネルギー改修以前の平成 17～19 年度の平均値）に比べ約 3.5％増加したも

のの、ガス及び水道使用量の節約により、光熱水費については当初計画値に対

し、総じて節減を達成した。 

 

(5) 自己点検・評価及び情報の提供に関する特色ある取組 

ア 平成 23 年 4 月より、教育研究上の目的等９項目の教育研究活動等の状況に

ついての公表が各大学に義務付けられ、本学においては、ホームページのトッ

プページにバナーを設け、わかりやすいように掲載した。本学の公表例につい

ては、文部科学省が主催する「大学における教育情報の活用支援と公表の促進

に関する協力者会議」の場においても紹介された。 

イ 受験生及び保護者の情報取得方法として最もよく利用されているホームペ

ージについて、知りたい情報をより見やすく、探しやすくするため、サイト幅

の拡大や情報の２段組み表示等の改善を実施するとともに、ニュース・トピッ

クスなどの掲載情報の充実に努めた。 

  また、受験生向けのパンフレットや情報誌に就職率を明記し、就職率が高い

本学の魅力を積極的に PRした。 

ウ 静岡薬科大学、静岡女子大学、静岡女子短期大学を改組統合して設置された

静岡県立大学が創立 25 周年を迎えたため、これを記念して、記念式典、記念

国際シンポジウムを始め、第一線級の外部講師等を招聘したシンポジウム、公

開セミナー、学部・研究科特別講義等多数の事業を開催した。これらの事業は、

一般県民参加のものも多く、また、多くがマスコミに取り上げられ、県立大学

の存在感、イメージアップに貢献した。 

 

(6) その他業務運営に関する特色ある取組 

ア セクシャルハラスメントに加え、新たにアカデミックハラスメント、パワー

ハラスメントなどハラスメント全般の防止・対策ガイドラインを制定し、全教 

職員、学生にリーフレットを配布するなどハラスメントの防止に努めた。 

また、前年度に生じたセクハラ事案の加害者を、平成 23年 9月に懲戒処分(解

雇)としたことに対応し、再発防止の徹底を図るため、部局ごとのセクハラ防

止研修会を開催したほか、セクハラ防止対策委員会において、教職員や学生へ

のアンケート調査、専門相談員の配置等の対策を検討し、平成 24 年度から、

それらを実施することとした。 

イ 職員の不祥事を防止するとともに、懲戒処分の透明性を確保するため、懲

戒処分の標準的な量定を掲げた基準を制定し、平成 24 年 4 月から施行するこ

ととした。 

ウ 本学における公的研究費等の適正な運営・管理を図るとともに、不正を発生

させる要因を把握し、不正行為を未然に防止することを目的として、「公的研

究費等不正防止計画」を策定し、平成 24 年度には、教職員へのアンケートに

よる意識調査、新規教職員に対する研修の実施等の取組を行うこととした。 

エ 東日本大震災の発生後、学生による募金活動や薬学部、経営情報学部、環境

科学研究所、短期大学部等の教員が現地入りし、医療・保健活動、インター

ネット環境の復旧等の支援を行った。 

  また、学生による「静岡県立大学学生震災ボランティアグループ」が結成さ

れ、岩手県立大学ボランティアセンターの活動に協力参加、仮設住宅での活

動支援、子供向け学習や遊びの支援、地域行事開催の支援などを行った。そ

の他、ボランティア協会等主催による支援事業にも多くの学生が参加した。 

  被災した学生 4人の授業料については減免措置を行った。 

オ 学内の防災対策を強化するため、講義室・演習室等における棚・ロッカーの

未固定箇所の固定措置を積極的に進めた。 
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中 

期 

目 

標 

ア 育成する人材 

 (ｱ) 静岡県立大学 

a  学士課程 

幅広い教養と基本的な専門学力を備え、社会に貢献し広く国内外で活躍できる人材を育成する。 

その一環として、学部ごと必要な国家試験等について、合格率等の目標値を定め、教育成果の向上を図る。 

b  大学院課程 

高度な専門的知識・能力を持つ高度専門職業人及び創造性豊かな優れた研究・開発能力を持つ研究者を育成する。 

 (ｲ) 静岡県立大学短期大学部 

生命の尊重を基盤とした豊かな人間性と実践的な専門知識・技術を備えた人材を育成する。 

その一環として、必要な国家試験等について、合格率等の目標値を定め、教育成果の向上を図る。 

イ 卒業後の進路 

学生が自分の将来を長期的に見据えて卒業後の進路を主体的に選択できるよう、支援体制を構築し、希望する進路への就職・ 

進学率 100％を目指す。 

ウ 教育の成果の検証等 

(ｱ) 教育の成果の検証 

  教育の成果を常に検証し、その結果を教育の改善に反映させる。 

(ｲ) 卒後教育の充実 

  卒業後も、大学で習得した専門知識・技術の向上により継続して社会に貢献できるよう、卒後教育を充実する。 
 

中期計画 ２３年度計画 自己評価の判断理由（計画の実施状況等） 
自己 

評価 
検証 特記事項 

ア 育成する人材 

 (ｱ) 静岡県立大学 
  ａ 学士課程 

 

 

  

項目別の状況 

第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 
１ 教育 
（１）教育の成果 
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＜全学的に取り組む教養教育＞ 

全学部生を対象として全学的

に取り組む教養教育を実施し、

その成果を基に、各学部におい

て専門基礎教育・専門教育を行

うことにより、確固たる自我を

持ち、社会に柔軟に適応できる

力を身につけるとともに、創知

協働の意識を持つ人材を育成す

る。 

＜全学的に取り組む教養教育＞ 

・ 各学部の専門教育の基礎となる教養教

育を実施するため、全学共通科目におけ

る学部推奨科目を決定し、必要に応じて

新科目の開講の準備を進める。 

（№1） 

 

 

・ 各学部において、自学部生に推奨する全学共通科目における推

奨科目を検討し、平成 24年 2月から全学教務委員会内に設けた

推奨科目検討部会で協議した。 

 
B 

  

＜専門基礎教育・専門教育＞ 

［薬学部］ 

医療の進歩に対応できる専門

的な知識・技術を有し、高い資

質を身につけた薬剤師を養成

し、及び医薬品に関連する基礎

知識・技術を習得し、創薬・育

薬を総合的に理解できる人材を

育成する。 

 

＜専門基礎教育・専門教育＞ 

［薬学部］ 

・ 新規 6 年次カリキュラムを実施し、そ

の検証を行い充実を図る。 

 

 

 

 

 

 

・ 薬学共用試験の受験者全員の合格を目

指し、引き続き総合的支援システムの充

実を図る。 

・ 6 年制薬学教育の実務実習カリキュラ

ムを実施し、その検証と整備を引き続き

行う。 

・ 創薬・育薬を担う研究者養成を目指し

た特色ある薬科学科カリキュラムを実施

し、その検証を行い充実を図る。 

 

 

・ 薬学教育自己評価に取り組み、シラバ

スの更なる整備及び学生による評価の活

用などを図る。（№2） 

 

 

・ 新規 6年次カリキュラムの検証を行い、学生の学習がより効率

的かつ体系的にできるようなカリキュラムへと改訂した。具体的

には、モデル・コアカリキュラム改定の方針に沿った学習成果基

盤型カリキュラムにおいて、6年制卒業時に求められる基本的能

力（学習アウトカム）の一つに総合薬学研究及び卒業論文を想定

している。学習アウトカムの評価を先行実施するため、総合薬学

研究の成果発表会を関連する研究領域ごとにまとめて実施した。

卒業論文については、要旨集の作成・製本を行った。 

・ 薬学共用試験の受験者全員の合格を目指し、自己学習システム

を用いた演習、CBT体験受験成績不良学生を対象としたＣＢＴ対

策講義を実施した。 

・ Web実務実習指導・管理システムによる実習状況の把握と学生

の指導、学生アンケートの実施、実務実習報告会の開催により実

務実習カリキュラムの検証と充実を図った。 

・ 薬科学科学生を対象としたゲノム情報と創薬、糖鎖生物学、ペ

プチド科学、構造生物学の 4講義を新たに実施し、創薬・育薬を

担う研究者を目指した学生のためのカリキュラムを充実させる

とともに、大学院進学者を確保した。 

 

・ 薬学教育（６年制）第三者評価基準に基づく自己評価を引き続

き実施するとともに、授業アンケートによる授業評価結果を学生

と教員に掲示し、その結果を教育の改善に活用した。 

また、教務委員長を中心とした検討委員会においてカリキュラ

ム、シラバスの改善と整備に向けた準備を進めた。 

 

A 

  

新卒者の薬剤師国家試験の合

格率は 90％以上を目指す。 

・ 新薬剤師国家試験支援システムによる

試験対策を実施し、その検証を行い充実

を図る。（№3） 

 

・ 薬剤師国家試験対策委員会を中心に試験支援対策を立案し、底

上げ講義、秋季講座などを実施した。 

薬学 6 年生教育初の薬剤師国家試験での、新卒者の合格率は

97.44％（受験 78 人で合格 76 人）、既卒者（学外）は受験者

A 
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12 人、合格 7 人で合格率 58.33％であった。この結果、全体の

合格率は 92.22%となり、国公立大学 17 校中合格者数 1 位、合

格率 2位であった。 

 

［食品栄養科学部］ 

食品と栄養に関する基礎知識

及び関連する基本的技術を習得

し、「食と健康」に関する総合的

な知識と最先端の技術を身につ

けた人材を育成する。 

［食品栄養科学部］ 

・ 食品栄養科学部、食品生命科学科、栄

養生命科学科それぞれの理念・目的・教

育目標については、パンフレットやホー

ムページで公開するほか、年度初めの学

部ガイダンスやオープンキャンパス等を

利用して、学生や受験生への周知を図る。 

・ 食品生命科学科では、JABEE 申請に必

要な準備を更に進めるとともに、学生の

興味に沿った専門科目の充実を図るた

め、カリキュラムの見直しを行う。 

・ 栄養生命科学科では、臨地実習の内容

と職業意識を高めるため、県内外の優れ

た総合病院での実習を継続する。また、

職業意識を高め勉学意欲を促すため、カ

リキュラムを改定し、一部の専門科目を

より低学年に移す。（№4） 

 

 

・ 食品栄養科学部、食品生命科学科、栄養生命科学科それぞれの

理念・目的・教育目標を、パンフレットやホームページで公開し

た。年度初めの学部ガイダンス、「食品栄養科学入門」の授業、

オープンキャンパス等を利用して、学生や受験生への周知を図っ

た。 

 

・ 食品生命科学科では、JABEEの「個別相談」を受けるための準

備期間及び「個別相談」を受けた後を通して、学習教育目標やカ

リキュラムの見直しを行った。また、卒業論文の評価法について

も検討した。 

・ 栄養生命科学科では、臨地実習の内容と職業意識を高めるため、

県内 11箇所、県外 5箇所の総合病院において臨地実習を行った。

また、職業意識を高めるため、総合演習において、現場で栄養指

導を行っている医師や管理栄養士から講義を受け、演習を通じて

スキルアップを目指した。全学共通科目の履修の整備に伴い、高

学年で開講していた科目を低学年に移行することで、講義と実

習・実験との連携を上手く図ることが可能となった。また、外部

での臨地実習受講期間までに多くの科目を履修させることが可

能となった。 

B 

  

新卒者の管理栄養士国家試験

の合格率は 100％を目指す。 

・ 平成 19 年度からの管理栄養士国家試

験に関する評価を踏まえて学生に対す

る補講や模擬試験などの国家試験対策

の充実と最新の情報提供を行う。模擬試

験の成績の悪い者に対しては個別に指

導を行う。（№5） 

・ 平成 22 年度の新卒者の管理栄養士国家試験は合格率 100％を

達成したが、これを維持することを目標として、4回の模擬試験

と 14 回の補講を行った。模擬試験の成績が下位の学生に対して

は、国家試験対策委員が中心となって個別指導を行った。こうし

た取組の結果、H23年度の新卒者の管理栄養士国家国家試験の合

格率も 100%を達成した。 

 

A 

  

［国際関係学部］ 

グローバル化に対応するため

に、多様な言語・政治・経済・

文化等を理解・尊重し、国際社

会において活躍できる人材を育

成する。 

［国際関係学部］ 

・ 大学教育推進プログラムの平成 22 年

度実施結果を踏まえ、フィールドワーク

型初年次教育科目の単位化を検討する。

また、各年次の履修登録単位数の上限を

定め、併行して、各科目の開講年次の妥

当性等を再検討する作業を進める。 

（№6） 

 

 

 

・ 平成 22年度に文部科学省大学教育推進プログラムに選定され

た「フィールドワーク型初年次教育の構築」は 3 年計画で進め

られており、平成 23年度は 2年目のフィールドワークを実施す

るとともに、単位化の可能性について具体的に検討する準備と

して、様々な初年次教育のあり方を学部将来構想委員会におい

て検討した。また、カリキュラム検討委員会において、履修登

録単位数の上限設定を含んだ GPA と CAP 制の導入について検討

し、平成 25年度から本格導入することを決定した。 

 

B 
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学部生の 60％以上が卒業まで

に TOEIC600 点以上、20%以上が

730 点以上をとることを目指

す。 

・ TOEIC 対策については、本学部生の弱

点領域として判明した語彙・文法力・読

解力を向上させるため、1 年次授業から

同領域の重点的な指導を行い、2 年次に

は全員に TOEIC-IP の受験を継続して実

施する。（№7） 

 ・ 平成 23 年度から 1 年生、2 年生全員に TOEIC-IP テストを受

験させる体制を整えて実施した。結果は 600点以上のスコア獲得

者が前年に比べて 3ポイント以上増えて４割を超え、着実な伸び

を確認できた。指導面では言語コミュニケーション研究センター

と連携し、全てのオーラルコミュニケーションのクラスの最後の

15分を TOEIC対策(ミニテストの実施と答案提出、教員は採点・

チェックして翌週返却)にあてる一方で、新たに同センターに採

用された日本人特任教員が、読解・文法力アップを念頭においた

指導を開始した。さらにプレイスメントテストとアチーブメント

テストの結果を比較し、英語教育にフィードバックさせる体制を

整えた。 

B 

  

［経営情報学部］ 

情報処理能力とマネジメント

力を兼ね備えた、企業や地域社

会に貢献することができる人材

を育成する。 

［経営情報学部］ 

・ 平成 24年度からの新カリキュラム体制

における卒業研究指導及び基礎演習の受

講体制について、最終的な検討を行う。

（№8） 

 

・ 平成 24 年度からの新カリキュラム体制における卒業研究指導

については、教務委員会で検討を行い、複数指導教員体制の推進

など整備を重ねており、新カリキュラム体制においても原則的に

同様の体制を継続することとした。 

基礎演習については、平成 23年度に 3年生以上の希望者のため

の基礎演習 5及び 6を新設し、平成 24年度からは同演習を研究

融合演習 1及び 2として新カリキュラムに導入することとした。 

平成 24年度からの新カリキュラム体制における、基礎演習を含

む初年次教育については、学部 FD委員会を中心に、検討を行っ

た。その結果、現行の基礎演習を継続実施するとともに、1 年

生を対象に少人数で学生の基本的な学習スキルの修得を目的と

した「スタディスキルズ」を新設し、新カリキュラムから実施

することとした。 

B 

  

次世代を担う公務員を目指す

学生のために、公務員試験の合

格率を向上させる。会計リテラ

シーの育成のため、簿記検定の

受験率とその合格率を向上させ

る。ITパスポート試験希望者の

合格率は平均合格率以上を目指

す。 

・ 平成 22年度までに実施した公務員試験

対策の評価を行い、改善策を立案する。 

・ 平成 24年度以降に実施する新カリキュ

ラムについては、従来以上に公務員志望

学生のニーズを反映したものとする。 

・ 日商簿記検定 3 級の合格率を 70%とす

る。日商簿記検定 2 級の受験を勧め、取

得率 10％を目指す。 

・ 平成 22 年度の IT パスポート試験結果

を踏まえ、平成 23年度の試験の支援を実

施する。また、学生に対して ITパスポー

ト試験についての啓発を続ける。ITパス

ポート試験についてインセンティブを与

えるため、合格者に対しての単位認定を

実施する。（№9） 

・ 公務員志望学生に対する現行カリキュラムの評価を行い、カリ

キュラムの改善点の洗い出しを行った。その結果を踏まえ、平成

24 年度からの新カリキュラム体系において、公務員に求められ

る知識を獲得させるための主要科目の新設及び既存科目の充実

を図った。 

・ 日商簿記について、3 級の合格率に関しては、4 年生について

88.2%を達成し目標を超えた。また 2 級に関しては、3 年生の取

得率は 21.5%に達して、これも目標を達成した。 

・ IT パスポート試験に対する学生支援として、教材の整備、IT

パスポート試験内容と学部カリキュラムとの対応の学生への提

示、基礎演習における受験支援、学部後援会による受験費用の支

援体制の構築などを行った。また合格者に対するインセンティブ

として、単位認定の制度を実施した。平成 23年度の ITパスポー

ト試験合格者は 46人であった。 

B 

  

［看護学部］ 

少子高齢社会の健康の護り手

［看護学部］ 

・ 3 年目となる新カリキュラムの問題点

 

・ 3年目となる新カリキュラムの問題点を把握して、調整を図り、
B 
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として人々の健康生活を支援す

るため、確かな看護判断能力と

実践能力を身に付け、他専門職

と協働して問題解決に取り組む

ことのできる人材を育成する。 

を把握して、調整を図る。 

・ 平成 23年度の保健師助産師看護師学校

養成所指定規則の改訂に伴い、カリキュ

ラムを作成する。（№10） 

平成 24年度カリキュラムに反映した。 

・ 平成 23 年度の保健師助産師看護師学校養成所指定規則の改訂

に伴い、平成 24年度カリキュラムを作成した。 

新卒者の看護師国家試験及び

助産師国家試験の合格率は

100％を目指す。保健師国家試験

の合格率は全国平均以上を目指

す。 

・ 国家試験の最新情報を学生に提供し、

それらに対応した模擬試験・勉強会・学

習指導等の支援を継続的に行う。（№11） 

 

・ 国家試験の最新情報を学生に提供し、それらに対応した模擬試

験・勉強会・学習指導等の支援を継続的に行った。 

その結果、看護師国家試験及び助産師国家試験の合格率は

100％、保健師国家試験の合格率は 96.8％と全国平均を上回っ

た。 

B 

  

b  大学院課程     

［薬学研究科］ 

生命薬学を中心とした高度な

専門知識と技術を身につけ創

薬、衛生など幅広い分野で活躍

できる人材を育成する。 

薬学部６年制移行に伴う大学

院改編を活用し、生命関連学際

領域に強い薬科学者を養成す

る。 

［薬学研究科］ 

・ 薬科学専攻博士前期課程での、幅広い

分野で活躍できる人材の育成に対応し

たカリキュラム整備と検証を引き続き

行う。 

・ 平成 24 年度に新たに開設する薬科学

専攻博士後期課程（3 年制）及び 4 年制

博士課程の薬学専攻（仮称）の設置を文

部科学省に申請し、入学者選抜を実施す

る。 

・ 薬食生命科学総合学府（仮称）及び薬

食生命科学専攻（仮称）（博士後期課程）

の設置を文部科学省に申請し、入学者選

抜を実施する。（№12） 

 

・ 薬科学専攻博士前期課程を開設し、新たなカリキュラムに基づ

いて教育研究を実施するとともに検証を行った。 

 

 

・ 平成 24 年度に新たに開設する薬科学専攻博士後期課程（3 年

制）及び博士課程の薬学専攻（4年制）の設置について文部科学

省に届け出るとともに、開設準備（研究・教育を担当する教員組

織の検討及びカリキュラムの策定）を進め、平成 24 年度入学者

の選抜を行った。 

・ 生活健康科学研究科と連携し、薬食生命科学総合学府の設置に

ついて文部科学省に届け出るとともに、薬食生命科学専攻（博士

後期課程）の開設準備を進め、平成 24 年度入学者の選抜を行っ

た。 

・ 生活健康科学研究科との連携強化とグローバルＣＯＥのテーマ

である薬食同源を目指した教育研究を引き続き推進した。 

 

B 

  

［生活健康科学研究科］ 

生命科学や環境科学等の先端

基礎科学を基盤として、高齢化

社会の急速な進展と地域環境の

悪化を克服し、持続可能な社会

の構築に資する人材を育成す

る。 

 

［生活健康科学研究科］ 

・ 薬食生命科学総合学府（仮称）及び薬

食生命科学専攻（仮称）（博士後期課程）

の設置及び環境物質科学専攻の名称（環

境科学専攻（仮称）へ）変更を文部科学

省に申請し、入学者選抜を実施する。（№

13） 

 

・ 薬食生命科学総合学府及び薬食生命科学専攻（博士後期課程）

の設置並びに環境物質科学専攻の名称変更（環境科学専攻へ）の

準備を完了し、文部科学省に届け出、受理された。また平成 24

年度の学生募集を行い、入学者選抜を実施した。 
B 

  

［国際関係学研究科］ 

グローバル化する世界での諸

課題に挑み、問題を把握、分析

し、国際社会に貢献できる人材

を育成する。 

［国際関係学研究科］ 

・ 基礎学力の向上を図りながら、専門性

の高いテーマに主体的に取り組める能

力の養成及び実践的な専門的能力の養

成等を目的としたカリキュラムの総合

 

・ 修士課程改革委員会におけるカリキュラムの総合的検討を踏

まえ、実践的な専門能力を育成するための「フィールドワーク」

科目を平成 23 年度から開設した。さらに、「英語プレゼンテー

ション」科目をワークショップ形式で試行的に実施した。 

B 
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 的な整備と改善を、修士課程改革委員会

において進める。（№14） 

［経営情報イノベーション研究

科］ 

営利組織や非営利組織の情報

処理や経営管理及び広範囲にわ

たるイノベーションに関する研

究と実践が可能な高度専門職業

人を育成する。     

 

［経営情報イノベーション研究科］ 

・ 引き続き、大学院生同士あるいは大学

院生と複数教員、外部と連携して行うプ

ロジェクト型研究プログラムの一層の

推進を図る。また、博士後期課程の設置

に伴い、同課程と連携したプロジェクト

型研究プログラムの充実の方策につい

て検討する。（№15） 

 

・ 平成 22 年度に引き続き、大学院生、教員、学部と連携して行

うプロジェクト型研究プログラムを継続して行い、学会発表、そ

の中での受賞など、研究成果を上げた。また、博士後期課程の設

置に伴い、博士後期の学生をプロジェクト型研究へ積極的に参画

させ、その中で今後のプログラムの充実の方法について検討を行

った。 

 

B 

  

［看護学研究科］ 

優れた倫理的判断力や保健医

療の国際化・情報化に対応でき

る能力を持ち、看護実践の質の

向上及び教育・研究を積極的に

推進できる人材を育成する。 

助産師国家試験の合格率は

100％を目指す。 

［看護学研究科］ 

・ 研究能力・実践能力を育成するための

実習要項等を整備し、実習環境を整え

る。 

・ 助産師養成課程を実施の上、評価し、

問題点を調整する。  

 

 

・ 助産師国家試験の合格率は 100％を目

指す。（№17） 

 

・ 研究能力・実践能力を育成するための実習要項等を整備し、

実習環境を整えた。 

 

・ 助産師養成課程を実施の上、評価し、問題点を調整し、平成

24 年度カリキュラムに反映させた。 

・ 平成 23 年度助産師養成課程の指定規則改訂に伴い、平成 24

年度カリキュラムを作成した。 

・ 助産師国家試験の合格率は 100％であった。 

 

B 

  

(ｲ) 静岡県立大学短期大学部     

① 教養教育において、豊かな

人間性と総合的判断力を培う

とともに、各学科において専

門教育を行い、保健・医療・

福祉の水準向上に貢献し社会

の要請に応え得る人材を育成

する。 

・ 看護学科では、新カリキュラムの授業

科目の時間数、科目数の見直し及び追加

科目の検討を行う。 

 

・ 歯科衛生学科では、学習効率を高める

ため、3 年間の臨地実習の総括を行い、

時期や方法について検討する。 

 

 

 

・ 社会福祉学科では、新カリキュラムに

ついて抽出された問題点の改善（案）を

検討する。（№18）（№19） 

 

・ 看護学科では、平成 21 年度から導入された新カリキュラムの

見直しを行い、時間数、科目数、追加科目の変更は行わずに、看

護研究、症状アセスメント、ヘルスアセスメント等の内容の変更

を行うこととした。 

・ 歯科衛生学科では、学習効率を高めるため、平成 23 年度臨地

実習要項の内容を検討し、実習期別の項目を整理して順番を入れ

替えるとともに、実習目標について、授業の目的のみ提示してい

たものを到達目標まで示すように変更した。また、臨地実習を総

括する「歯科衛生実践実習」報告のための指導体制を全教員で行

うことに変更した。 
・ 社会福祉学科の保育士養成では、平成 23 年度から実施された

改訂保育士養成カリキュラムについて、実施して明らかになった

課題に対する改善案を検討した。社会福祉士養成では、平成 22

年度からのカリキュラムの改訂にともない、2回の実習を異なる

施設で実施することにした。介護福祉士養成では、1年次の実習

時期を年度末から 11 月に変更することで、実習事後指導を十分

行った上で 2年次の実習に入ることができるようにした。また、

平成 26 年度以降のカリキュラム改正に合わせて、実習回数と期

間の変更に向けての検討を行った。 

B 

  

② 看護師、歯科衛生士及び社

会福祉士並びに保育士、介護

福祉士の資格を有し、時代の

要請に対応できる実践的能力

を有する人材を育成する。 

B 

  

③ 新卒者の看護師国家試験及 ・ 看護学科では、新卒者の国家試験合格 ・ 看護学科では、8月の夏期休業期間と１月に国家試験対策用の A   
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び歯科衛生士国家試験の合格

率は 100％を目指す。 

に必要な学力の形成のために、補講や模

擬試験を継続して行う。看護師国家試験

問題 Web 法人サービスの利用促進を図

る。 

・ 歯科衛生学科では、模擬試験結果を分

析して、学生にフィードバックすること

に加え、臨地実習について振り返る内容

の講義を充実させるなど、国家試験対策

を実施する。（№20） 

補講を 18回、模擬試験を 3回、チューターによる模擬試験結果

後の個別指導を学生 1人につき 3回以上実施した。また、国家試

験問題 Webサービスの利用を推奨した。 

 

・ 歯科衛生学科では、国家試験対策として 26回の補講と 4回に

及ぶ模擬試験を実施し、模擬試験結果について学生にフィードバ

ックする際には国家試験担当教員による助言を、次いでチュータ

ーによる個別指導を 1人３回以上行った。加えて、その後の学習

状況の観察・指導の強化を図った。 

 

・ これらにより、平成 23年度における新卒者の看護師国家試験

及び歯科衛生士国家試験の合格率はともに 100％を達成した。

特に歯科衛生士国家試験については、平成 19 年度の法人化以

来 5 年連続して 100％合格を継続（平成 19 年 9 月に卒業し、そ

の年度の 3 月に合格した 1人を含む）しており、第 1 期中期目

標期間中、１人の不合格者も出していない。 

イ 卒業後の進路     

① キャリア形成支援のための

講座をカリキュラムに位置づ

けるとともに、インターンシ

ップ制度などのキャリア形成

を支援する事業を充実させ、

学生の大学生活への意欲的な

取組みを活性化させることを

通じて、学生のキャリア意識

の涵養に努める。 

・ キャリア教育科目の充実を図るととも

に、キャリア形成に係るセミナーやイン

ターンシップの実施、学生の主体的活動

を支援するシンポジウムの開催などキャ

リア形成支援事業を継続して実施する。 

 

 

 

 

 

 

・ 短期大学部においては、キャリア形成

支援のための少人数制の面接講座を継続

するとともに、小論文・作文対策講座の

開催を検討する。（№21） 

・ キャリア教育科目について、引き続き「キャリア形成概論Ⅰ」

「キャリア形成概論Ⅱ」を開講するとともに、平成 23 年度は新

たに「ライティング基礎」「ライティング実践」を開講し充実を

図った。また、キャリア形成に係るセミナーを開催した。 

・ インターンシップについて、受入企業の開拓に努め、厳しい経

済状況にもかかわらず受入れ企業が増加した。また、学生への周

知にも積極的に取り組み、多くの学生が参加した。 

・ 学生の主体的な活動を支援する取組として、学生の企画運営に

よるシンポジウムの開催や、学生の企画編集によるキャリア情報

誌の発行を行った。 

 

・ 短期大学部においては、キャリア形成支援のための講座の充実

を図り、全学科対象にキャリアガイダンス及び面接対策講座、メ

イク講座、就職準備セミナーを開催した。また静岡県雇用創出事

業を利用し、個別の面接指導を開催した。小論文・作文対策講座

を含む公務員対策講座を検討し、平成 24 年度から公務員対策講

座を実施することにした。これらの取組により、短期大学部では

中期目標の「希望する進路への就職・進学率 100％」を達成した。 

 

 

 

B 

  

② 中期目標を踏まえて、キャ

リア支援センターを中心とし

て、教職員が連携し、キャリ

ア形成支援と就職支援が一体

化した体制を整備する。 

・ キャリア支援委員会を通してキャリア

支援センターと各学部・研究科教員との

連携を引き続き図るとともに、教職員を

対象とした講習会を開催するなど、キャ

リア形成支援と就職支援の一体化の必要

性に対する意識の一層の向上を図る。 

・ キャリア支援委員にキャリア支援センターが行うキャリア形

成・就職支援事業についての説明を行い、意見交換を行った。 

 また、各学部・研究科の取組についても、その内容をキャリア支

援センターへ報告するように求め、情報の共有化を図った。 

・ 保護者のための講演会、個別企業説明会、病院勉強会など、各

学部研究科と連携を図りキャリア形成・就職支援事業を実施し

B 
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・ 短期大学部においては、引き続きキャ

リア支援センター分所が、学生委員やチ

ューター等と学生の進路に関する情報の

共有を図り、更に細やかな支援体制を整

える。（№22） 

た。 

・ 教職員を対象にキャリア教育の必要性に関する講演会を開催し

た。 

 

・短期大学部においては、キャリア支援委員を中心に、学生委員、

チューターが連携して就職支援を実施した。5月に社会福祉学科

を対象に静岡県人材センターから講師を招き就職ガイダンスを

開催した。6月に看護学科を対象に県内施設を招き合同就職説明

会を開催、10 月に県内歯科医院を招き合同就職相談会を開催し

た。 

ウ 教育の成果の検証等 

(ｱ) 教育の成果の検証 
  

  

① 学生による授業評価を活用

し、教育の成果・効果を検証

するとともに、各学部・学科

において、国家試験、検定試

験等の結果を調査し、教育の

効果を検証する。 

・ 引き続き、全学共通科目については全

学的な観点から学生による授業評価を行

い、学部専門科目については学部ごとの

観点から授業評価を行う。授業評価の結

果を教員にフィードバックし、教員は各

自その分析を行い、授業を改善する。各

学部・学科で国家試験・検定試験の結果

を調査し、教育の効果を検証する。 

・ 短期大学部においては、引き続き、学

生による授業評価の結果を担当教員にフ

ィードバックし、講義・演習等の見直し

に役立てるとともに、各教員からの授業

評価コメントの公開を検討する。（№23） 

・ 全学共通科目については、各教員が問題点を把握し授業に反映

しやすいものにアンケート用紙を改定し、授業評価を行った。学

部専門科目については、各学部の様式で授業評価を実施した。学

生による授業評価アンケートの結果を担当教員にフィードバッ

クし、授業改善に役立てた。国家試験・検定試験は平成 22 年度

の結果を各学部・学科で分析を行い、補習や模擬試験、個別指導

に役立てた。 

 

・ 短期大学部においては、学生による授業評価アンケートの結果

を担当教員にフィードバックし、授業改善に役立てた。また、ア

ンケートの結果に対する意見や工夫を「教員によるコメント」と

してホームページ上に公開するとともに、「アンケート結果」と

「教員によるコメント」の両方を掲載した「平成 23年度 FD活動

報告書（自己点検・自己評価報告書）」も作成し、開示すること

とした。 

B 

  

② 卒業生による評価や就職先

等での評価を求め、その結果

を教育の改善に活用する。 

・ 各学部の特色・実情に応じ、卒業生や

就職先等を対象に、教育の成果（評価）

に係る意見を聞く機会を定期的に設け

る。その結果を FD委員会、教務委員会等

と連携して教育活動に反映させる。 

 

 

 

 

 

 

 

・ 短期大学部においては、卒業生や就職

先等を対象に、教育の成果（評価）に係

・ 卒業生による評価の在り方、必要性については、各学部の教育

活動等により、卒業生との関わり方が異なるため、各学部の実情

に応じて実施している様々な機会等を利用して、卒業生や就職先

等からの意見（評価）を収集し、教育活動の改善等に活用するよ

う努めた。 

具体的には、卒後教育講座や同窓会等における意見収集、アンケ

ート調査、インターンシップや実習先（病院、福祉施設、学校、

企業、保健所等）での意見交換会、本学の卒業生である研究員の

意見聴取や、来校した企業からの聞き取りなどの結果を FD委員、

教務委員等と連携して、カリキュラムの見直しなど教育活動に反

映させるよう努めた。 

 

・ 短期大学部においては、就職先対象に行ったアンケート結果を

振り返り、高評価項目を伸ばすとともに、低評価項目については

B 
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る意見を聞き、その結果を教育活動に反

映させる。（№24） 

改善できるように、実習教育の充実を図った。また、社会福祉学

科の卒業生からは、幼稚園教員資格認定試験対策講座実施の希望

と幼稚園教諭免許課程設置の希望があった。そのため、平成 23

年度に初めて幼稚園教員資格認定試験対策講座を実施し、13 人

の受講者があり、そのうち 10 名が認定試験を受験し、9 人が合

格した（合格率は 90％）。また、幼稚園教諭免許課程設置希望に

ついては、将来構想のなかで検討を始めた。 

 

(ｲ) 卒後教育の充実 

  ａ 静岡県立大学 

 
 

  

① 卒業生の卒業後の進路状況

を調査し、各分野で卒業生が活

躍できるよう卒業生と大学、卒

業生同士が定期的に情報交換

を行えるような体制を整備す

る。 

・ 各学部の特色・実情に応じ、卒業生と

大学、卒業生同士が情報交換を行えるよ

う同窓会、ホームカミングデイ等を定期

的に開催するほか、ホームページの充実

を図る。（№25） 

 

・ 各学部では、それぞれの教育活動等に応じて、卒業生と大学、

卒業生同士が情報交換を行う機会の充実に努めた。 

具体的には、同窓会等の開催や会報の配付、ホームカミングデイ

や研究室等を中心とした卒業生と教員との懇談会、卒業生による

特別講演会、ホームページの機能充実、フェイスブックの開設、

キャリア支援の一環として卒業生を招いての在学生との意見交

換や東京圏在勤在住の卒業生と在校生との交流会、アンケート調

査などを各学部における実情に応じて実施した。 

 

B 

  

② 卒業生を対象として、定期

的に研修会を開催するなど、

フォローアップ教育の充実を

図る。 

・ 定期的に研修会を開催するなど、卒業

生のニーズに応じたフォローアップ教育

を行う。（№26） 

 

・ 卒業生への研修機会の提供については、学部・学科等により、

求められるフォローアップ教育の内容等が異なるため、必要に

応じて、卒後教育講座や研修会、セミナーなどを開催し、卒後教

育の充実に努めた。 

また、各学部の教育活動等に応じ、卒業生同士及び教員との交流

の機会やホームページやメーリングリストにより学内の講演会

等の情報提供を充実させるなど、卒業生への支援体制の強化を図

った。 

 

 

B 

  

ｂ 静岡県立大学短期大学部     

① 卒業生を対象として、定期

的に研修会を開催するなど、

フォローアップ教育の充実を

図る。 

・ 引き続き、卒業生を対象とした研修会

を実施するとともに、卒後教育の在り方

の検討を進める。社会福祉学科では「幼

稚園教員資格認定試験対策講座」の検討

を進める。(№27） 

 

・ キャリア支援センター分所では、卒業生を対象に 7月に初めて

幼稚園教員資格認定試験対策講座を開催した。また、歯科衛生学

科では、卒業生を対象に、リカレント教育の必要度、及び教育項

目について聞き取りを行った。社会福祉学科では、10 月に卒業

生を対象とした社会福祉士国家試験対策講座を例年通り開催し、

卒後教育の充実を図った。 

B 
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中 

期 

目 

標 

ア 入学者受入れ 
大学の基本理念に基づいた入学者受け入れ方針を明確にし、高等学校との連携強化や積極的な広報を行うとともに、選抜方法

の工夫や改善を図り、向学心旺盛で、県立大学で学ぶにふさわしい学力を備えた、社会人や留学生を含む多様な人材を受け入れ
る。 
イ 教育課程 
(ｱ) 静岡県立大学 
a  学士課程 
幅広い教養と基本的な専門学力を兼ね備えた人材を育成するため、教養教育を充実するとともに、教養教育と専門教育の有

機的連携が図られたカリキュラムを編成する。 
b  大学院課程 
学士課程における教養教育と、これに十分裏打ちされた専門的素養の上に立ち、専門性の一層の向上を図るため、深い知的

学識を涵養するカリキュラムを編成する。 
(ｲ) 静岡県立大学短期大学部 

豊かな人間性と実践的な専門知識・技術を兼ね備えた人材を育成するため、教養教育を充実するとともに、教養教育と専門
教育の有機的連携が図られたカリキュラムを編成する。 

ウ 教育方法 
(ｱ) 静岡県立大学 
a  学士課程 
学生が意欲的、主体的に学び、授業内容を確実に理解できるよう、多様で効果的な授業形態を設定するとともに、学習指導

方法の改善を図る。 
b  大学院課程 
育成する人材に即した高度の専門教育を進めるため、多様で効果的な授業形態を設定するとともに、研究指導方法の改善を

図る。 
(ｲ) 静岡県立大学短期大学部 
学生が意欲的、主体的に学び、授業内容を確実に理解できるよう、実習教育を重視した授業形態を設定するとともに、学習

指導方法の改善を図る。 
エ 成績評価 
(ｱ) 静岡県立大学 
a  学士課程 
各授業科目の到達目標及び成績評価基準を明確にし、公正な成績評価を実施する。 
b  大学院課程 
各授業科目の到達目標及び成績評価基準並びに学位論文審査基準を明確にし、公正な評価及び審査を実施する。 

(ｲ) 静岡県立大学短期大学部 
各授業科目の到達目標及び成績評価基準を明確にし、公正な成績評価を実施する。 

 

 

中期計画 ２３年度計画 自己評価の判断理由（計画の実施状況等） 
自己 

評価 
検証 特記事項 

第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 
１ 教育 
（２）教育の内容等 
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(2) 教育の内容等 

ア 入学者受入れ 
  

  

① 一般・社会人・外国人・

推薦・編入等の多様な選抜方

式に関する理念と受け入れ

方針等を開示し、受験生をは

じめ保護者、進路指導者等へ

の積極的な広報を推進する。 

・ 各学部において入学を期待する学生像

等の検討を継続して行い、学生募集要

項、ホームページの内容を見直す。また、

オープンキャンパスや大学見学、高校訪

問、進学相談会を通じて入試広報を行

う。 

・ 短期大学部においては、引き続きホー

ムページの入試関連情報の充実を図る

とともに、進学説明会に積極的に参加す

るなど、的確な広報に努める。（№28） 

・ 各学部において入学を期待する学生像等の見直しを継続して行

い、学生募集要項、ホームページ等で公表した。また、オープン

キャンパスや県内国公立４大学合同発表会、大学見学、学部説明

会、高校訪問、進学相談会、在学生による母校訪問を通じて広報

活動を行った。 

 

・ 短期大学部においては、短期大学部の入試情報を見やすくする

ために、県立大学のホームページ内のバナーの位置を変えた。ま

た、高校主催の進学説明会（8校）及び業者主催の進学説明会（10

会場）に積極的に参加し、的確な広報に努めた。 

 

B 

  

② オープンキャンパスを充

実させるなど、受験生の要望

に応えられるよう、キャンパ

スライフに関する情報提供

を積極的に行う。 

・ オープンキャンパス来場者にアンケー

トを実施して、オープンキャンパスの充

実を図る。 

 

・ 在学生による母校訪問を行うことによ

って、教員や生徒に学生生活等の情報を

提供する。 

 

 

・ 短期大学部においては、オープンキャ

ンパスを充実させ、橘花祭及び県民の日

に、入試説明会及び学校見学会を実施し、

来校者と在校生の交流場面を設け、入試

情報やキャンパスライフに関する情報提

供を積極的に行う。また、在校生の母校

訪問による、高校生等への学生生活に関

する情報提供も引き続き実施する。（№

29） 

・ 平成 22年度オープンキャンパスのアンケートの結果から、運営

に関して、全学部において「在校生との交流」での満足度の低い

傾向にあるため、在学生の運営への参加を更に積極的に図るよう、

各学部に働きかけた。 

・ 49人の学生が母校の高校を訪問し、教員及び生徒に大学のこと、

自分の学生生活のことを話すことにより、県大の PRを行った。 

・ 進学相談会に、平成 22年度に引き続き学生相談コーナーを設営

し、高校生が在学生に相談できる場を提供した。 

 

・ 短期大学部においては、オープンキャンパスのチラシを作成し、

情報提供に努めるとともに、オープンキャンパス来場者にアンケ

ートを実施して、受験生の意見収集にも努めた。橘花祭（大学祭）

及び県民の日に、入試説明会及び学校見学会を実施し、来校者と

在校生の交流場面を設け、入試情報やキャンパスライフに関する

情報提供を積極的に行った。また、在校生の母校訪問による、高

校生等への学生生活に関する情報提供も引き続き実施した。 

 

B 

  

③ 入学した学生の追跡調査

を行い、入学者選抜方法の工

夫や改善を図る。 

・ 学部ごと、入学した学生の能力・適性

を把握・検証し、入学者選抜方法の改善

を図る。 

 

・ 短期大学部においては、卒業生の成績

について入試選抜方法別に比較検討する

とともに、平成 22年度に看護学科推薦入

試に追加した理科の内容等について検証

する。（№30） 

・ 平成 27年度大学入試センター試験の利用教科・科目及び個別学

力検査の在り方を検討するなど、各学部で入学者選抜方法の改善

に努めた。 

 

・ 短期大学部においては、一般選抜入試と推薦入試合格者の合格

時の成績と卒業時の成績について比較検討した。推薦入試の評定

平均値が低い学生が在学中の成績が下位に位置している傾向は見

られなかった。この分析から、平成 24年度入試では社会福祉学科

の推薦条件の評定平均値を変更し、入学者選抜方法の改善を実施

することとした。看護学科推薦入試の理科問題では生物と化学の

問題の難易度の調整を行い、作問部会委員に学内委員も加えて体

B 
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制の強化を図った。 

 

④ 県内公私立高等学校の学

校長等との懇談会を開催し、

入学者選抜の在り方に関す

る情報交換を密にする。ま

た、県外高校への訪問によ

り、県外高校との情報交換を

図る。 

・ 県内公私立高等学校の学校長等との懇

談会を開催し、入学者選抜の在り方に関

する情報交換を密にする。 

・ 県内高校への訪問を計画的に実施する。 

・ 県外高校との情報交換は、在学生によ

る母校訪問を通じて情報交換を図る。（№

31） 

・ 県内 9 校の高校校長との懇談会を 7 月に実施し、情報交換を行

った。 

 

・ 県内高校 17校を訪問し、生徒に対して学部説明会を実施すると

ともに、高校教員との情報交換を行った。また、県内高校 11校を

訪問し、進路指導主事と情報交換を行うとともに、在学生による

母校訪問を 30校で行い、県内・県外高校教員や生徒に対して情報

を提供した。 

 

・ 短期大学部においては、高校への訪問を計画的に実施した。ま

た、在学生の母校訪問では、本学の教育・環境の充実や就職率の

高い点などをＰＲし、高校教員との情報の交換を図った。 

B 

  

⑤ 入試問題に係る過誤の防

止とアドミッション・ポリシ

ーに即した問題の質の向上

を目的とし、学外委員を含め

た組織による入試問題の分

析、評価を行う。 

・ 入試問題の質の向上と過誤の防止のた

め、学力検査問題検討委員会作問部会及

び点検部会（学内専門委員会及び学外専

門委員会）を的確に運営する。また、入

試問題に対する高校教員との意見交換を

行う。 

 

 

 

 

・ 短期大学部においては、入試問題に係

る過誤の防止と問題の質の向上を目的と

し、短期大学部外の委員を含めた組織に

よる入試問題の分析、評価を検討する。 

（№32） 

・ 入試問題分析懇談会を開き、高校教員と入試問題について意見

交換を行った。 

・ 推薦入試・一般入試の事後点検（入試実施後に行う点検）を行

い、早期に入試問題の評価ができる体制を整えた。 

・ 平成 24年度一般入試（前期日程）食品栄養科学部（化学）にお

いて出題ミスがあった。このことから、平成 24年度においては、

学外専門委員による事前点検を従来よりも早期に行い、それを受

けて学内専門委員が点検することにした。（従来は、学内専門委員

と学外専門委員の点検が独立して行われていた。） 

 

・ 短期大学部においては、入試問題に係る過誤の防止と問題の質

の向上を目的とし、短期大学部外の委員を含めた組織による入試

問題の分析、評価を検討及び一部実施した。しかし、歯科衛生学

科・社会福祉学科推薦入試共通問題中に誤字による入試ミスが起

きたため、入試ミスの原因を究明し、再発防止にむけて体制を検

討した。 

 

C 

 

  

イ 教育課程 

 (ｱ) 静岡県立大学 

ａ 学士課程 

 
 

  

①  全学共通科目、学部基礎

科目及び専門教育科目に分

けられている現行の授業科

目及び実施体制を見直す。

（平成 21 年度実施予定） 

・ 各学部の専門教育の基礎となる教養教

育を実施するため、全学共通科目におけ

る学部推奨科目を決定し、必要に応じて

新科目の開講の準備を進める。 

（№33） 

・ 各学部において、自学部生に推奨する全学共通科目における推

奨科目を検討し、平成 24年 2月から全学教務委員会内に設けた推

奨科目検討部会で協議した。 

 
B 
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②  全学的に取り組む教養教

育においては、英語教育と情

報リテラシー教育等を基本

としたベーシック・エデュケ

ーションを推進するための

体制を整える。 

・ 英語教育については、平成 22年度の検

証結果を踏まえ、対話型コミュニケーシ

ョンの活動を更に展開し、日本人特任教

員の採用により文法・語彙学習の強化を

図る授業の構築を目指す。  

（№34） 

・ 英語教育については、対話型コミュニケーションの活動を充実

させるとともに、4月から採用した日本人特任教員が文法・語彙学

習に焦点を置いた授業を更に展開した。 

・ 情報リテラシー教育については、教育コンテンツの導入促進活

動を行い、全学共通科目等でも教育コンテンツが利用されるよう

になった。 

 

B 

  

③ 専門教育においては、学

部ごとに、教育の目的・目標

を的確に達成できる体系的

なカリキュラムの編成に努

めるとともに、学部教育の内

容等に関する目標を達成す

るための措置として、各学部

では次の具体策を講じる。 

  

 

  

＜専門教育＞ 

［薬学部］ 

事前実務実習室を設置する

とともに実務実習医療施設に

教員を配置し、専門医療施設

との連携を強化しつつ、積極

的に教員指導型の実務実習体

制を構築する。 

＜専門教育＞ 

［薬学部］ 

・ フィジカルアセスメントに対応した事

前実務実習設備及び教育体制を検討す

る。 

・ 教員配置型実務実習指導体制を検証し、

より完成度の高い病院実習体制を構築す

る。 

・ 薬局実務実習受入施設との連携体制の

充実を図る。（№35） 

 

 

・ フィジカルアセスメント実習用機材を１台から 2 台に増やし、

教育体制を充実させた。 

 

・ 県立総合病院における教員配置型実務実習指導体制について県

立総合病院薬剤部を交えて 2回協議し、平成 24年度実習に向けて

より質の高い実習を達成するための対応策を考案した。 

・ 薬局実務実習受入施設との連携体制のより一層の充実に向けて、

各研究室の教員が実習受入薬局に出向き、指導薬剤師と協議した。 

 

・平成 22年度と比較して実務実習学生数が増加したが、実習受入施

設との緊密な連携体制を整備した結果、1期及び 2期のみで実務実

習を修了することができた。これにより、学生の就職活動期間を

確保するとともに、総合薬学研究を充実することができ、研究能

力の高い薬剤師の養成に役立った。 

A 

  

［食品栄養科学部］ 

国際的に評価される教育プ

ログラムを目指して、日本技

術者認定機構(JABEE)への認

定申請を行う。 

［食品栄養科学部］ 

・ 食品生命科学科における JABEE（日本

技術者教育認定機構）の認定を取得し、

技術者教育の基盤を整備する。（№36） 

 

・ 食品生命科学科における JABEE の認定申請については申請時と

同等の書類作成が要求される「JABEE個別相談」を受け、学習教育

目標の開示、記録の保管、書類の整備等の認定申請の準備を着実

に進めた。 

B 

  

食品衛生監視員及び食品衛

生管理者養成施設に必要な科

目は継続するとともに、栄養

教諭の免許取得を視野に入れ

たカリキュラム編成を検討す

る。 

・ 栄養生命科学科においては、平成 22年

度に集約した他大学の情報を基に、栄養

教諭の免許取得を視野に入れた教員配置

及びカリキュラムの編成が可能かについ

て検討を行う。また必要に応じて現状の

カリキュラムについても見直しを実施す

・ 栄養生命科学科では、平成 22年度に集約した他大学の情報を基

に、栄養教諭の免許取得を視野に入れた教員配置及びカリキュラ

ムの編成が可能かについて検討を行った。その結果、専門科目に

ついては学部教員と非常勤講師を含めた教員による対応が可能で

あるが、教職課程の科目については、全学的な対応が必要である

ことが明らかとなった。今後は全学的な協議に委ねることとした。 

B 
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る。（№37） 

［国際関係学部］ 

卒業後の進路を見据えた履

修モデルを作り、学生の多様

なニーズに応え得るカリキュ

ラム編成を行う。 

［国際関係学部］ 

・ 大学教育推進プログラムの平成 22年度

実施結果を踏まえ、フィールドワーク型

初年次教育科目の単位化を検討する。ま

た、各年次の履修登録単位数の上限を定

め、併行して、各科目の開講年次の妥当

性等を再検討する作業を進める。 （№38） 

 

・ 平成 22年度に文部科学省大学教育推進プログラムに選定された

「フィールドワーク型初年次教育の構築」は 3年計画で進められ

ており、平成 23年度は 2年目のフィールドワークを実施するとと

もに、単位化の可能性について具体的に検討する準備として、様々

な初年次教育のあり方を学部将来構想委員会において検討した。

また、カリキュラム検討委員会において、履修登録単位数の上限

設定を含んだ GPAと CAP制の導入について検討し、平成 25年度か

ら本格導入することを決定した。 

 

B 

  

［経営情報学部］ 

 地域社会が抱える諸問題を

発見し解決する能力を育成す

るために、フィールドワーク

やケーススタディを重視した

カリキュラムを編成する。 

［経営情報学部］ 

・ 平成 24年度実施に向けた新カリキュラ

ム案の作成において、行政、まちづくり、

地域経済、地域医療等の諸問題を発見し

解決する能力を育成することに資するよ

う、公共系の科目の精査、充実を図る。 

・ 企業、公共団体、非営利団体、医療福

祉団体等に関するフィールドワーク教育

を通じ、広く社会に目を向けた実践的教

育活動を実施する。（№39） 

 

・ 行政、まちづくり、地域経済、地域医療等の諸問題を発見し解

決する能力を育成することに資するよう、公共政策系の科目を精

査し、新カリキュラムにおける科目編成を完成した。新カリキュ

ラムでは、科目編成を学生にわかりやすく示すため、従来の A 系

列を経営科目と総合政策科目と分けた編成にした。 

・ 公共政策分野のゼミのフィールドワークとして、金沢市、掛川

市のまちづくり事例、都市政策を訪問調査した。また、静岡商工

会議所とのコラボレーションで外国人向けの地場産品の開発プロ

ジェクトに参加した。 

経営分野では、南九州の焼酎産地の調査、静岡の酒造りの技術者

集団（志太杜氏）のヒアリング調査、シンガポール・ミャンマー

の IT 産業の調査、ベトナムの日系企業の調査、中国天津の自転

車産業の調査等の国内外のフィールドワーク調査等の活動を行

った。 

また、外部企業の連携による高速道路サービスエリアで販売する

商品開発、農業法人の経営コンサルティング等の活動を行うな

ど、多様なフィールドワーク教育を通じ、広く社会に目を向けた

実践的教育活動を実施した。。 

B 

  

［看護学部］ 

 看護判断能力と実践力の強

化を図るとともに、チーム医

療の中で看護の専門性を発揮

できる看護者を育成すること

を目指したカリキュラムの改

編を行う。（平成 21 年度実施

予定） 

［看護学部］ 

・ 3 年目となる新カリキュラムの問題点

を把握して、調整を図る。 

・ 平成 23年度の保健師助産師看護師学校

養成所指定規則の改訂に伴い、カリキュ

ラムを作成する。（№40） 

 

・ 3年目となる新カリキュラムの問題点を把握して、調整を図った。 

 

・ 平成 23年度の保健師助産師看護師学校養成所指定規則の改訂に

伴い、平成 24年カリキュラムを作成した。 
B 

  

ｂ 大学院課程     

単位互換及び連携大学院、 ・ 単位互換制度・連携大学院については ・ 静岡大学・東海大学との単位互換制度を継続し、静岡大学大学 B   
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インターンシップ制度などに

よる実践的な教育を展開す

る。 

現在の制度を継続して実施する。各研究

科で必要性に応じたインターンシップを

実施する。（№41） 

院から 56人、東海大学大学院から 5人を受け入れ、本学から静岡

大学へ学部で 5人、大学院で 11人を派遣した。連携大学院につい

ては生活健康科学研究科で研究機関に学生を派遣した。また、生

活健康科学研究科でインターンシップを実施し、企業に学生を派

遣して単位を認定した。 

［薬学研究科］ 

実践的な薬剤師教育を担当

する実務面の能力を兼ね備え

た指導的立場の人材、及び先

端的技術と高度な研究教育能

力を有する指導的立場の人材

の育成を目指した指導者養成

教育体制を確立する。 

［薬学研究科］ 

・ 県立総合病院薬学教育研究センターで

の臨床研究及び研究教育を進める。 

・ 名古屋市立大学及び岐阜薬科大学との

連携事業に基づき、薬剤師リカレント教

育における教育連携を引き続き実行す

る。 

・ 薬科学専攻博士前期課程において実施

中の指導的立場の人材の育成を目指した

教育・研究指導プログラムを引き続き推

進する。 （№42） 

 

・ 県立総合病院薬学教育研究センターで臨床研究及び研究教育を

実施した。 

・ 名古屋市立大学及び岐阜薬科大学との連携事業に基づき薬剤師

リカレント教育における教育連携を引き続き実施した。 

 

 

・ 薬科学専攻博士前期課程にて、指導的立場の人材の育成を目指

した教育・研究指導プログラムを実施した。 

また、平成 24 年度に設置する薬科学専攻博士後期課程及び薬学

専攻博士課程について、指導的立場の人材の育成を目指した教

育・研究指導プログラムを検討した。 

B 

  

［生活健康科学研究科］ 

 食品栄養科学専攻において

は、臨床栄養実践指導者によ

る管理栄養士インターンシッ

プ制度を開発・実践するとと

もに、高度専門知識及び研究

能力を有する実践研究者を養

成する研修プログラムを実施

する。 

［生活健康科学研究科］ 

・ 食品栄養科学専攻においては、科学英

語教育、臨床栄養実践指導者による管理

栄養士特別インターンシップ、連携大学

院制度、米国における臨床栄養エキスパ

ート演習を行い、高度な専門知識や研究

能力を有する管理栄養士を育成するた

めの教育を継続する。（№43） 

 

・ 食品栄養科学専攻においては、博士後期課程に開講したオーラ

ルコミュニケーションⅠ・Ⅱ、アカデミックライティング、学生

主導型ディスカッションなどの科学英語科目が学生に定着し、英

語教育が進んだ。連携大学院制度による管理栄養士臨床栄養特別

演習並びに米国における臨床栄養エキスパート演習を実施し、高

度な専門知識や研究能力を有する管理栄養士の育成が継続的に行

える体制を整備した。 

B 

  

環境物質科学専攻において

は、環境問題に関わる専門的

な技術の習得を目指した人材

育成プログラムを実施すると

ともに、連携大学院制度やイ

ンターンシップ制度の活用等

による静岡県及び国内外機関

との教育研究の連携が図られ

たカリキュラム編成を行う。 

・ 環境物質科学専攻においては、平成 22

年度に実施した新カリキュラムを点検・

評価し、改善するとともに、フィールド

ワーク演習についても平成 22 年度の結

果を検証して更に充実を図る。また、イ

ンターンシップ先や連携大学院提携先の

開拓に努める。（№44） 

・ 環境物質科学専攻においては、平成 22年度カリキュラムの点検・

評価結果に基づき、いくつかの点で改善を加えた。フィールドワ

ーク演習では、例年と同じ佐鳴湖での観測及び試料採取と本学で

の機器分析のほか、新たに静岡三大学連携により三大学合同で、

静岡大学・中川根演習林等において森林生態系の観察を通した野

外講義を行った。インターンシップでは、新たな受入先を開拓し

た。また、学生が主体的に運営する専攻セミナーを例年とは違っ

て 10月に集中的に行い、学生全員がまとめて発表できるようにし

た。 

A 

  

［国際関係学研究科］ 

英語及び国語教員専修免許

取得を目指す学生のため、カ

リキュラムの質的充実を図

る。 

［国際関係学研究科］ 

・ 現職教員のための特別プログラム設置

について検討を加える。また、ワークシ

ョップ等の開催を通じて現職教員の教育

能力向上を支援する。 

・ インターンシップを実施し、その結果

を踏まえて、英語及び日本語教育インタ

 

・ 修士課程改革委員会において、地域貢献も視野に入れながら、

現職教員のためのワークショップの開催可能性について検討し、

言語・コミュニケーション研究センターと共催で、公開ワークシ

ョップ「英語プレゼンテーション」を試行的に実施した。 

・ インターンシップ制度を実施し、その結果を踏まえて、実施上

の問題点の検討を行った。 

B 
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ーンシップ・プログラムの更なる充実を

図る。（№45） 

本研究科が受け入れる留学

生増大に対応するため、カリ

キュラムの充実を図る。 

・ 修士論文作成のための留学生向け日本

語講習と文献検索特別講習について、問

題点を改善しながら継続して実施する。 

（№46） 

・ 修士論文作成のための留学生向け日本語講習と文献検索特別講

習を実施した。 
B 

  

研究科に附設するセンター

を中心に研究の活性化を図

り、教育の充実を目指す。 

・ 研究科附属の三研究センターを中心と

して、共同研究、シンポジウム、ワーク

ショップ、講演会等を随時実施する。 

・ 研究センター主催の研究活動への学生

の参加を促進する。（№47） 

・ 研究科附属の三研究センターを中心として、シンポジウム、講

演会、特別講義等を開催し、研究の活性化に努めるとともに、学

生が研究活動に参加する機会を提供した。 B 

  

［経営情報イノベーション研

究科］ 

学習教材の蓄積配信や遠隔

教育を含むｅラーニングシス

テムの活用を検討し、履修の

利便性を向上させるととも

に、学習効果の向上を目指す。 

（№48） 

 

（中期計画完了） 

 

  

静岡県をはじめ県内地方自

治体と連携し、公務員・非営

利団体職員等の専門性を高め

るためのリカレント教育を推

進する。また、一般社会人向

けの学習講座の充実を図る。 

高度専門職業人及び研究者

の養成において、その実践的

な知見の拡充を図るのみなら

ず、理論的な構築能力の拡充

及び知見の普遍化を可能とす

るような教育体制の確立を目

指す。 

［経営情報イノベーション研究科］ 

・ 経営情報イノベーション研究科として

の新たな教育理念の下で、公務員・非営

利団体職員等の専門性を高めるためのリ

カレント教育について検討し、推進する。 

 

 

・ 経営情報イノベーション研究科の教育

と社会人学習講座との一層の連携を図

り、高度専門職業人、研究者の育成を行

う。（№49） 

 

・ 公務員のリカレント教育に資する三大学連携によるワークショ

ップ型講義を平成 23 年度前期に行った。平成 24 年 2 月には、公

務員等を主たる対象とした社会人学習講座を開講した。また、8

月に医療経営研究センターにより「静岡で日本の地域医療体制を

考える」、2月にスルガ銀行ビジネスセミナー「静岡で『ブランド』

づくりを考える」を開催した。 

・ 社会人学習講座として、10講座を開講した。平成 23年度の社会

人学習講座は、特に他機関との連携を進め、12月には静岡大学、2

月には短大部と連携した講座の開講を実施した。社会人学習講座

には、授業補助者としての大学院生の起用、及び大学院生の受講

を奨励した。 

B 

  

［看護学研究科］ 

医療の高度化並びに看護職

の高学歴化に伴う現場サイド

の多様な学習ニーズ・シーズ

を踏まえたカリキュラム編成

を行い、看護学の新たな実践

領域に対応した教育内容を提

供する。 

［看護学研究科］ 

・ 助産師養成課程開設 2 年目の完成年度

であることを踏まえ、実施上の問題点を調

整する。（№50） 

 

 

 

 

・ 助産師養成課程開設 2 年目の完成年度であることを踏まえ、実

施上の問題点を調整し、平成 24年度カリキュラムに反映させた。 

また、精神看護学に加えて小児看護学分野で専門看護師養成に必

要なカリキュラムを作成した。 
B 

  

実務看護者の就学上の利便

性を図るために、夜間、土曜

日の開講や長期履修制度の導

・ 実務看護者の就学上の利便性を図るた

めに、引き続き夜間、土曜日開講を実施

する。 

・ 実務看護者の就学上の利便性を図るために、引き続き夜間、土

曜日開講を実施した。 

 

B 
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入などを検討する。 （№51） 

 

県立静岡がんセンターとの

連携大学院の充実、また県下

の自治体病院との連携を強化

する。 

・ 県立静岡がんセンター及び県内の病院

と保健医療機関での実習、研究に関する

連携の強化に努める。（№52） 

・ 県立静岡がんセンター及び県内の病院と保健医療機関での実習、

研究、講義に協力を得て教育を実施した。 
B 

  

専門看護師（CNS）コースの

設置を検討する。 

・ 専門看護師(CNS)コースを選択する学生

の募集に努める。（№53） 

・ 2人の学生が専門看護師(CNS)コースを希望し、平成 24年度に入

学する予定となった。また、精神看護学に加えて小児看護学分野

で専門看護師養成に必要なカリキュラムを作成した。 

B 

  

(ｲ) 静岡県立大学短期大学部     

①  保健・医療・福祉の現場

で活躍できる人材を育成す

るため、知性や感性を磨き、

コミュニケーション能力向

上に資する教養教育の充実

を図るとともに、病院や福祉

施設、相談援助機関等での実

習教育を重視したカリキュ

ラムの編成を行う。 

 ・ 看護学科では、引き続き新カリキュラ

ムの問題点を整理する。 

 

 

・ 歯科衛生学科では、3 年間の臨地実習

を総括し、改善する。 

 

・ 社会福祉学科社会福祉専攻では、実習

先の職員を対象にした、実習先との連携

を深めるための実習懇談会を開催する。

（№54） 

・ 看護学科では、災害看護のカリキュラムの内容を変更した。ヘ

ルスアセスメントと症状アセスメントの授業内容を整理し、担当

者を変更した。また、成人看護（慢性看護学）においては、助教 1

人を入れ、准教授と講師の 3人で講義を実施することとした。 

・ 歯科衛生学科では、実習カリキュラムについて意見交換を行い、

実習期別の項目を整理して順番を入れ替えることで、学習効果の

向上を図った。 

・ 社会福祉学科では、実習先との連携を深めるため保育実習Ⅰ（保

育所以外の福祉施設での実習）の実施に先立って実習施設との懇

談会を実施した（平成 23年 5月）。 

 

B 

  

ウ 教育方法 

(ｱ) 静岡県立大学 

ａ 学士課程 

 
 

  

①学生が主体的に参加し、問

題解決能力を育むことがで

きるように少人数型授業を

充実する。 

・ 引き続き、実験・実習、ゼミ、語学教

育で少人数型授業を実施する。（№55） 

 

・ 各学部の教育内容・体制等の状況に合わせ、実験・実習、ゼミ、

語学教育において少人数型教育を実施した。 

・ 薬学部では、ロールプレイ及び PBL-チュートリアル方式による

小グループディスカッションを取り入れた演習を実施した。 

・ 食品栄養科学部では、1年次に食品栄養科学入門（ディベート）、

3年次に科学英語などの科目を、少人数でチュートリアル形式の授

業を実施し、問題解決能力を身につけさせ、学習目的の明確化や

スキル向上を図った。 

・ 国際関係学部では、3・4 年次に配当された演習 I 及び演習 II

と 4 年次の卒業研究において少人数形式の教育を従来から実施し

ており、特殊研究や原典講読などの学部専門科目も少人数の討論

やプレゼンテーション形式が採用されている。また、平成 22年度

に開始された大学教育推進プログラム「フィールドワーク型初年

次教育モデルの構築」が平成 23年度も継続され、前期末に編成し

た 1年次学生 10人前後のグループによる演習とフィールドワーク

（海外 5，国内 1）を実施した。 

・ 経営情報学部では、1、2年次における少人数型教育として、平

B 
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成 22年度に引き続き、基礎演習の受講体制の充実を図り、基礎演

習 1 (1年前期) 5科目、基礎演習 2 (1年後期) 4科目、基礎演習

3 (2年前期) 6科目、基礎演習 4 (2年後期) 7科目を開講した。 

・ 看護学部では、全体講義（授業）に加え、複数教員参加のもと、

グループ（5～7人）を構成し、グループダイナミックスを活用し

つつ、個人別学習到達を目指した学習支援を行った。演習では少

人数でグループを構成し、基礎的知識の事例への適用・応用を通

して、個々人が自主的・積極的に自らの課題を確認しながら、段

階的に学習できるよう支援した。臨地実習では１グループ約 6 人

の構成で、施設の実習指導者の協力を得て実施した。 

②授業内容、授業の進め方、

授業目標、成績評価の方法な

ど学生が履修計画を立てる

ために必要な情報を提供で

きるようにシラバスを見直

す。 

・ シラバスに授業内容、授業の進め方、

授業目標、成績評価の方法を明示し、ホ

ームページ上で公表するとともに各部

局、教務委員会で継続的に内容を点検す

る。（№56） 

・ シラバスについては、従来の冊子に加え、全学的な統一を図っ

て、授業内容、授業の進め方、授業目標、成績評価の方法を明示

し、ホームページ上で公表した。見直されたシラバス及び新成績

評価制度の実効性について各部局、教務委員会で継続的に検証す

るよう努めた。 

B 

  

③ 全学的に学習アドバイザ

ー制度を活用し、学習相談、

学習指導体制を充実させる。 

・ 各部局で学習アドバイザー制度がより

有効に機能するよう点検する。（№57） 

・ 各学部の状況に適した学習アドバイザー制度を充実させ、学習

相談体制の整備を進めた。各学部の取組は次のとおり。 

・ 薬学部では、アドバイザーとして任命された専任教員が、1～3

年次学生の学習指導・助言に当った。また 4～6年次学生のアドバ

イザーは、配属講座の主任が担当した。さらに、毎年開催する保

護者懇談会においてもアドバイザーによる個別相談を継続して実

施した。 

・ 食品栄養科学部では、各学年のアドバイザーが教務委員と連携

し、出席状況や成績について相互に連絡を取り合い、学生への支

援を実施した。また、学生に直接アドバイザーから成績を配付し

指導を充実させた。 

・ 国際関係学部では、1・2年次学生と指導教員のミーティングを

半期に一度（5月と 10月）設定し、昼休みに一斉に実施した。対

面形式をとることによって、教員と学生及び学生相互のコミュニ

ケーションの向上を図った。3・4 年次学生の学習は、2 年次の後

半に選択する演習の担当教員が相談に応じた。 

・ 経営情報学部では、学習相談体制の相談窓口として、1、2年生

の小クラス、基礎演習、3、4年生のゼミ等、複数の窓口を用意し、

これらの運用の継続及び充実を図った。特に小クラスについては、

平成 24年度から開講される「スタディスキルズ」の中で、小クラ

スを単位とした学習スキルの修得及び履修指導の時間を設け、小

クラスが学生により有用になるように図った。 

・ 看護学部では、平成 22年度に引き続き、学年を縦割りに構成し

た学生グループにアドバイザー教員を配置し、さまざまな相談に

応じた。 

B 
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④ 学生の実践的な知識の習

得を促進するため、ボランテ

ィア活動やインターンシッ

プ等を重視した授業を推進

する。 

・ 引き続き、各部局とキャリア支援セン

ターで教育目的と必要性に応じたインタ

ーンシップを実施する。学生の希望に応

じてボランティアが行えるよう支援す

る。（№58） 

・ 各学部で実習や企業見学会を通してインターンシップ、ボラン

ティア活動を行った。実施した学部の状況は次のとおり。 

・ 食品栄養科学部では、実際に企業現場の活動に参加することを

単位化し、就職活動の一環という経験だけでなく、十分な実践能力

や実技能力の習得に努めさせ、役立てた。 

・ 国際関係学部では、一部のゼミで海外支援のボランティア活動

などに取り組んだ。 

・ 経営情報学部ではインターンシップ関連科目として、平成 22年

度に引き続き、銀行実務家が関わる経営情報特別講義 D（清水銀行

による寄附講座）、及び損害保険の専門家がかかわる経営情報特別

講義 A（損害保険協会による寄附講座）を開講した。 

・ 看護学部では防災ボランティアクラブに支援担当教員を配置し

て指導した。東日本大震災発生後には、学生と教員が、災害時での

ボランティア活動と今後の協力の在り方検討のために現地に出向

いた。 

B 

  

ｂ 大学院課程     

① 幅広い知識の醸成を促す

とともに、フィールドワー

ク、インターンシップ等によ

る実践的な研究プログラム

を実施する。 

・ 各専攻分野に適応した研究プログラム

の追加・改訂を進め、より充実したフィ

ールドワーク、インターンシップ等を継

続して実施する。（№59） 

・ 各研究科において、引き続き、専門分野毎に適合したフィール

ドワーク、インターンシップの実施先の拡大及び体制の整備を図

り、実践的な研究プログラムを実施した。 

  

B 

  

② 専門性を高める教育を実

施するため、複数教員による

研究指導体制を導入する。 

・ 大学院における教育･研究を強化、充

実させるため、全ての専門分野において

複数指導体制を継続する。（№60） 

・ 各研究科において教育・研究内容に応じて、複数指導体制を継

続し大学院における教育・研究の強化・充実に努めた。 

特に経営情報イノベーション研究科では、平成 22年度に引き続き

大学院生と複数教員が連携した学術的活動の推進について、共同

研究活動を教員に推奨し、学会発表での受賞等の成果を上げた。 

B 

  

③ 研究成果の発表や学会、

研究会への参加を支援する。 

・ 研究成果の発表や学会・研究会へ参加

することの意義を大学院生により理解さ

せ参加を促すとともに、経済的支援体制

の構築に向け検討を継続する。（№61） 

・ 各研究科では、学会や研究会についての情報を学生に積極的に

提供し、研究成果の発表や学会・研究会への参加を推奨するとと

もに、国内外での研究成果発表への旅費などの経済的支援の検討

（研究科の実情に合わせ実施）を進めた。 

特に生活健康科学研究科においては、学会・研究会における研究

成果の発表を、博士後期課程の履修単位の一部として認定するこ

とにより、学会・研究会へ参加を促した。 

 

B 

  

④ 学外の機関との共同研

究、実地調査研究等に積極的

に参加させるための支援体

制を整える。 

・ 各研究科で、特徴ある研究を実施し、

その研究内容・成果の公表を積極的に進

めるとともに、学生にとって有益な研究

経験が得られるような国内外の研究機関

などとの共同研究等への参加を促す。（№

62） 

・ 各研究科とも、教員の独創的な研究内容に基づき、特徴ある研究

を実施しており、その研究内容・成果の公表を積極的に進めるとと

もに、国内外の大学・研究機関から研究者を迎え共同研究や研究交

流を実施するなど、学生が研究や実地調査に参加できる機会の提供

に努めることにより、学生にとって有益な研究経験が得られるよう

な支援を実施した。 

特に、薬学研究科及び生活健康科学研究科においてはグローバル

B 
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COE プログラムを契機として海外からの共同研究を組織的に実施

し、大学院学生が積極的に参加した。 

(ｲ) 静岡県立大学短期大学部     

① 学生が関心を持ち理解で

きる授業を実施するため、講

義・演習・実習等の多様な授

業形態を設定し、専門教育に

おいては、特に高度な技術を

身につけるための実習教育

を重視する。 

・ 実習教育において高度な技術を身につ

けるために、実習受入先からも実習方法

についての聞き取りを行い、実習科目の

充実に努める。（№63） 

 

 

 

 

・ 看護学科の臨地実習は、短期大学部の教員と実習先の指導者と

の指導の下で連携して行った。 

・ 歯科衛生学科では、実習受入先との打合せや反省会で、実習カ

リキュラムについて意見交換を行い、結果的に実習時期の実習項

目を整理して順番を入れ替えて充実を図った。 

・ 社会福祉学科では、保育実習先との「保育実習施設連絡協議会」

（平成 23年 5月）を開催した。静岡県保育所連合会主催の「保育

士養成校と静岡県保育所連合会の意見交換会」（平成 23 年 6 月）

には保育実習委員が参加し、静岡県児童養護施設協議会主催の研

修会（平成 24年 2月）には保育実習・ソーシャルワーク実習の両

委員会委員が参加して、実習充実のための協議を行った。また、

介護実習期間中に行われる教養科目の講義実施日について、実習

期間外に補講をすることで、学生がより実習に専念しやすい環境

を整えた。 

・ FD委員会では、実習教育において高度な技術を身につけるため

に、教授方法（実習教育）に関する FD講演会を実施した（平成 23

年 9月）。 

B 

  

② 学生が主体的に参加し、

問題解決能力を育むことが

できるように少人数型授

業・双方向型授業の一層の推

進を図る。 

・ 新たなゼミ形式授業、演習、ゼミ併用

臨地実習等を実施するなど、少人数型授

業・双方向型授業を推進する。（№64） 

 

・ 各学科で以下のような少人数型授業・双方向型授業を推進した。 

・ 看護学科では、授業の中でグループワークや課題の発表等を取

り入れた。 

・ 歯科衛生学科では、3年次の臨床実習期間において、チューター

による実習内容に関する演習を実施した。また、チューターが担

当する 1～3年生の学生間における学習交流の促進を図った。 

・ 社会福祉学科は、保育士養成カリキュラム改訂に合わせ、「社会

福祉演習」をカリキュラムに組み込み、平成 23年度から実施した。

また、従前からゼミ形式で実施している「総合演習・卒業研究」

を、平成 23 年度も引き続き行った。 

B 

  

③ 授業内容、授業の進め方、

授業目標、成績評価の方法な

ど学生が履修計画を立てる

ために必要な情報を提供で

きるように定期的にシラバ

スの内容を見直す。 

・ 平成 22年度に教員に提供したシラバス

記載用のモデル例について検証し、必要

に応じて内容を見直す。（№65） 

 

・ シラバスについて、授業内容、授業の進め方、授業目標、成績

評価の方法など学生が履修計画を立てるために必要な情報を提供

できるようにシラバスの見直しを行った。授業の講義内容が学生

に理解できるように、記載項目が不備な科目については、、講義回

数と講義内容が一致するように改善した。 

また、評価項目が不備なシラバスも改善した。 

B 

  

④ 学習アドバイザー制度を

導入し、学習相談、学習指導

体制を充実させる。 

・ 学習アドバイザーの機能を併せ持つチ

ューターと学生委員、教務委員、ゼミ担

当等と連携し、学生の学習相談、学習指

導を進める。（№66） 

・ 学生や保護者からの相談は、チューター、学生委員、教務委員

が連携し、面接、相談を実施するとともに、必要に応じて保護者

との連絡を行い、学生の学習及び生活状況の改善を図った。また、

学生委員、教務委員、入試実施委員、国家試験担当、1・2年合同

（総合）実習担当が、学生の学習に関する資料をチューターに随

B 
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時配付し、学習指導に生かした。学生に関する情報については、

学科会議、専攻会議で共有を図り、連携を促進した。 

エ 成績評価 

(ｱ) 静岡県立大学 

a 学士課程 

 
 

  

① 筆記試験やレポート等で

適切な成績評価を行い、科目

に応じて、授業の到達目標、

成績評価方法をシラバスに

明示し、ホームページ等で公

表する。 

・ 引き続き、授業の到達目標、成績評価

方法をシラバスに明示し、ホームページ

で学内外に向けて公表する。（№67） 

 

・ シラバスについては、従来の冊子に加え、全学的な統一を図っ

て、授業内容、授業の進め方、授業目標、成績評価の方法を明示

し、ホームページ上での公表を実現した。 
B 

  

② 公正な評価方法の改善に

努めるための研修会を実施

する。 

・ 平成 22年度の検討結果に基づき、公正

な評価方法の改善のため、以後の研修会

の計画を検討・立案する。（№68） 

・ 各部局において成績評価の公正化に関する研修会を行った。特

に、海外留学経験のある教員による欧米大学での成績評価法につ

いての事例を中心に学んだ。 

B 

  

③ 検討委員会を設けるなど

成績評価等の基準を定期的

に見直す体制を整える。 

・ 教務委員会内に設置した成績評価基準

検討部会において、平成 22年度に実施し

た全学共通科目の評価基準を検証すると

ともに、評価区分を適切に見直す。（№

69） 

・ 平成 23年度新入生から、従来の 4段階成績評価を 10点刻みの 5

段階評価（「秀」を導入して、成績を秀・優・良・可・不可の 5段

階で評価）に移行した。この評価制度は、GPA及び CAP制度により

機能するものであるから、同制度導入についても検討した。 

B 

  

④ 成績優秀者を表彰する制

度を充実し、学生の勉学意欲

を促進させる。 

・ 学部卒業時に学部・学科ごとに成績優

秀者を表彰する。大学 2 年修了時に学部

の成績優秀者を表彰し、学習奨励金を支

給する。（№70） 

・ 学部卒業時に学部・学科ごとに成績優秀者を表彰するとともに、

平成 22年度に制度化された学部 2年修了時の成績優秀者表彰を継

続して実施し、44人の成績優秀者に学習奨励金を支給した。 
B 

  

b 大学院課程   
   

① 筆記試験やレポート等で

適切な成績評価を行い、科目

に応じて、授業の到達目標、

成績評価方法をシラバスに

明示し、ホームページ等で公

表する。 

・ 全研究科でシラバスに記載された授業

の到達目標、成績評価方法を公表し、実

行する。またシラバスの内容向上に向け

た修正を継続する。（№71） 

・ 各研究科とも、授業の到達目標、成績評価方法などシラバスの

情報を必要に応じて改訂し、ホームページ等での公表を継続した。 

B 

  

② 博士・修士の両学位論文

審査基準を明確にし公表す

る。 

・ 修士論文や博士論文の審査基準を明確

にし、学生に周知するとともに、公表す

る。（№72） 

・ 大学ホームページの教育情報等において、修士論文や博士論文

の審査基準を、学生をはじめ学内外への公表を継続した。 B 
  

③ 成績優秀者、学術研究活

動等において高い評価を受

けた者を表彰する制度の導

入を検討する。（平成 21 年度

導入予定） 

・ 成績優秀者、学術研究活動等の客観的

かつ適正な評価法に基づく優秀者に対す

る表彰制度を構築し、「学長賞」等の授

与を行う。（№73） 

・ すべての研究科において、それぞれの実情に応じた表彰制度を

設け、表彰を実施するとともに、全研究科横断的な表彰制度とし

て新たに「学長賞」を設け、学位記授与式（3月 20日）において

優秀者 2人を表彰した。 

B 

  

(ｲ) 静岡県立大学短期大学部     
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① 筆記試験やレポート等で

適切な成績評価を行い、科目

に応じて、授業の到達目標、

成績評価方法をシラバスに

明示し、ホームページ等で公

表する。 

・ 授業の到達目標、成績評価方法等、シ

ラバス記載方法を統一し、ホームページ

等で公表する。（№74） 

 

・ 授業の到達目標、成績評価方法等、シラバス記載方法を統一し、

ホームページ等で公表した。また、シラバスの 4 項目「授業の概

要」「授業の目標」「授業の到達目標」「授業計画の内容」について

も見直しを行い、公表した。 

 

B 

  

② 成績評価等の基準を定期

的に見直す体制を整える。 

・ 教務委員会内に成績評価基準検討部会

を設置し、成績評価 の検討を行えるよう

に体制を整え、見直しを検討する。（№

75） 

・ 教務委員会内に成績評価基準検討部会を設置し、現在の成績評

価 優、良、可、不可、の 4段階から、秀を導入し 5段階に変更す

る検討を行った。 

 

B 

  

③ 成績優秀者を表彰する制

度を充実し、学生の勉学意欲

を促進させる。 

・ 卒業時の成績優秀者に対する表彰を継

続するとともに、後援会の支援を受け、1

年生修了時の成績優秀者を表彰し、学習

奨励一時金を支給する。（№76） 

・ 6月に後援会の支援を受け、1年生修了時の成績優秀者を表彰し、

学習奨励一時金を支給して学生の勉学意欲を促進した｡また､卒業

式において成績優秀者を表彰した。 

 

 

B 
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中 

期 

目 

標 

ア 教職員の配置 
教育内容・教育方法等の充実を図るため、学内教員の相互交流の確立や学外専門家の積極的な登用など教職員の適切な配置を

行う。 
イ 教育環境の整備 

教育活動を効果的に行うため、施設・設備、図書、資料等の教育環境について、全学的な視点から計画的な整備に努める。 
ウ 教育活動の評価及び改善 
(ｱ) 教育活動の評価 

  教育活動についての外部評価や学生授業評価等の客観的な評価を実施し、その結果が教育活動の改善に活かせる体制を整備
する。 
(ｲ) 教育力の向上 

  教員が教育内容・方法を改善し、向上させるため、ファカルティ・ディベロップメント（組織的に行う教員の教育力開発）
活動を充実する。 

 

中期計画 ２３年度計画 自己評価の判断理由（計画の実施状況等） 
自己 

評価 
検証 特記事項 

ア 教職員の配置 
 

 
  

① 現行の授業科目及びそ

れに伴う教員の配置の見直

しを実施するため、全学及

び各部局において検討体制

を確立する。 

・ 引き続き、全学教務委員会・各部局で授

業科目の見直し、教員の充足状態の確認を

行う。 

 

・ 短期大学部においては、引き続き、学科

間等における教員の相互活用を図る。（№

77） 

 

・ 全学教務委員会で教員人事を報告して全学共通科目では授業科

目に必要な教員の充足状態を把握した。各部局及び教務委員会管

理部会では、必要な科目に対する教員の充足状態の確認を行った。 

 

・ 短期大学部においては、各学科及び教務委員会で学科間の教員

の相互活用について、学科共通科目、専門教育科目の学習効果を

高めるために、開設時期の変更や助教・助手を含む教員体制の見

直しを行った。 

 

B 

  

② 学部間及び短期大学部

との教育協力を拡充し、学

内教員の相互交流を推進す

る。 

・ 教員活動評価制度を踏まえて、教務委員

会及び学生委員会が中心となり、学部間及

び短期大学部との教育協力を継続し、学内

教員の相互交流を推進する。（№78） 

・ 教員活動評価制度を踏まえて、教務委員会及び学生委員会が中

心となり、学部間及び短期大学部との教育協力を継続し、入試関

連業務、一般教養科目の相互補完体制など相互交流を推進した。 
B     

  

③ 県や国及び先進的な研

究機関・民間企業等から講

師を招聘し、県や国等の施

策や実務経験を具体的に紹

介する講義の充実を図る。 

・ 引き続き、県や国及び先進的な研究機

関・民間企業等からの講師の招聘に努め

る。（№79） 

・ 全学教務委員会が県立大学創立 25周年記念事業における第一線

級外部講師招聘の窓口となり、各部局において公開授業・講座を

実施した。また、全学教務委員会も公開講座を主催し実施した。 B 

  

第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 
１ 教育 
（３）教育の実施体制等 
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イ 教育環境の整備      

① 講義室の空調設備、視聴

覚機器等の設備や学内教育

情報システムの整備を計画

的に進め、教育環境の充実

を図る。 

・ これまでに整備点検を終えた講義室以外

の学生実験室・実習室等の空調設備、視聴

覚機器等の設備の整備及び点検を計画的

に行う。（№80） 

・ 食品栄養科学部の学生実験室、薬学部の実習室にエアコンを設

置し、学生実験室、実習室の空調の設置についてはすべて完了し

た。 

 

・ 短期大学部においては、調理・栄養実習室の視聴覚機器の更新

の実施及び講義室、演習室のビデオ装置の DVD デッキ化を実施し

た。また、空調の不具合については迅速に修繕を実施した。 

B 

  

② 谷田キャンパスの図書

館に中央館機能を持たせ、

小鹿キャンパスの図書館と

の情報ネットワークによる

連携で、電子媒体の共有化

を進めるなど、図書館機能

の充実を図る。 

・ 谷田キャンパスと小鹿キャンパスの両図

書館は、他大学の図書館情報管理システム

における特色のある機能等について情報

の収集・整理を行い、次回の図書館情報管

理システムの更新に備える。（№81） 

 

・ 谷田キャンパスと小鹿キャンパスの連携を強化し、図書館資料

の相互活用の促進を図ってきたことにより、相互貸借による利用

が定着した。 

・ 現行システムの最新バージョンに関する情報収集等を行い、次

期のシステム更新に向けて機能強化すべき項目等について検討し

た。 

・ 電子ジャーナルリスト A to Zに短期大学部の電子ジャーナル情

報を追加し利用の便を図った。 

 

 

B 

  

③ 全学的に情報システム

の充実を図るため、全学共

用実習室及び各学部実習室

に利用目的、利用者の規模

等の利用環境を考慮したパ

ソコンの配備を計画的に進

める。 

・ 全学共用実習室及び各学部実習室のパソ

コン等の配備計画に基づき、パソコン等の

追加･更新を実施する。（№82） 

 

 

・ 全学共用実習室及び各学部実習室のパソコン等の配備計画に基

づき、平成 23年 8月に看護学部実習室のパソコン及びサーバシス

テムを更新した。さらに、平成 24年 3月に全学共用実習室のログ

オンサーバを更新した。また、平成 24年度以降に向けて、パソコ

ン等の配備基準を定めた。 

B 

  

④ 情報ネットワークにつ

いては、今後、データの通

信量が増加することが予想

されるため、最新の技術を

調査しながら、最適なレベ

ルの技術を導入する。 

・ ネットワークの使用状況について継続的

に調査し、必要に応じて、ネットワーク機

器の更新を行う。（№83） 

 

 

・ データの処理性能を高めるとともに、障害発生時にデータの保

護を図るため、サーバのハードディスクドライブ増設などを行っ

た。 
B 

  

ウ 教育活動の評価及び改善 

 (ｱ) 教育活動の評価 

 
 

   

①  教員の適切な自己点

検・自己評価項目の見直し

と相互評価制度の導入を検

・ 自己点検・評価項目のより適切な内容を

検討するとともに、部局ごとに実施してい

る教員相互評価について、全学制度として

・ 教員の自己点検・自己評価項目については、教員活動評価の試

行状況を教育研究審議会で報告するとともに、評価項目の内容を

検討した。 

B 
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討する。 定着させるよう検討する。 

（№84） 

 教員相互評価については、全学的な制度としての定着に向け検討

するとともに、部局ごとに授業参観による相互評価を実施した。 

② 外部の有識者による評

価、学生による授業評価等

による教育活動の客観的な

評価体制を充実し、その結

果が教育の質の改善に活か

せるシステムを構築する。 

・ 引き続き、教育研究審議会において、外

部有識者の評価・助言を受けるとともに、

学生授業評価の結果を教育の質の改善に

つなげる評価・改善システムの検討を進め

る。（№85） 

 

・ 教育研究審議会において、外部委員の評価、助言を受けるとと

もに、学生授業アンケートの評価結果について、部局ごとの創意

工夫により、教員のみならず学生にもフィードバックするなど教

育の改善に向けた活動を進めた。 
B 

  

③ 卒業生・修了生とのコミ

ュニケーションを密に行

い、学部・大学院・短期大

学教育に対する社会的需要

を把握し、常に教育活動の

改善に努める。 

・ 各学部の特色・実情に応じ、同窓会、ホ

ームカミングデイ等を定期的に開催する

ほか、ホームページの充実を図り、卒業生

等から学部・大学院教育に対する意見・要

望等を聞く機会を設ける。  

 

・ 短期大学部においては、引き続き、卒業

生による就職ガイダンスを実施し、卒業生

とのコミュニケーションの場を確保する

とともに、同窓会を活用した情報ネットワ

ーク作りを進める。（№86） 

・ 各学部の教育活動等に応じ、同窓会、ホームカミングデイ等、

卒業生同士や教員との交流を継続するとともに、ホームページの

充実やアンケート調査、メーリングリストの整備・活用、フェイ

スブックの開設など、卒業生等から学部・大学院教育に対する意

見・要望等を聞く体制の拡充を図った。 

 

・ 短期大学部においては、引き続き、全学科で卒業生による就職

ガイダンスを実施し、卒業生とのコミュニケーションの場を確保

した｡ 同窓会を活用して､学園祭時にホームカミングデイを開催

し､卒業生からの短期大学教育に対する社会的需要を把握し、常に

教育活動の改善に努めた｡また､同窓生との情報ネットワーク作り

として｢同窓会だより｣を 3月に発行した。 

 

 

 

B 

  

(ｲ) 教育力の向上      

① 効果的な授業形態、学習

指導方法等の開発に取り組

むためのプロジェクト等を

支援し、各教員の能力向上

を図る。 

・ フィールドワーク型授業の有用性や効果

を検証し、改善支援等を行うとともに FD

活動への活用を検討する。 （№87） 

 

・ 大学教育推進プログラム「フィールドワーク型初年次教育の構

築」の採択 2 年目の国際関係学部のほか、環境物質科学専攻等に

おいてもフィールドワーク演習を実施し、机上では成し得ないフ

ィールドワーク型授業の有用性を再確認した。 

 また、経営情報学部においては、試験的に、学生のコミュニケー

ション能力育成のため、民間企業で用いられているビジネスゲー

ムを取り入れた演習を開講し、その効果について検討した。 

B 

  

② 全学及び学部等ごとに

ファカルティ・ディベロッ

プメント研究組織を設置

し、研究発表、交流、意見

交換を実施する。 

・ 引き続き、全学及び学部・研究科の FD

委員会を開催するとともに FD 講習会の開

催など FD活動を更に進める。（№88） 

 

・ 全学及び学部・研究科の FD委員会を開催するとともに、全学 FD

講習会や部局主催の FD研修会を実施した。 

・ 全学 FD 委員会においては、部局からの FD 活動報告書や活動計

画をもとに情報交換を行い FD活動の底上げを図った。 

B 

  

③ 教員相互の公開授業を

実施し、授業改善に努める。 

・ 全学制度として教員相互の公開授業の定

着化について検討するとともに、優良モデ

ル授業参観等による授業改善への取組を

進める。（№89） 

・ 各学部・研究科において授業参観（公開授業）を実施し、より

教育効果を高めるための意見交換を行った。 

 
B 
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中 

期 

目 

標 

ア 学習支援 
学生の学習意欲を高め、自主的学習が十分に行えるよう、学習環境や学習支援体制を整備・充実する。 

イ 生活支援 
学生が健康で充実した大学生活を送ることができるよう、健康管理や生活の相談などの生活支援体制を充実する。 

ウ 就職支援 
学生が希望する就職ができるよう、就職活動への相談・支援体制の強化を図る。 

 

中期計画 ２３年度計画 自己評価の判断理由（計画の実施状況等） 
自己 

評価 
検証 特記事項 

(4) 学生への支援 

ア 学習支援 
  

  

① 学習用図書の収集に努

め、利用・閲覧環境を整備

するとともに、電子媒体利

用及び学術文献利用講習会

を開催するなど図書館の文

献検索支援サービス機能の

強化を図る。 

・ 多様な学習形態に対応できる備品や端

末類を設置し、学生が互いに学習意欲を

高められるような図書館の環境整備に努

める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 平成 22年度の利用状況を踏まえ、引き

続き図書館の開館時間の延長の試行を行

う。（№90） 

・ シラバスで紹介された図書や教員指定図書を積極的に収集し、

そのリストを図書館ホームページに掲載し利用促進を図った。 

・ 資料展示や県大と短期大学部合同の学生選書ツアーを２回を実

施し、資料の利用促進を図った。 

・ 学生や教職員に向けて、データベース、電子ジャーナル利用講

習会などの情報検索講習会を開催した。その他、大学院生・教員

を対象とした外部講師による講習会を実施した。 

・ 平成 22年度に作成した図書館改修計画に基づき、施設・設備及

び情報機器の整備を行った。改修に際しては、利用者ニーズを反

映させ、ラーニングコモンズの要素を取り入れ、多様な学習形態

に対応できるように適切なスペース配置に努めた。特に 3 階はグ

ループ学習、ゼミ及び講習会等にも対応できる広いスペースを整

備した。さらに、台数の充実を図った館内貸出用 PCを使用して全

館インターネット接続ができるようにした。また、統一感のある

わかりやすい館内案内掲示の整備に努めた。 

・ 平成 22 年度に引き続き、開講日の平日については開館時間を 2

時間延長し 22時閉館とする試行を行った。 

 

・短期大学部においては、平成 22年度に引き続き試験期間中の土曜

日について開館時間を 1 時間延長し 18 時閉館とする試行を行っ

た。 

B 

  

② 自習室の充実を図るな

ど学内施設・設備を学生が

自主的に使用できるよう運

用方法の改善を進める。 

・ 学生による施設の効率的な予約利用等、

学務情報システムを活用した自主的学習

を支援する。（№91） 

・ 学生による施設の予約利用など、学務情報システムを活用した

自主的学習を支援するとともに、薬学部棟の講義室・実習室の照

明器具を更新し、省エネ化と照明照度の向上など、学習環境の改

善を図った。 

 

B 

  

第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 
１ 教育 
（４）学生への支援 
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・ 短期大学部においては、学生ホールや自習コーナー等の自習室

に辞書や国家試験問題等を配置して､学生の自主的学習を支援し

た｡ 

③ 障害のある学生に対し

ては、相談窓口を明確にす

るとともに学習環境を充実

する。 

・ 障がいのある学生の相談窓口を明確に

し、定期的に学生の意見を聞き、学習上

必要な改善を行う。（№92） 

 

・ 障がいのある学生の一次相談窓口を学生室とし、面談を行って

要望を聞き、体育館に身体障がい者用のトイレを新設するなど、

学習環境の改善を行った。 
B 

  

④ 留学生アドバイザー制

度や履修登録説明会の充

実、留学生同士の交流支援

など、留学生に対する支援

体制を強化する。 

・ 平成 22年度に実施したカンバセーショ

ンパートナー制度・履修説明会・各種交

流会・意見交換会等を継続するとともに、

行政や他大学との連携強化を図る。（№

93） 

・ カンバセーションパートナー制度・履修説明会・意見交換会等

を継続実施し、県大学課や県留学生交流推進協議会との連携を強

化し、留学生支援の各種事業に協力した。また、留学生を支援す

る地域のボランティア団体とも連携し、留学生の生活支援に努め

た。 

 

B 

  

⑤ 高等学校での選択科目

の未履修に対応して、基礎

学力を補うシステムを構築

する。 

・ 高等学校での選択科目の未履修に伴う

学力不足を補うため、学部ごと、必要に

応じて補充学習を実施する。（№94） 

・ 各学部の実情に応じて、学力不足を補うための補充学習などを

実施した。 

・ 薬学部では、高等学校での未履修科目を補う目的で、「基礎生物

学」「生物学」、「数学」、また科学リテラシーとして「情報科学」、

「科学演習」の各科目を 1年次に実施した。 

・ 食品栄養科学部では、1年次に基礎物理学及び基礎数学の履修科

目を設定し、基礎学力の強化を図った。 

・ 国際関係学部では、センター試験を免除する推薦入試の合格者

に対して文書を送付し、英語や世界史など、学部の講義履修の基

礎となる科目を入学までに学習するように促した。 

・ 経営情報学部では、平成 22年度に引き続き、1 年次の基礎数学

Ⅰ、基礎数学Ⅱの授業で、数学Ⅲ、Cを未履修の学生等に対し、数

学能力の補強を行い、さらに補充学習が必要な学生に対しては、

基礎演習で補強の機会を提供した。 

・ 看護学部では、平成 21 年度から「基礎セミナー」を設け、「情

報を検索し、まとめ、討論し、報告する」という基礎力の育成を

目的に、少人数制、教員・学生対話型セミナーによる学習形態を

導入し、合わせて、学習への創造的取組、他者から学ぶ姿勢とそ

の方法、自己表現と問題意識の持ち方など、主体的学習を促進す

るための支援を行った。 

B 

  

イ 生活支援      

① 健康支援センターの学

生相談を充実させるなど学

生の健康面・精神面での支

援を行う。 

・ 健康診断の事後フォローを充実させる。 

 

 

 

・ 学生に対する健康についての啓発活動

を活発化させる。 

・ メンタルヘルスカウンセリングの充実

を図る。カウンセラーと学部・研究科教

・ 健康診断の事後フォローについて、学生は慢性疾患について自

ら申告してこないケースが多いので、保護者から情報提供をして

もらうよう依頼した。慢性疾患の治療が継続的に行えるよう、専

門性を考慮して紹介医療機関を選定した。 

・ 平成 23年度は特に性に関する講演会や AEDに関する講習会を開

催して、学生に健康について考える機会を与えた。 

・ カウンセリング体制を強化し、週日は毎日カウンセラーが常駐

するようにし、カウンセラーの常駐時間を週 28 時間から 38 時間

B 
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員との懇談会を開催し、学生の心理につ

いての相互理解を深める。（№95） 

に増加させた。 

・ 新入生全員に対して、全国の大学で用いられているメンタルテ

ストを行い、問題を抱えている学生については面接をした。 

・ カウンセラーが各学部の教授会に出向き、学生の心理状況につ

いての意見交換を行った。 

 

・ 短期大学部においては、以下のとおり実施した。 

・ 健康診断で異常が判明した学生に対して、診療所での精密検査

等受検及び健康支援センターへの結果報告を指導し、高血圧等の

疾患が発見された場合は、医療機関と連携して食事療法等を行い、

薬物治療が開始された学生には定期的受診を促した。 

・ 入学時に学生に対し健康に関する講習会を実施したほか、健康

に関するポスター掲示や冊子を用意するなどし、健康についての

啓発活動を活発化させた。 

・ メンタルヘルスカウンセラーによる相談日数を増加させ、さら

に、東日本大震災で被災した学生のメンタルケアを目的とするグ

ループミーティング等を実施した。また、情報の共有化により問

題を抱えた学生への迅速な対応を可能にするため、毎週月曜日に

関係者によるスタッフミーティングを開始した。 

・ 感染症の流行予防、感染拡大防止のための環境整備、広報活動

を実施した。 

② 各種の財団及び企業等

への支援依頼を行うなど奨

学金の確保に努める。 

・ 引き続き、各種の財団及び企業等から

の奨学金の確保に努める。（№96） 

 

・ 奨学金提供の実績ある地域の企業・団体に対して、引き続き協

力を依頼し、奨学金を確保するとともに、平成 23年度は１件を新

設した。 

 

・短期大学部においては、東日本大震災被災学生の生活支援のため

に、民間の奨学金確保に努め、一団体より奨学金給付が決定した。 

 

B 

  

③ 全学的なチューター制

度を構築し、各チューター

による学生の健康状態や生

活状態の把握と個別指導を

充実させる。 

・ 学生への個別指導体制については、各

学部で現行制度の運用を継続するととも

に、必要に応じてより効果的な指導体制の

検討と充実を図る。 

 

 

 

・ 短期大学部においては、引き続き、チ

ューターと学生委員との役割分担を明確化

し、学生への個別指導の充実を図る（№97） 

・ 各学部・研究科の状況に応じたチューター制度を実施し、個別

指導の充実に努めた。薬学部や食品栄養科学部、看護学部ではア

ドバイザー教員が指導助言を行い、国際関係学部では指導教員が

面談の機会を増やしたり、ミーティングを行ったりした。経営情

報学部では、小クラスやゼミ等で学生からの相談に応じた。また、

各研究科では、複数教員による指導体制を継続して行った。 

 

・ 短期大学部においては、学生が抱える問題によって、チュータ

ー、学生委員、教務委員、ゼミ担当教員等相談を受けた教員が適

宜窓口となって個別指導の充実を図り、これらの相談体制がほぼ

定式化した。また、学科会議、専攻会議を中心に学生に関する情

報を共有し連携を図った。 

B 

  

ウ 就職支援 
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①  就職に関する情報収

集・情報提供、就職ガイダ

ンスなどのサービスをキャ

リア支援センターを通して

一元的に提供するととも

に、キャリアアドバイザー

による相談及び資格取得支

援の充実を図る。 

・ キャリア支援センターが、就職情報の

収集と提供、各種の就職ガイダンスの実

施やキャリアアドバイザーによる相談、

資格取得支援など、就職に関するサービ

スの一元的な提供を継続して実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 短期大学部においては、キャリア支援

センター分所における相談・支援システ

ムを充実させるための方策を検討する。 

・ キャリアアドバイザーによる相談及び

資格取得支援の充実を図る。（№98） 

・ 各種就職ガイダンスや講座を採用スケジュールに合わせ開催した。 

・ 平成23年度は既存のガイダンスの内容の見直しを行うとともに、

新たに学内で個別企業説明会を開催するなど内容の充実を図っ

た。 

・ 学生の相談が多い時期(4月～7月、12月～3月)にアドバイザー

を 1 人増員し、応募書類の添削指導や面接指導などの相談を行う

体制を強化した。 

・ 企業を訪問し求人の依頼や採用選考情報の収集を行う求人開拓

員を新たに配置した。 

・ 最終学年次の学生に対する支援として、就活対策講座の開催回

数を増やすとともに、個々の学生の希望や資質に合わせ企業から

受理した求人を紹介した。 

・ 資格取得支援として、国際関係学部や経営情報学部のカリキュ

ラムと関連のある資格を整理し、「各種資格と本学の関連科目」と

して取り纏め学生に周知した。 

・ これらの取組により、平成 23年度学部卒業生の 3月末現在の就

職内定率は 98.6％となり、全国平均 93.6％(4月 1日現在)や県内

平均 89.6％(3月末現在)を大きく上回る結果となっている。 

 

・ 短期大学部においては、就職情報をキャリア支援センター分所

に掲示するだけでなく、学務情報システムを利用し、学生に配信

した。静岡県雇用創出事業を利用し、キャリアコンサルタントを

受け入れ、個別面接指導を 7月、9月、12月、1月、2月に実施し、

個別相談指導の充実を図った。これらの取組により、短期大学部

の就職内定率は 100％となった。 

A 

  

② 学生の進路希望・進路状

況を的確に把握し、そこか

ら得られるデータを活用し

て支援方策の立案・個別指

導を行う。 

・ 学生の進路希望や就職・進学等の状況

の的確な把握に基づいた進路選択の支援

を継続する。（№99） 

・ 大学運営会議での協力依頼や各教員への依頼をはじめ、各学生

への電話及びメールによる確認を行うなど、各学部、研究科とも

連携し学生の進路希望や就職・進学等の状況の的確な把握に努め

た。 

・ 学生の進路希望や就職・進学等の状況の把握に基づき、求人情

報の提供や個別相談などの支援を行った。 

 

・ 短期大学部においては、4月のキャリアガイダンスで「進路調査

カード兼就職登録カード」を学生に提出させ、学生の就職・進学

希望を把握し、それに基づきキャリア支援委員、チューターが学

生に個別指導に当たるだけでなく、学務情報システムを活用し、

キャリア支援センター分所職員が学生の個別指導で対応した。 

B 

  

③ 卒業生との面談会を実

施するなど、卒業生との連

携を強化し、企業情報の入

手に努める。 

 

・ 卒業生が就職している企業を訪問する

見学会、卒業生との面談会、卒業生によ

る講演会等を引き続き実施し、企業情報

等を入手する。（№100）  

・ 卒業生が就職している企業を訪問する企業見学会を開催した。 

・ 学内で開催した個別企業説明会の中で、卒業生と在学生との懇

談を行った。 

 

・ 短期大学部においては、5月に社会福祉学科、6月に看護学科、

B 
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10 月に歯科衛生学科で、卒業生による就職・進学ガイダンスを実

施した。 
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中 

期 

目 

標 

ア 社会の発展に貢献する研究の推進 
(ｱ) 静岡県立大学 

  独創性豊かで高い学術性を備え、社会の発展に貢献できる、国際的に高い水準の研究活動を推進する。 
(ｲ) 静岡県立大学短期大学部 
地域社会の保健・医療・福祉の発展に貢献できる研究活動を推進する。 

イ 広範な研究の推進 
 基礎研究から応用研究までの広範な領域における研究に取り組み、科学研究費補助金に係る採択件数については、中期目標期
間 6年間の総件数が、平成 13年度から平成 18年度までの 6年間の総件数に比して 5％の増加を目指す。 

 

中期計画 ２３年度計画 自己評価の判断理由（計画の実施状況等） 
自己 

評価 
検証 特記事項 

ア 社会の発展に貢献する研究の推進 

(ｱ) 静岡県立大学 
 

   

独創性豊かで先進的な研

究領域の探索を推進すると

ともに、県下全域をフィー

ルドとした研究を積極的に

推進し、地域社会に関連し

た諸問題の解決に寄与す

る。 

  

 

  

《重点目標として取り組む

領域》 

［全学的に取り組む領域］ 

複数の学問分野を越えた

一貫性を持った学問領域と

して「健康長寿科学」の創

成研究。具体的には、グロ

ーバル COE プログラムの採

択を踏まえた健康長寿実践

科学の創成・展開 

［全学的に取り組む領域］ 

・ グローバルＣＯＥプログラムの教育研究

を推進するとともに、これまでの健康長寿

科学研究拠点形成の成果をとりまとめた報

告書を作成する。 (平成 23年度終了事業）

（№101） 

 

・ 医薬品と食品の相互作用や安全性に関する研究を体系的に実施し

た。「食と薬」の学問領域の融合を図り、学際的研究分野の国際レ

ベルで対応できる人材育成を目指して、「国際健康長寿科学会議」

や食と薬に関するセミナーの開催、博士後期課程学生の科学英語海

外研修プログラムを実施したほか、これまでの健康長寿科学研究拠

点形成の成果報告書を作成した。 

・ 博士後期課程「薬食生命科学専攻」設置及び薬学と食品栄養科学

の学際領域における人材養成を効率的に行う「薬食生命科学総合学

府」設置について関係機関と協議等を行い、平成 24 年 4 月の開設

に向けて準備を進めた。 

A 

  

［薬学部、薬学研究科］ 

① 疾病の原因、治療、予

防及びそれらの分析、評価

に関わる生命科学 

［薬学部、薬学研究科］ 

・ 生活習慣病、がんなど国民的関心の高い

疾病の病因、治療、予防に関する研究を継

続して推進する。（№102） 

 

・ 心不全発症に関する研究、脳機能に関する研究等の多くの研究

成果を報告し、生活習慣病、がんなど国民的関心の高い疾病の病

因、治療、予防に関する研究を推進した。 

A 

  

第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 
２ 研究 
（１）目指すべき研究の方向と水準 
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② 創薬・育薬に関わる生

命科学 

・ 生体内機能分子を標的とした創薬・育薬

に関する研究を継続して推進する。（№

103） 

・ 医薬品合成の効率化に関する研究、DDS（薬物送達システム）

に関する研究、分子標的抗がん剤に関する研究等の多くの研究成

果を報告し、生体内機能分子を標的とした創薬・育薬に関する研

究を推進した。 

A 

  

［食品栄養科学部、生活健

康科学研究科（食品栄養科

学専攻）］ 

①  食品の安全及び機能に

関する科学と食品生命工

学に関する研究 

［食品栄養科学部、生活健康科学研究科（食

品栄養科学専攻）］ 

・ 食品の安全及び機能に関する研究を更

に推進し、研究結果を農林水産業における

応用に結びつける。 (№104） 

 

 

・ 茶類と茶飲料の味覚特性、安全性及び機能性に関する研究が進

み、その成果が農林水産業や加工製造業に活かされる見通しがた

った。 

 

 B 

  

②  食と健康に関する分子

レベルから人間までの栄

養生命科学に関する研究 

・ 食と健康に関する問題を疫学あるいは公

衆栄養学的な立場から解明する。 

（№105） 

・ 食と健康に関する問題について、糖尿病や脂質代謝異常と食生

活習慣に関わる疫学研究や、食事摂取の評価法に関わる公衆栄養

学的研究を推進し、計画どおりの成果を挙げた。 

・ 疫学研究については、横断研究のデータを多角的に解析し、食

と健康との関連、特に糖尿病や脂質代謝異常と食生活習慣との関

連性、糖尿病のリスクに及ぼす遺伝素因と食生活の相互作用を明

らかにした。食と健康に関する縦断的な疫学調査を新たに開始し

た。 

B 

  

［国際関係学部、国際関係

学研究科］ 

①  朝鮮半島を含めた東ア

ジア、及び太平洋地域の国

際関係の研究 

［国際関係学部、国際関係学研究科］ 

・ 現代韓国朝鮮研究センター及び広域ヨー

ロッパ研究センターそれぞれにおいて、共

同研究、シンポジウム、ワークショップ、

講演会等を随時実施し、活動を拡大しなが

ら、研究の活性化を図る。（№106） 

 

・ 現代韓国朝鮮研究センターにおいては県民公開シンポジウム「震

災後の日韓関係と協力のあり方」、特別講義「北朝鮮とどう向き合

うか―報道の現場から―」などを実施し、広域ヨーロッパ研究セ

ンターにおいては県立大学創立 25周年記念公開シンポジウム「東

日本大震災と安全保障―パシフィック・アークを中心として―」、

特別講義「ドイツメディアにおけるフクシマ―東日本大震災はド

イツ政界をどう変えたのか ―」などを実施し、それぞれ、研究活

動の拡大と充実を図った。 

 

B 

  

②  多文化共生社会を視野

に入れた言語・文化を中心

とした研究 

・ 県及びシンクタンク、他の研究機関と連

携しつつ、多文化共生を視野に入れた言

語・文化の調査研究を継続して実施すると

ともに、グローバル・スタディーズの調査

研究を推進する。（№107） 

・ グローバル・スタディーズ研究センターを中心に、多文化共生

を視野に入れ、シンポジウム「グローバリゼーションとジェンダ

ー」、講演会「グローバリゼーションと高等教育」などを開催する

とともに、「21世紀東アジア青少年大交流計画」に関する調査研究

を実施し、研究の活性化を試みた。 

 

B 

  

［経営情報学部、経営情報

イノベーション研究科］ 

① 「ものづくり県」静岡

の産業政策に関する研究 

［経営情報学部、経営情報イノベーション研

究科］ 

・ 引き続き、静岡県とアジアの産業集積の

比較研究を行い、静岡県の「ものづくり」

とアジアとの競合、分業関係を研究する。

また、楽器産業のイノベーション研究を引

き続き行い、地域イノベーション研究を深

めるとともに、以上から得られた結果を、

 

 

・ 静岡県とアジアの産業集積の比較研究のため、中国北京と天津

の集積について訪問調査を実施し、特に輸送用機械の産業分析を

行った。また、中国の 2 輪（オートバイ、自転車）市場の現地調

査を行い、県内（浜松）企業の中国事業の現状と課題を探った。

さらに比較研究の対象として、香港及び ASEAN 地域も含めた東ア

ジア地域と静岡県との競争・分業関係の研究を行った。 

A 

  



 43 

 

政策提言の形でまとめる。（№108） また、平成 22年度に引き続き、楽器産業のイノベーション研究を

行った。以上の研究成果を政策提言にまとめ、講演会や論文の形

で多数発表した。また、学部生の論文が財務省のコンテストで優

秀賞を受賞した。 

② 実習を含むリカレント

教育のための遠隔教育支

援技術に関する研究 

・ フィジカルアセスメント学習支援システ

ムについての成果をとりまとめ、研究成果

をより広範な分野に適用可能にさせる方策

について検討を行う。（№109） 

・ フィジカルアセスメント学習支援システムについての成果とし

て、現職看護師の動作を伴うスキル習得学習の効率化は概念モデ

リングの実施により達成されることが確認された。同じ範疇の学

習として、書道について熟練者の特性を、視線計測装置を用いて

分析した。また、チームメンバー間のスキルを比較するために概

念モデルを比較する方法を検討した。これにより概念モデリング

の学習過程への導入をより一般の学習に適用できることと視線

計測により熟練者の特性抽出が可能であることを実証した。 

上記研究に関して、フィジカルアセスメント学習への概念モデリ

ングの導入提案は情報教育シンポジウムで奨励賞を獲得した。さ

らに書道学習への拡張提案は日本 e-learning 学会秋季学術講演

会の発表でも奨励賞を獲得し、さらに、査読を経て学会誌に掲載

された。 

A 

  

③「健康長寿社会」を目指

す公共政策に関する研究 

 

 

 

 

 

・ 県内の地域包括支援センターに対し、保

険者である市町の事業の取組の状況に関す

る調査を行い、地域包括支援センターにお

ける地域連携の仕組みづくり、センター職

員支援、介護支援専門員支援、介護サービ

ス事業者支援、サービスの苦情・相談体制

等の自治体の関わりを把握する。 

 

・ 「健康長寿社会」を目指す公共政策分野

におけるイノベーション概念の応用に関す

る研究を行う。（№110） 

 

・ 静岡県内の地域包括支援センターに勤務する職員に対し、連携

活動の実態と運営状況の現状と連携業務に関する問題点について

ヒアリングを行った。これによって、静岡県内の地域包括ケアシ

ステム体制の整備に関して、先進的な活動を行っている地域包括

支援センターに対して特に運営状況と連携業務に関する問題点を

明らかにした。これらの活動状況の把握によって、他の自治体に

おいても、地域包括ケアシステムの基本である共通的支援基盤を

構築する上で重要な、基礎的なデータを構築した。 

・ 県内において地域で新たに展開されている健康増進や高齢福祉

に関わる新規事業のモニターを行った。これを通じて、公共政策

分野におけるイノベーション概念の探求を行った。 

B 

  

④  広範囲にわたるイノ

ベーションの社会的展開

と意義に関する研究 

・ 経営情報イノベーション研究科博士課程

を研究の拠点として、教員の研究分野が多

様であることを活かし、広い視点からイノ

ベーションの社会的展開と意義に関する研

究を行う。（№110-1） 

・ 経営情報イノベーション研究科の特色を生かした、イノベーシ

ョンに関わる研究を推進するために、本研究科教員がそれぞれの

研究におけるイノベーション的観点に関して発表を行う検討会を

実施した。そこから多様な学問分野に共通する視座としてイノベ

ーション概念の重要性を見出し、研究の萌芽的基盤を構築した。

これにより、本研究科の将来的な展望を見据えて、イノベーショ

ンを基軸とした、本研究科全体における方向性を明確化した。 

B 

  

［看護学部、看護学研究科］ 

① 地域で生活する人々の

健康・療養支援における看

護の役割に関する研究 

［看護学部、看護学研究科］ 

・ 看護関連セミナー等を通して、学生と地

域住民が意見交換する場を設ける。（№111） 

 

・ 看護関連セミナー等を通して、学生と地域の看護職者等が意見

交換する場を設けた。 
B 
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［環境科学研究所、生活健

康科学研究科（環境物質科

学専攻）］ 

① 県域をフィールドとし

た地域環境に関わる諸問

題を対象に、安全で快適な

環境の創成に資する研究 

［環境科学研究所、生活健康科学研究科（環

境物質科学専攻）］ 

・ 地域環境の諸問題の解決を目指した研究

を継続する。また、県域をフィールドとす

る共同研究を活発化させるため、静岡三大

学生命・環境コンソーシアム推進協議会を

母体にして各種連携活動を推進する。（№

113） 

 

 

・ 地域の環境保全に資するため、佐鳴湖や浜名湖、田子の浦等の

県域をフィールドとする環境調査・研究を実施した。また、静岡

三大学による単位互換授業「フロンティア科学特論Ⅰ」の企画を

担当するとともに、静岡大学・中川根演習林において合同のフィ

ールドワークを実施した。さらに、東海大学・海洋学部との共同

で駿河湾をフィールドとする水質調査・研究を行った。 

B 

  

② 公的機関や民間団体等

との連携に基づく、持続可

能な社会の実現を目指し

た研究 

・ 静岡県環境衛生科学研究所等の公的機関

や民間企業等との連携を図りながら、持続可

能な社会の実現を目指した研究を継続する

とともに、学内におけるエコキャンペーンを

推進する。 （№114） 

・ 国・静岡県等の公的機関や民間企業等との共同研究及び受託研

究を通して、持続可能な社会の実現を目指した研究を実施した。

また、平成 22年度に引き続いてエコ意識を涵養するため、研究所

内の節電や紙の節減に努めた。さらに、大学祭において一般県民

や学生を対象に、マイボトルの普及促進イベントを開催した。 

B 

  

(ｲ) 静岡県立大学短期大学部     

基礎的研究と地域社会の

ニーズに応え得る研究領域

を専門分野ごとに推進す

る。 

  

 

  

《重点目標として取り組む

領域》 

① 各学科等が持つ研究資

源と地域に暮らすいわゆ

る社会的弱者が持つニー

ズの整合を図り、人々の生

活の活性化に寄与するた

めの研究 

《重点目標として取り組む領域》 

・ 社会的弱者の健康・保健・福祉における

支援に関する研究を継続して推進する。 

（№116） 

 

 

・ 平成 23 年度においては、「らい予防法」下のハンセン病療養所

における感染予防に関する卒後教育プログラムの開発についての

研究を推進した。 
B 

  

② 地域特性を考慮し、震

災看護・震災時歯科保健・

震災時の福祉介護につい

ての研究 

・ 震災時の看護・歯科保健・福祉に関連す

る研究を継続して推進する。（№117） 

 

・ 平成 23年度においては、「小地域福祉避難所機能を有する大学

連携型コミュニティーカフェの開設に関する研究」を推進した。 
B 

  

イ 広範な研究の推進      

国内外の研究機関と連携

し、基礎から応用、さらに

実用化を視野に入れた広範

な研究領域を専門分野ごと

に推進する。 

・ 国内外の研究機関と連携協力し、共同の

セミナー等を開催する。 

（№118） 

 

 

 

 

・ 10 月に、静岡市において、本学、静岡大学、浜松医科大学、静

岡県と合同で「静岡健康・長寿学術フォーラム」を開催したほか、

海外の大学と連携して「国際健康長寿科学会議」や GCOE国際拠点

形成シンポジウム等、食と薬に関するセミナーを 16回開催した。 B 

  

グローバル COE プログラ

ムに採択される世界最高水

準の研究を推進し、中期目

・ 科学研究費補助金の採択件数の増加のた

め、部局ごとの採択実績を公表するほか併

せて研修会を実施する。（№119） 

・ 5月に科学研究費補助金の部局別採択実績を学内公表するととも

に、研修会では、科学研究費の公募メニュー等の説明のほか、研

修内容において、新たに、経験豊富な教員による応募上の留意点

A 
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標の実現に向け、科学研究

費補助金については、過去

の実績を踏まえ部局ごとに

目標を設定し、採択件数の

増加を目指す。 

 

 

 

 

の解説を行い、採択件数の増加を図った。平成 23年度の採択件数

は 156件、前年度対比 7.6％増（11件増）であった。 
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中 

期 

目 

標 

ア 研究者の配置 
目指すべき研究水準及び研究成果が達成できるよう、研究組織の弾力化や研究者の流動化の促進を図る。 

イ 研究環境の整備 
全学的な視点から施設・設備の有効活用を図る体制を構築するなど、必要な研究環境の整備に努める。 

ウ 知的財産の創出・活用等 
研究成果の知的財産化とその活用を戦略的に実施する体制を構築する。 

エ 研究活動の評価及び改善 
研究活動を客観的に評価するシステムを確立し、評価に関する情報を学内外に公表するとともに、評価結果を教育研究費の配

分等に反映させるなど、研究活動の向上につなげる仕組みを整備する。 

 

中期計画 ２３年度計画 自己評価の判断理由（計画の実施状況等） 
自己 

評価 
検証 特記事項 

ア 研究者の配置     

① 重点研究課題の解決、学

問領域を超えた研究実施の

ため、柔軟な研究者の配置

が可能となる取組みを進め

る。 

・ 必要に応じて研究実態に即した研究者の

柔軟な配置を行う。（№120） 

 

 

 

・ 食薬融合による健康長寿分野の教育研究を推進するとともに、

薬食生命科学総合学府及び薬食生命科学専攻（博士後期課程）な

ど教育研究組織の設置準備等を行った。 B 

  

② 学外研究者との共同研

究を推進するため、客員教

授等の制度を活用する。 

・ 客員教授の積極的な活用による企業等と

の共同研究を推進する。（№121） 

・ 企業からの資金により研究員を雇用し、産学共同研究を進める寄

附講座や、学外との共同研究の際に研究者を受け入れる客員教授制

度を活用して共同研究を推進した。 

B 

  

③ ティーチング・アシスタ

ント、リサーチ・アシスタ

ント、ポスドク制度などを

活用し、若手研究者の研究

の活性化を推進する。 

・ ティーチング・アシスタント制度、リサ

ーチ・アシスタント制度、ポスドク制度を

引き続き実施し、若手研究者の研究の活性

化を推進する。 

（№122） 

・ 薬学研究科、生活健康科学研究科でティーチング・アシスタント

制度を実施し、学部生・大学院学生双方の研究・教育に刺激を与え

た。 

・ グローバル COEプログラムにおいて、ポスドク、リサーチ・アシ

スタント、ティーチング・アシスタントを採用するとともに、若手

研究者育成のため若手研究者の提出した研究計画を審査した上で

競争的に研究費を助成した。さらに、大学院学生に対し海外での学

会発表に要する経費を助成した。 

B 

  

イ 研究環境の整備      

① 電子ジャーナルやデー

タベースの一元管理及び学

術文献収集の効率化等、全

学情報システムの充実と図

書館機能の強化を推進す

・ 本学教員の知的生産物を保存・蓄積し有

効活用を図るため、機関リポジトリの試行

に向け、指針等の作成の検討を行う。 (図

書館)（№123） 

 

・ 本学教員の知的生産物を保存・蓄積し有効活用を図るため、「静

岡県立大学・短大部学術機関リポジトリ運用指針」を策定し、平

成 23年 7月から県大・短大部で学内試験公開を開始した。 B 

  

第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 
２ 研究 
（２）研究実施体制等の整備 
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る。 

② 共同利用研究機器の整

備計画を策定し、老朽化し

た機器の更新を進める。 

・ 教育研究機器整備計画に基づく優先順位

に従い、共同利用機器の更新を進める。（№

124） 

・ 県からの補助金を受け、教育研究機器整備計画に基づく優先順

位に従い、共同利用機器の更新を進めた。 B 

  

③ 外部資金の間接経費を

効率的に執行し、共同利用

機器の整備・運営に充当す

るシステムを構築する。 

・ 外部資金の間接経費の趣旨を踏まえ、研

究環境の改善、整備に資するよう効率的執

行を図るとともに、全体予算の中で共同利

用機器の整備・運営費への充当システムの

構築について検討を継続する。 （№125） 

・ 外部資金の間接経費を効率的に執行するため、経理事務を行う

職員の人件費や電子ジャーナル経費、光熱水費等の必要性の高い

ものから優先的に充当した。 

・ 全体予算の中で毎年一定額を外部資金の間接経費の一部から共

同利用機器の整備・運営費に充当するよう検討し実施した。 

 

B 

  

ウ 知的財産の創出・活用等      

① 知的財産の戦略的な実

施体制を構築し、静岡県の

施策と連動した研究成果の

活用とその産学官による地

域還元を推進する。 

・ 産学官連携推進本部において知的財産の

戦略的な創出・活用を展開するとともに、

フーズ・サイエンスヒルズプロジェクトの

中核研究機関として地域産業と連携して

研究開発を行う。（№126） 

・ 産学官連携や知的財産に関する方針を審議・決定する産学官連携

戦略会議において、知的財産の技術移転の進捗状況を管理するとと

もに活用方針の検討を行い、知的財産の技術移転を組織的に展開し

た。 

・ 本学のお茶や米ペーストに関する発明を基に、地域企業、公設試

験研究機関等による共同研究等、実用化に向けての取組を行った。 

A 

  

② 知的財産に精通した専

門家の協力を得て、特許出

願等に関する学内体制を構

築し、地域産業界に円滑に

技術移転できる体制を強化

する。 

・ 知的財産の出願・管理体制を引き続き充

実させるとともに、県内大学、自治体等で

構成する広域的な産学官連携支援組織で

ある東海イノベーションネットワークや

静岡技術移転合同会社を活用して、地域産

業界に円滑に技術移転できる体制を強化

する。（№127） 

・ 創出された発明は、国内出願の可否のみならず（独）科学技術

振興機構の支援制度を活用した国際出願の検討を行った。 

・ 知的財産を地域産業界に円滑に技術移転するため、静岡大学等

が設立した県内大学、自治体等で構成する広域的な産学官連携支

援組織「東海イノベーションネットワーク」に参画したほか、発

明等の技術移転業務を広域的に行う静岡技術移転合同会社を活用

した。 

B 

  

エ 研究活動の評価及び改善      

① 研究活動の評価項目を

見直し、自己評価を行うと

ともに、学外の学識経験者

による外部評価制度を導入

する。 

・ 研究活動の自己評価の実施及び評価項目

の見直しを行うとともに、外部有識者の評

価・助言を研究活動に反映する。（№128） 

・ 教員活動評価の実施及び教員特別研究推進費配分時に評価を依

頼している外部有識者に研究成果についても評価を依頼する制度

を検討し、平成 24年度から試行を決定した。 

 また、研究業績目録や紀要の作成を通した研究活動の自己評価、 

あるいは USフォーラム、健康長寿学術フォーラム、産学官のつど

い等の機会を通じて学外者の評価を受けた。 

B 

  

② 外部資金の獲得状況や

地域貢献の程度を考慮し、

研究者にインセンティブ

（動機付け）を与えるよう

な評価制度を導入する。 

・ 引き続き、評価結果が研究者にインセン

ティブを与えるような活用制度（表彰・顕

彰等）を検討する。（№129） 

 

・ 他大学における評価活動制度（顕彰制度）を参考に実施可能な

制度を検討した。 

B 

  

③ 学内の研究費の配分に

ついては、配分方法を見直

し、重点研究分野、若手研

究者育成、学部横断プロジ

・ 研究費の配分について、重点研究分野、

若手研究者育成等を考慮しての配分と、早

期配分に努める。 

・ 独創的かつ先進的な研究に対し外部評価

・ 研究費については、平成 21年度に見直した配分方法に基づき、

更なる早期配分に努めたほか、外部評価制度を活用し、重点研究

分野、若手研究者育成、学部横断プロジェクトに配慮した配分に

努めた。 

B 
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ェクト等を考慮し、外部評

価制度を活用した重点的な

配分とする。 

制度の活用と、部局・分野横断的プロジェ

クトへの重点配分を行う。（№130） 

④ 研究プロジェクト等の

成果は、発表会、シンポジ

ウムなどにより、学外にも

開かれた形で発表し、評価

を受ける。 

・ USフォーラムや地域結集型研究開発プロ

グラムの研究成果発表会等を開催し、学外

の評価を受ける。 （№131） 

・ 9月の USフォーラム、10月の国際健康長寿科学会議等において、

本学の研究成果を発表し、学外の評価を得た。また、教員による新

技術説明会を開催し、産業界での活用可能性の評価を受けた。 B 

  

⑤ 部局ごとの年報又は紀

要を発行し、ホームページ

に掲載するなど研究成果の

積極的な広報に努める。 

・ 研究成果を紹介する冊子を作成し配付す

るほか、ホームページにより最新の研究成

果を積極的に公開する。（№132） 

・ 研究成果を紹介する冊子を新技術説明会や新技術相談会において

配付したほか、研究成果をホームページにおいても公開、随時更新

して最新の研究成果を紹介した。 
B 
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中 

期 

目 

標 

地域社会との連携を推進する体制の整備を図るとともに、地域に開かれた大学として、大学の知的資源や施設の活用により、
県民のニーズに対応する公開講座や社会人を対象とした学習講座などを積極的に行う。 

 

中期計画 ２３年度計画 自己評価の判断理由（計画の実施状況等） 
自己 

評価 
検証 特記事項 

ア 推進体制の整備     

地域社会との連携を推

進するため、全学的な基

盤組織の充実・整備を図

る。 

・ 地域貢献のための全学的組織体制構築

に向けて、効果的かつ効率的に推進する

組織体制を検討する。（№133） 

・ 地域貢献のための全学的組織体制の構築に向けて学内で検討を重ねて

全学的な推進組織「静岡県立大学地域貢献推進本部」構想を作成し、平

成 24年 4月に設置することを決定した。 
A 

  

・ 健康長寿社会の形成に積極的に貢献し

ていくために、地域との連携を推進する

新たな拠点として、健康長寿地域連携セ

ンター（仮称）の設置を検討する。（№

133-1） 

・ 健康長寿社会の形成に積極的に貢献していくために、地域との連携を

推進する新たな拠点として、健康長寿地域連携センター（仮称）の設置

を検討した。 

 

B 

  

イ 教育を通じた地域貢献      
①  薬剤師・管理栄養

士・看護師・歯科衛生

士・社会福祉士等の地域

組織等と連携して、卒後

教育セミナーや研修会、

講習会等を開催し、地域

社会に貢献できる人材

に学習の場を提供する。 

・ 病院・地域薬局と連携し、薬剤師を対

象とした薬物療法研修会を継続して開催

する。 

・ 管理栄養士に対する卒後教育として、

本学卒業生を含む在宅管理栄養士を対象

として行っている臨床講義と症例検討会

を体系化し充実を図る。また、地域の栄

養士会に講師を派遣し体系的な教育を行

う。 

・ 卒業生を中心に現役看護師に対して、

看護技術に関するセミナー等を実施す

る。 

・ 県立静岡がんセンターの認定看護師コ

ースの教育に協力する。 

 

・ 短期大学部においては、次のとおり実

施する。 

・ 歯科衛生士会等の地域組織等と連携し

て、卒後教育セミナーや研修会、講習会

等を開催すべく、協議を行う。 

・ 病院・地域薬局と連携し、薬剤師を対象とした薬物療法研修会を毎

月継続して開催した。また、静薬学友会（薬学部同窓会）と連携して

平成 23年度薬学卒後教育講座を開催した。 

・ 管理栄養士に対する卒後教育として、臨床栄養管理に関する講演会

を複数回開催するとともに定期的な勉強会を継続した。また、静岡県

の管理栄養士や行政栄養士の集会で、食育や災害時の栄養に関する講

義を行った。 

 

 

・ 地域の看護職者等と学生の交流を図るために、看護技術セミナーを

開催した。また卒業生の看護師を対象に学び直し講座を開催した。 

 

・ 県立静岡がんセンターの認定看護師コースの教育に協力した。 

 

 

・ 短期大学部においては、以下のとおり実施した。 

・ 歯科衛生学科教員が、静岡県歯科衛生士会と研修に関する情報交換

を随時行った。また、日本歯科衛生教育学会の開催運営や学会誌編集

にも関わり、歯科衛生士の卒後教育に寄与した。 

 

B 

  

第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 
３ 地域貢献 
（１）地域社会との連携 
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・ 社会福祉学科では、引き続き卒業生を

対象に社会福祉国家試験に向けた対策講

座を実施する。また、介護福祉士国家資

格取得を目指す介護実務者に対して、「介

護技術講習会」を実施する。 

・ 引き続き、HPS（ホスピタル・プレイ・

スペシャリスト）養成講座を実施し、HPS

の必要性、重要性、専門性の普及理解に

努める。（№134） 

・ 社会福祉学科では、社会福祉専攻卒業生で 2 年以上の実務経験を有

している者を対象に「社会福祉士国家試験対策講座」を実施した。ま

た、卒業生だけでなく、一般も対象とした「幼稚園教員資格認定国家

試験対策講座」、介護福祉士国家資格取得を目指す介護実務者に対し

て、厚生労働省指定の「介護技術講習会」を実施した。 

・ 平成 19年度に「社会人の学び直しニーズ対応教育推進プログラム」

として採択された、離退職保育・看護資格保有者のキャリアアップの

ための HPS 養成教育プロジェクトを、採択終了後も本学独自の事業と

して継続し、平成 23 年度においても社会人専門講座「HPS 養成講座」

として実施した。 

② 講義科目の積極的な

公開とサテライト講座

の夜間開講等を推進し

て、社会人の生涯学習・

リカレント教育を支援

する。 

・ 引き続き、社会人等の生涯教育・リカ

レント教育の拡充を図るとともに、他機

関での社会人等の教育について協力す

る。（№135） 

 

・ 社会人聴講生制度により、社会人に対し、学生と一緒に授業を受け

ることのできる講義科目を積極的に公開し、社会人の生涯教育を支援

した。 

・経営情報イノベーション研究科では、サテライト講座の夜間開講を県

立大と東部地域イノベーションセンターの間で、平成 24年度から再開

することとなった。 

 

・ 短期大学部においては、歯科衛生学科が中心となり、公開講座「歯

と口の不思議」を実施し、例年に比べて多数の参加者を得て、好評・

盛会裡に終了した。また、看護学科では、病院や施設での研究指導や

講義を行うなど社会人の教育に協力した。社会福祉学科では、卒業生

を対象とした「社会福祉士国家試験対策講座」や卒業生を含めた一般

を対象とした「幼稚園教員資格認定国家試験対策講座」、また、介護福

祉士国家資格取得を目指す介護実務者に対して、厚生労働省指定の「介

護技術講習会」において、専任教員が講師として社会人リカレント教

育に寄与した。 

 

B 

  

ウ 知的資源の県民への還元      

① 静岡県内の公共団体

や NPO 法人等と連携し、

地域社会への貢献活動

に協力する。 

・ 県立美術館、県立中央図書館、県埋蔵

文化財センター、県舞台芸術センター、

グランシップとの協働による文化発信活

動「ムセイオン静岡」を実施する。 

・ 静岡県等と連携して、環境意識啓発及

び環境教育を目的として、環境科学講座

等を開催するほか、地域の小中学生等を

対象とした研究体験教室等を実施する。 

・ 医師会と連携して、地域の医療課題に

迅速かつ適切に対応し、地域社会の発展

と人材育成に寄与するための勉強会等を

実施する。（№136） 

・ 本学と県立美術館、県立中央図書館、県埋蔵文化財センター、（財）

県舞台芸術センター（SPAC）及びグランシップ（静岡県コンベンショ

ンアーツセンター）の 6機関で、施設の相互利用、セミナー・講演会

開催等、文化の情報発信を相互連携して行った。 

・ 本学と静岡県等とが連携して、夏休み親子環境教室、環境科学講座、

静岡環境フォーラム２１、こどもエコクラブ交流会等を開催した。 

 

 

・ 医師会と連携して、地域の医療課題に迅速かつ適切に対応し、地域

社会の発展と人材育成に寄与するための勉強会を実施した。 

A 
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② 公開講座及び生涯学

習プログラム等を県内

各地で定期的に開催す

る。特に公開講座につい

ては、年間延べ 16 回以

上開催し、延べ人数で

700人以上の参加を目指

す。 

・ 公開講座については、年間延べ 16回以

上開催し、延べ人数で 700 人以上の参加

を目指すとともに 、講演会、シンポジウ

ムを積極的に開催する。（№137） 

 

・ 全学公開講座を 17回開催し、延べ 910人が受講した。 

また、市町等特別公開講座として、1市町（富士市）主催の公開講座 9

回に 9人の本学教員が講師として協力した。 

 
B 

  

エ 大学の防災拠点としての役割     

① 専門領域に応じた災

害時の役割分担及び支

援内容、救護活動等の防

災マニュアルを整備す

るとともに、防災講座等

を開講する。（平成 21 年

度整備予定） 

・ 教職員及び学生の防災意識の高揚を図

るため、地震防災講演会（静岡県防災士

養成講座）を県と共催する。 

 

 

 

 

・ 県や県立大、防災関係機関などで構成

する「しずおか防災コンソーシアム」主

催の土曜セミナーを開催する。（№138） 

 

・ 教職員及び学生の防災意識の高揚を図るため、9月に地震防災講演会

（静岡県防災士養成講座）を県とともに開催した。 

・ 被災地の支援活動に従事した本学教員と学生により、東日本大震災をテー

マに学内において一般公開の「報告会」を開催し、また、本学学生と教職員

の交流の場「はばたきカフェ」でテーマを防災として開催し、地震災害への

取り組みを再確認した。 

 

・ 10 月に県や県立大、防災関係機関などで構成する「しずおか防災コ

ンソーシアム」主催の「ふじのくに防災学講座」(旧「土曜セミナー」)

を開催した。 

B 

  

② 防災の啓発資料とし

て提供するため、防災関

連図書の充実を図る。 

・ 関係機関と連携を図り防災関係資料の

充実確保に努めるとともに、引き続き資

料の紹介や有効活用を図る。（№139） 

・ 防災関係資料の充実に努めるとともに、防災関係資料リストを作成

し「静岡県防災士養成講座」参加者に配布する等資料の利用促進を図

った。 

B 

  

③ 災害時には施設を積

極的に開放し、地域住民

の避難場所及び救護所

としての機能を果たし、

地域住民に対する物

的・精神的支援を展開す

る。このため、日ごろか

ら救援物資の備蓄・点検

を行う。 

・ 大学施設の静岡市地域防災計画上の位

置付けや自主防災組織による避難所運営

のあり方等について、静岡市と情報交換

や協議を行った上で具体的役割を決定

し、実践的な訓練等を行う。 

・ 引き続き、看護学部の教員・学生が地

域の防災訓練に参加し、地域住民に対し

て講習を実施するなどの支援を行う。 

・ 必要な救援物資について、計画的に購

入し、備蓄に努める。（№140） 

・ 大学施設の静岡市地域防災計画上の位置付けや自主防災組織による

避難所運営のあり方等について、静岡市と情報交換や協議を行い、避

難所の鍵の受け渡し訓練を実施した。 

 

 

・ 看護学部の教員・学生が地域の防災訓練に参加し、地域住民に対し

て心配蘇生法や AED使用法などの講習を実施した。 

 

・ 必要な防災用品について、計画的に購入し、備蓄に努めた。 

 

・ 短期大学部においては、近隣町内会の地域防災研修の支援として、

大学施設（講堂）を貸し出した。また、近隣町内会の地域防災訓練の

雨天時の予備施設として、体育館の貸し出しを了解した。 

 救援物資の備蓄は計画通り進めた。 

B 

  

④ 大学各部局の知的・

人的資源を活用し、応急

処置及び健康、衛生環境

等の支援業務にあたる。 

・ 災害発生時に有効な大学各部局の知

的・人的資源を活かし、実施可能な支援

業務等について検討を行う。（№141） 

・ 看護学部・食品栄養科学部を中心に実施可能な支援業務等について

検討を行った。 

 

・ 短期大学部においては、学内防災訓練に応急救護訓練を取り入れ学

B 
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生・教職員の応急救護能力を高めた。教職員を対象とする普通救命講

習、応急普及員再講習を実施し、人的資源の養成を続けた。 

オ 初等・中等教育の支援      

① 地域の児童・生徒を

対象に公開授業及び出

前講義、オープンキャン

パス、ワークショップ等

を実施し、幅広い分野へ

の知的関心と意欲を引

き出すように努める。 

・ 出前講座、オープンキャンパス及び県

民の日の行事を引き続き実施するととも

に、大学祭・夏休み等を利用して研究室

の開放や科学教室を開催する。また、ア

ンケート等を実施し、内容について検証、

改善するとともに、地域の児童及び生徒

に対する企画の充実を図る。（№142） 

・ 高大連携事業として、出前講義では 38 校に延べ 72 人の教員を派遣

し、講義受け入れでは静岡市内の高校１校から 5 人の生徒に、高校の

単位認定授業として講義を行った。また、公開授業や大学祭での模擬

授業等を実施した。夏休みには研究室の開放や科学教室を開催し、親

子の参加がみられるなど地域の教育支援にも努めた。さらに、静岡県

教育委員会主催のニュートンプロジェクト事業に協力し、本学研究室

で高校生に 3 講座を開設し、研修を兼ねたキャンプには 3 人の大学院

生が活動支援を行った。 

・ オープンキャンパスを 8 月に 5 日間実施し、4038 人の参加者を集め

た。平成 22年度の参加者アンケートの結果（要望）を踏まえ、在学生

の運営への積極的な参加などの改善を図った。 

 

・ 短期大学部においては、出前講座、オープンキャンパス及び県民の

日の行事を引き続き実施するとともに、大学祭・夏休み等を利用して

研究室の開放や科学教室を開催した。 

 

 

 

B 

  

② 初等・中等教育に携

わっている教員を対象

に、専門領域ごとの体験

実習及び研修会、セミナ

ーを行うことで教員の

質の向上に寄与する。 

・ 教育委員会からの依頼に応じて、講師

を派遣し、初等・中等教育に携わってい

る教員を対象とした研修に協力する。静

岡大学が主催する教員免許更新講習に講

座を提供する。言語コミュニケーション

研究センターでは高校英語教員を対象と

した研修会を実施する。（№143） 

・ 静岡大学が主催する教員免許状更新講習に英語と数学の 2 講座を提

供した他、中学・高校英語科教員、高校商業科教員・家庭科教員のた

めの研修会を実施した。また、静岡県教育委員会に教育研修で講義等

が可能な大学教員の情報を提供した。さらに、言語コミュニケーショ

ン研究センターでは、公開ワークショップ「英語プレゼンテーション」

を開催し、高校英語教員に研修会を実施した。 

B 

  

カ 施設の開放   
   

① 健康支援センターで

健康相談、健康講座等を

実施し、地域住民の健康

づくりに寄与する。 

・ 地域住民を対象とした健康講座、健康

度測定、健康相談会等を実施するととも

に、地方自治体や公的団体等が計画する

健康関連事業に対し、講師を派遣する。

（№145） 

・ 県民の日に、静岡県民を対象として健康度測定、健康相談会を実施

した。また、静岡県内での講演会に講師を派遣して健康に関する講話

を行った。 

 

・ 短期大学部では、橘花祭（大学祭）･県民の日に地域住民を対象とし

た健康講座、健康度測定(身長、体重、体脂肪率、骨密度、血圧など)、

健康相談会等を例年通り実施した。さらに、地方自治体や公的団体等

が計画する健康関連事業に対し、講師を派遣した。また、健康支援セ

ンター分所からも積極的に地方自治体や公的団体等に対して、講師派

遣に関する情報を提供した。平成２２年度に引き続き「女性健康相談

室」「健康力推進シンポジウム」を実施した。 

B 
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② 図書館をはじめ学内

の施設・設備を積極的に

県民に開放する。 

・ 芝生園地を一般県民に開放するととも

に、講義室等は公的団体が主催する試験

及び講習会等の会場として開放する。ま

た、授業との調整を図りながら、学術に

資する目的等での施設、設備の開放に努

める。 

・ 学外者に対して、引き続き図書館施設

の利用や資料の貸出等、積極的開放に努

める。 

 

・ 県内公共図書館、関係機関へ図書館広

報誌を配布するなどにより、施設の利用

促進を図る。（№146） 

・ 学内施設等については、芝生園地を一般県民に開放するとともに、

授業との調整を図りながら、学術に資する目的等での施設、設備の開

放や講義室等を公的団体が主催する試験及び講習会等の会場として提

供した。 

 

 

・ 調査研究や学習等を目的とする学外者への図書館施設の開放、資料

の貸出等に努めた。また、県看護協会及び県地域医療課からの依頼を

受け看護師を対象とした情報検索講習会を２回実施し、図書館施設や

資料の有効利用を図った。 

・ 県内公共図書館等へ図書館広報誌を配布するなどにより、施設の利

用促進を図った。 

・ 一般参加者を募った国際関係学部 GPの成果発表関連講演会の会場に

図書館の「岡村昭彦文庫」を提供した。 

・ 平成 24年 3月に本学で開催された「岡村昭彦の会」において、会員

の他一般参加者も含めて図書館の「岡村昭彦文庫」見学会が午前に行

われた。 

 

・ 短大部においては学外利用者への医学書以外の一般図書の貸出を開

始した。 

B 
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中 

期 

目 

標 

産業界や国・自治体等との連携を推進し、研究成果の地域への還元を積極的に行う。 
共同研究・受託研究については、中期目標期間６年間で 350件を超える研究の実施を目指す。 

 

中期計画 ２３年度計画 自己評価の判断理由（計画の実施状況等） 
自己 

評価 
検証 特記事項 

① 大学で得た研究成果や知

的財産を地域産業界に積極

的に技術移転し、地域産業の

活性化を図る。 

・ 新技術説明会等の開催により、地

域産業界への技術移転を図る。 

・ 静岡県の特産物であるお茶、米に

関する研究から創出された知的財産

の技術移転を積極的に行う。 

・ 産学官連携の拠点として、産学・

地域連携センター（仮称）の設置を検

討する。（№147） 

・ 本学の知的財産を産業界へ移転促進する新技術説明会を 9 回、新技

術相談会を 17回開催した。 

・ 本学が特許出願した、米、お茶に関する発明を基に地域の企業が試

作品製作に取り組むなど、大学発のシーズをもとに地域の企業が新た

な市場へ進出する動きにつながった。 

・ 産学官連携の拠点として、現在の産学官連携推進組織である産学官

連携推進本部を継続するとともに、産学官連携を含む大学全体の地域

貢献推進組織を設置することとした。 

 

A 

  

② 国内外の研究機関及び企

業・自治体等との交流の場を

設けることで、研究に対する

社会的なニーズとシーズの

融合を推進する。 

・ 研究成果発表会を県内外で開催し

企業ニーズと研究シーズの交流の場

を積極的に設定する。（№148） 

 

・ 企業等との交流により新たな産学官連携の交流促進を図るため「産・

学・民・官の連携を考えるつどい 2011」を 11月に本学で開催した。ま

た、11 月に浜松市での「産学官マッチング会」、1 月に東京での中部公

立 3大学（静岡県立大学、名古屋市立大学、岐阜薬科大学）合同の「新

技術説明会」等の場で、本学教員が企業関係者を対象に実用化を展望し

た技術説明を行った。 

B 

  

③ 研究内容、研究者情報を

外部に対して積極的に広報

するなどにより、共同研究・

受託研究の受入れを推進す

る。 

・ 展示会への出展、大学ホームペー

ジ、研究分野紹介集により研究内容を

紹介し、共同受託研究に結びつける。

（№149） 

・ フーズサイエンスセミナー（開催地：静岡市ほか）、イノベーション

ジャパン（開催地：東京）、県総合食品開発展（開催地：静岡市）等、

17回の出展を行って研究分野紹介集の配付、研究内容を広報したほか、

大学ホームページに研究成果・シーズを掲載し、共同研究・受託研究

の獲得を図った。 

A 

  

④ 中期目標の実現に向け、

過去の実績を踏まえ、年度ご

とに共同研究・受託研究の実

施目標を設定し、実施件数の

増加を図る。 

・ 70件以上の共同研究、受託研究を

獲得するため、学内教員への意識啓

発、企業へのＰＲを推進する。（№150） 

 

・ 共同研究、受託研究を獲得するため、学内教員への意識啓発、企業

への PRを推進した結果、計画の 70件に対し 98件の契約を獲得した。 

A 

  

第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 
３ 地域貢献 
（２）産学官の連携 
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中
期
目
標 

県における政策形成を積極的に支援するとともに、人事面での交流などにより県の各種施策との連携を推進する。 

 

中期計画 ２３年度計画 自己評価の判断理由（計画の実施状況等） 
自己 

評価 
検証 特記事項 

① 静岡県の各部局や試験研

究機関等における審議会・委

員会等に協力し提言を行う。 

・ 教員の専門性に応じて県の各種審

議会・委員会への積極的な参加を促

す。（№151） 

・ 教員の専門性に応じて県の各種審議会・委員会への積極的な参加を

促した。 

 

B 

  

② 静岡県の推進する各種プ

ロジェクトに関連した研究

に協力し、県の施策推進に寄

与する。 

・ フーズ・サイエンスヒルズプロジ

ェクトの中核事業である地域結集型

研究開発プログラム等の県プロジェ

クトに積極的に参画する。（№152） 

・ フーズ・サイエンスヒルズプロジェクトの中核事業「地域結集型研

究開発プログラム」において本学がサブコア研究室として位置付けら

れ、多くの教員が参画して共同研究を積極的に推進した。また、本学

学長はフーズ・サイエンスヒルズプロジェクトの推進機関であるフー

ズ・サイエンスセンターのセンター長としてフーズ・サイエンスセン

ターの企画運営に参画し、県施策推進に大きく寄与した。 

・ 県から「医療経営力向上事業」を受託して、県内公的病院幹部を対

象とした医療経営人材養成講座を開講し、公立病院等の経営改革に資

する人材の養成を行った。 

・ ファルマバレープロジェクトについては、県からの受託研究により、

ファルマバレーセンターに研究成果を技術移転した。 

A 

  

第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 
３ 地域貢献 
（３）県との連携 
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中
期
目
標 

地域における高等教育の機能の向上を図るため、教育研究活動の交流を積極的に行うなど地域の大学との連携を推進する。 

 

中期計画 ２３年度計画 自己評価の判断理由（計画の実施状況等） 
自己 

評価 
検証 特記事項 

① 県内他大学との連携講義

や単位互換制度を充実させ

るなど、県内他大学との連携

を推進する。 

・ 他大学との連携講義や単位互換制度

を引き続き実施する。県内他大学との

連携強化に努める。（№153） 

・ 静岡大学・東海大学との単位互換制度を継続し、静岡大学大学院

から 56人、東海大学大学院から５人を受け入れ、本学から静岡大学

へ学部で 5人、大学院で 11人を派遣した。また、静岡文化芸術大学

との相互協力を模索する場を設け、定期的に情報交換に努めた。 

B 

  

② 大学ネットワーク静岡な

どに積極的に参加し、県内他

大学との教育・研究等に関し

て協力・連携を図る。 

・ 大学ネットワーク静岡等が主催する

科学交流フォーラムなどの事業に参加

し、県内他大学との学術交流・連携を

進める。（№154） 

・ 大学ネットワーク静岡が関係する学術フォーラムなどの事業参加

に加え、大学コンソーシアム設立に向けた検討会への参加、大学ネ

ットワーク静岡の構成大学と共にソウル（韓国））、上海（中国）で

開催された静岡留学フェアへの出展など、県内他大学との学術交

流・連携を進めた。 

B 

  

第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 
３ 地域貢献 
（４）地域の大学との連携 
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中
期
目
標 

高校生の学習意欲を喚起や進路選択に資するため、県内の高等学校との連携を推進する。 

 

中期計画 ２３年度計画 自己評価の判断理由（計画の実施状況等） 
自己 

評価 
検証 特記事項 

① 県内公私立高等学校の学

校長等との懇談会を開催し、

高大連携の推進に関する情

報交換を密にする。 

・ 県内公私立高等学校の学校長等との懇

談会を開き、高大連携等について情報交

換を行う。（№155） 

 

・ 県内 9校の高校校長との懇談会を 7月に実施し、「大学との連携

を通した進学指導の在り方」をテーマにして情報交換を行った。 
B 

  

② 高等学校を訪問し、進路

担当教員及び高校生に対し

て、県立大学の入学者選抜に

関する情報を提供すると同

時に、県立大学への要望・ニ

ーズに関する聞き取り調査

を行う。 

・ 県内高校を訪問し、教員・高校生に対

して、本学の入学者選抜に関する情報を

提供するとともに、本学への要望・ニー

ズ等に関する聞き取り調査を行う。（№

156） 

・ 県内高校 17校を訪問し、生徒に対して学部説明会を実施すると

ともに、高校教員との情報交換を行った。また、県内高校 11校を

訪問し、進路指導主事と情報交換及び本学への要望・ニーズに関

する聞き取り調査を行うとともに、在学生による母校訪問を 30校

で行い、県内・県外高校の教員や生徒に対して情報を提供した。 

 

・ 短期大学部においては、県内外の高校 43校訪問及び業者主催の

進学説明会でニーズ聞き取り調査を行った。 

 

B 

  

③ 高校生を対象とした公開

授業や高校生の県立大学の

授業への参加、県立大学教員

による出前講義等を実施し、

高等学校との連携を推進す

る。 

・ 公開授業・高校生の授業参加・出前講

義を継続して実施する。（№157） 

 

 

 

 

・  高大連携事業として、出前講義では 38 校に延べ 72人の教員を

派遣し、講義受入れでは静岡市内の高校１校から 5 人の生徒に、

高校の単位認定授業として講義を行った。また、公開授業や大学

祭での模擬授業等を実施した。さらに、静岡県教育委員会主催の

ニュートンプロジェクト事業に協力し、本学研究室で高校生に 3

講座を開設し、研修を兼ねたキャンプには 3 人の大学院生が活動

支援を行った。 

B 

  

第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 
３ 地域貢献 
（５）県内の高等学校との連携 
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中
期
目
標 

大学の教育研究の水準を高め、国際的な学術拠点となることを目指して、海外の大学等との交流関係を深め、交換留学や共同研
究などを積極的に推進する。 

 

中期計画 ２３年度計画 自己評価の判断理由（計画の実施状況等） 
自己 

評価 
検証 特記事項 

(1) 海外の大学等との交流     
① 協定校を中心に、教員の海

外留学及び海外研修を支援

していくとともに、研究・教

育上の必要に応じて留学・研

修先を拡充する。 

・ 海外協定校を中心に、研究・教育上の

必要性を考慮した交流を拡充、推進する。 

（№158） 

 

 

・  研究・教育上の必要性を考慮した交流を拡充、推進するため、

ブリュッセル自由大学、カリフォルニア大学デービス校、マヒド

ン大学と新規に学術協定を締結した。 

・  フィリピン大学を訪問して、同大学の国際交流担当の教員と

面談し、今後の交流推進について意見交換を行った。 

A 

  

② 海外からの客員教授及び

研究者の招聘を進めると同

時に、交換教授制度の充実を

図る。 

・ 海外からの客員教授及び研究者の招聘

に努めるとともに、交換教授制度の充実

について検討する。（№158－2） 

・ 海外協定校（ネブラスカ大学リンカーン校、ブレーメン経済工

科大学、カリフォルニア大学バークレー校など）から教員、研究

者等を招き、学生を対象とした特別講義（講演）等を実施した。 

・ タイ王国の大学、研究機関（チュラロンコーン大学、コンケン

大学など）から研究員を受入れ、共同研究を行った。 

・ 国際交流基金のスカラーシップによる海外からの研究員（ルー

マニア）を受け入れた。 

・ 協定に基づき、モスクワ国立国際関係大学からの教員を客員共

同研究員として受入れた。 

・ フィリピン大学を訪問して、同大学の国際交流担当の教員と面

談し、交換教授の実施計画について意見交換を行った。 

 

 

B 

  

③ 外国人の留学生あるいは

研究者が、常時在籍できる環

境を整備する。 

・ 引き続き、海外からの研究者や学生の

受入体制の整備、施設の確保を進める。

（№158－3） 

・ 浙江省からの短期留学生 5 人の滞在先として、県の研修施設を

利用した。 

・ 海外からの教員や研究者の宿舎として、教職員住宅を利用した。 

・ ホームステイを希望する留学生のため、ホームページ等でホス

トファミリーを公募し、受入れ先を確保した。 

・ 交換留学生の民間住宅（アパート）の契約、入居等に際して、

留学生をサポートした。 

 

B 

  

④ 国際協力機構等が行って

いる途上国への技術協力や

連携事業、研修員受入れ等を

支援する。 

・ 国際協力機構等が行っている途上国へ

の技術協力や研修員受け入れ等に協力す

る。（№159） 

・ 独立行政法人国際協力機構（JICA）と「国際緊急援助嘱託の委

嘱等に関する覚書」を締結した。（この覚書は本学薬学部の教員を

薬剤師として JDR 医療チーム（日本政府が海外に派遣する国際緊

急援助隊 ）に派遣するためのもの。） 

・ ベトナム人看護師が、日本の看護を学んだことにより、日本と

ベトナム両国において活躍できるような、看護人材育成システム

の構築を検討するための相互理解と、意見交換の場として、フォ

B 

  

第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 
４ 国際交流 
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ーラム「アジアにおける循環型の看護人材育成を目指して」を開

催した。 

・ バングラデシュ・ラージシャーヒ大学薬学部の講師が、日本学

術振興会・論文博士号取得希望者に対する支援事業 (RONPAKU)に

採択され、平成 24年度から本学に入学することとなった。 

(2) 日本人学生の海外派遣及び留学生の受入れ      

① 単位互換や単位認定を前

提にした、短期のみならず長

期の日本人学生の海外派遣

及び外国人留学生の受入れ

を推進する。 

・ 学生の長期派遣留学及び受入の拡大に

向け、協定校等との協議を進める。  

（№161） 

 

・ ブレーメン経済工科大学から初めて交換留学生（3人）を受入れ

るなど、受入れ・派遣学生合わせて過去最多の 17人の学生が交換

留学を行った。 

 

 

A 

  

② 教育効果を高めるため、カ

リキュラムに即した留学先

の拡充に努めるとともに、学

生の海外留学に関する教育

指導や情報提供などの支援

体制を充実させる。 

・ 交換留学先の拡充に努めるとともに、

留学に関する相談窓口及び情報の充実

を図る。（№162） 

 

・ 海外留学等に関する資料を整理し、学生へ提供する情報の充実

を図った。 

・ 学生部において留学相談窓口に対応できる職員 1 人を増員し、

学生からの留学相談に対応した。  

・ 本学教員と学生がフィリピン大学を訪問して、交流授業を実施

し、交換留学生制度に関する教育指導を行った。 

B 

  

③ 留学生のための日本語教

育体制の整備及び留学生に

開かれた専門科目の充実化

を図る。 

・ 平成 21 年度から開設している日本語

講座の検証を行い、より充実した日本語

教育の推進を図る。（№162－2） 

・ 留学生の日本語教育の充実を図るため、理系大学院生や交換留

学生などを対象とした「初級日本語」講座、文系研究生及び日本

語能力試験Ｎ１受験希望者など、日本語力のレベルアップを目指

す大学院生を対象とした「中級日本語」講座を引き続き開設した。 

 また、受講生からの要望を受け、平成 24年度からは授業時間を延

長するなど講座の充実・改善を図ることとした。 

B 

  

④ 留学生及び県立大学学生

に対する大学院教育の向上

のため、海外諸研究機関との

共同研究指導体制を確立す

る。 

・ 海外協定校との大学院における共同研

究指導体制を確立するため、学生の受入

れ・派遣を推進する。（№162－3） 

・ チュラロンコーン大学、コンケン大学との間で大学院生・教員

の相互派遣を行い、海外協定校との大学院における共同研究指導

体制の整備を進めた。 

・  本学学長及び教員がチュラロンコーン大学学長を訪問し、教

育・研究の連携体制について話し合ったほか、チュラロンコーン

大学薬学部博士課程学生の学位審査を委嘱された本学教員がバン

コクを訪問し、審査を実施した。 

・ 中国、タイ、ベトナム、インドネシア、バングラディシュ、シ

リアなどの大学の学生を本学大学院博士課程等へ受け入れた。 

 

B 

  

(3) 地域に密着した国際交流の推進      

① 県内地場産業に関わる国

際的な学術交流を推進する

とともに、共同研究を通して

各国の人材育成に寄与する。 

・ 外国の研究機関と県内地場産業に関わ

る研究協力を進める。 

（№163） 

 

・ ミラノ大学医学部と緑茶の飲用作用について共同研究を進めた。 

・ ニュージーランド国立食物・食品研究所と、機能性食品の基礎

及び応用・開発研究を推進した。 

 

B 

  

② 地域の学術文化研究機関

等と連携を図り、専門領域ご

とに国際学会・講演会等の誘

・ 地域の学術文化研究機関等と連携して

国際会議等の企画、開催に努める。（№

164） 

・ これまで県を中心に開催されてきた「静岡健康・長寿学術フォ

ーラム」を、平成 23年度からは本学が実行委員会事務局の中心と

なり、静岡大学、浜松医科大学、県と共同で企画・運営を行った。

B 
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致を積極的に推進する。  またグローバル CEO プログラム拠点主催の「国際健康長寿科学会

議（ICHALS）」を同フォーラムのセッションの一部として実施し

た。 

・  大学創立 25周年記念事業の一環として、日本黒海学会との共

催による「国際シンポジウム」、「GCOE 国際拠点形成シンポ

ジウム」や日韓関係等をテーマに「県民公開シンポジ

ウム」などを開催した。また「静岡アジア太平洋フォーラ

ム」などに参画した。 
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１ 大学の教育研究 
(1) 教育研究の成果・活動等 
ア 各種国家試験で高い合格率を確保 
・ 薬学 6 年制教育が始まり、平成 24 年 3 月に初めての卒業生を輩出したが、県    
立総合病院に設置した薬学教育・研究センターを中心に、薬剤師教育だけでなく、
臨床や治験等の医療実務と研究両面に深く関わるなど、優秀な薬剤師を輩出するた
めの教育体制に取組むとともに、試験対策として 45回の講座、4 回の模擬試験など
に力を入れ、新制度後最初の薬剤師国家試験において、合格率 92.2%(新卒者のみで
は、97.4%)で、国公立大学 17 校中 2 位という好結果を得た。 

・ 平成 23 年度の食品栄養科学部栄養生命科学科の卒業生 27 人全員が管理栄養士国
家試験を受験し、全員が合格した。平成 22 年度に引き続き 2 年連続の合格率 100%
で、100％合格の施設は、全国で 118施設中 21施設であった。 

・ 平成 23年度看護師国家試験及び助産師国家試験の合格率は、100%、保健師国家試
験の合格率は、96.8%と全国平均を上回った。 

・ 短期大学部においては、看護学科及び歯科衛生学科とも国家試験対策として底上

げのための補講を各 20 回前後、模擬試験を 3～4 回実施し、模擬試験結果について

学生にフィードバックする際には、個別指導を学生１人につき 3 回以上実施するな

どの試験対策を講じた。この結果、平成 23 年度における新卒者の看護師国家試験及

び歯科衛生士国家試験の合格率は、ともに 100 パーセントを達成した。特に歯科衛

生士国家試験に関しては、第 1 期中期目標期間の平成 19 年度以来 5 年連続合格率

100％であり、1 人の不合格者も出していない。（平成 19 年 9 月に卒業し、その年

度の 3月に合格した 1 人を含む） 

 

イ 英語教育の充実 

・ 新たに国際関係学部の 1,2年生全員に TOEIC-IPテストを受験させるとともに全学

部の 1,2 年生を対象とした英語のオーラルコミュニケーション授業においても、23

年度から配置した 2 人の日本人英語特任教員などによる TOEIC 対策の指導時間を設

けるなど、全学生の英語力を向上させる体制を整えた。 

 

ウ 健康長寿に関する教育研究等の推進 
・ 大学院薬学研究科及び生活健康科学研究科においては、「薬食同源」「食薬融
合」を中心とした健康長寿に関する教育研究を体系的に行い、健康長寿科学の
確立を目指すため、平成 24年 4月より、新たに大学院博士後期課程の「薬食生
命科学専攻」を設置するとともに、両研究科を改組した「薬食生命科学総合学
府」、「薬学研究院」及び「食品栄養環境科学研究院」という新しい教育・研究 

 

組織を設置するため、文部科学省への届出を行った。 
・ 健康長寿学術研究の推進を図るため、本学と独立行政法人国立健康・栄養研究所
及び独立行政法人医薬品医療機器総合機構との間で、教育研究の連携協力に関する
協定を締結した。また、健康長寿科学教育研究の拠点形成に向けた「国際健康長寿
科学会議」を引き続き開催するとともに、16回の研究集会、特別講義を実施した。 

・ 「静岡健康長寿・学術フォーラム」については、(財)静岡総合研究機構に代わっ
て、健康・長寿に関する学術研究を進めている本学を中心に、静岡大学、浜松医科
大学とともに大学を主体とした実行組織を新たに設置し、運営するとともに、今後、
学術研究に加え、医療、介護、福祉等の研究者、研究機関、企業等との連携を進め
ることとし、「異分野の科学が融合して健康長寿社会を創造する」というテーマで
開催した。 

 
エ 成績基準制度の変更 
・ 欧米の大学等で一般的に使われている成績評価方式である GPA 及び CAP(履修単位
制限)制度の導入を視野に入れ、全学部において新入生から、従来の 4段階成績評価
を 5 段階評価（「秀」を導入して、成績を秀・優・良・可・不可の 5 段階で評価）
に移行した。 

 
オ JABEE 認定申請の推進 
・ 食品栄養科学部食品生命科学科においては、JABEE(日本技術者認定機構)の認定に
向け、申請時と同等の書類作成が要求される「JABEE 個別相談」を受け、学習教育
目標の開示、記録の保管、書類の整備等を行い、平成 24 年度認定申請の準備を着
実に進めた 

 
カ フィールドワーク教育の推進 
・ 国際関係学部においては、前年度に引き続き国内及び海外 5地域に 47名の学生を
派遣しフィールドワーク型初年次教育を試行した。また、大学院国際関係学研究科
においては、実践的専門能力の育成をめざし、「フィールドワーク」を科目として
設置し、単位化した。 

 
キ カリキュラム改革 
・ 経営情報学部においては、平成 19年度から着手してきたカリキュラム改革の最終
年度として、1 年生から 4 年生までを通じた基礎演習、融合演習等の整備、また 1
年生を対象に少人数で学生の基本的な学習スキルの修得を目的とした初年次教育科
目の「スタディスキルズ」の新設など、平成 24 年度からの新カリキュラム施行の準
備を整えた。 

 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する特記事項 
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ク 専門看護師の養成 
・ 大学院看護学研究科においては、病院等の要望に応え、既にある精神看護分野に      
加えて、平成 24年度より新たに小児看護分野においても専門看護師を養成すること
とし、必要なカリキュラムを整備した。 

 
ケ 体系的な HPS養成教育プログラムの開発 
・ 短期大学部においては、平成 21 年度に文部科学省大学教育推進プログラム事業に  
おいて採択された「体系的な HPS(ホスピタル・プレイ・スペシャリスト)養成教育
プログラムの開発」について、事業完成年度である平成 23 年度においては、21 年
度、22 年度に引き続きシンポジウム等を広く一般に対し開催し、175 人の参加者が
あった。事業の結果、平成 24 年度後期より短期大学部総合科目として、「遊びによ
る子どもの支援：ホスピタル・プレイ入門」を導入することを決定した。 

 
コ 大学院学生の成績優秀者に対する学長賞の創設 
・ 学部学生の成績優秀者表彰に加え、大学院においても、すべての研究科において、
成績優秀者、学術研究活動等において高い評価を受けた者を表彰する制度を設け、
表彰を実施するとともに、中でも極めて優秀な学生について、新たに「学長賞」を
設け、平成 24年 3 月の学位記授与式において 2 人を表彰した。 

 
サ オープンキャンパスの充実 
・ 平成 23 年 8 月 6 日から 11 日にかけ、学部ごとオープンキャンパスを行い、昨年
を上回る過去最高の 4,038 人が参加した。各学部とも在学生を活用した運営を拡大
したほか、初の試みとして、オープンキャンパスに来られない人のために模擬授業
の一部をライブ映像としてインターネット配信し、また別の日に追加説明会を開催
するなど、参加希望者の利便を図った。また、短期大学部においては、7月 30日、
8 月 1 日に実施し、こちらも過去最高の 768人の参加があった。 

 
シ 入試ミスへの対応 
・ 平成 23年 11月 27日に実施した短期大学部歯科衛生学科及び社会福祉学科の推薦
入試において、小論文の問題に出題ミスがあった。このため平成 24年度以降、学外
委員を含めた組織による入試問題の分析、評価を行うとともに、併せて過誤防止の
ための出題チェックの組織体制を強化することとした。 

・ 平成 24 年 2 月 25 日に実施した食品栄養科学部の一般入試(前期日程)・私費外国
人留学生入試において、化学の問題に出題ミスがあった。平成 24 年度においては、
学外専門委員による事前点検を従来よりも早期に行うなど、ミスの防止対策に万全
を図ることとした。 

 
(2) 教育研究の実施体制等の整備・充実 
ア 看護学部及び短期大学部看護学科の統合 
・ 看護学部と短期大学部看護学科の統合による看護教育の拡充計画について、看護
教育拡充研究会や外部の有識者を交えた懇談会を開催するなど検討を重ねた結果、
平成 26年 4 月を目途に新たな看護教育体制を整備することを決定した。平成 24 年 

度には、短期大学部キャンパスに建設する新看護学部棟の建物の基本・実施設計を
予定している。 

 
イ 大学院の教育研究体制等の整備等 
・ 6 年制の薬学科の卒業生のための進学先として、新たに 4年制博士課程の薬学専攻
を設置するとともに、4 年制の薬科学科を卒業し、薬科学専攻博士前期課程を修了
する学生のための進学先である同博士後期課程を設置し、薬学 6 年制教育の実施に
伴う大学院の教育体制を整備した。 

・ 平成 23年 4 月 1日より、従来の大学院経営情報学研究科を経営情報イノベーショ
ン研究科に改称するとともに、静岡県内で初となる経営系の大学院博士後期課程を
設置し、経営と情報のツールを使って社会の様々な分野でイノベーションを喚起す
る人材の育成を図ることとした。平成 23 年度入試では、修士課程 17 人(定員 10人)、
博士後期課程 7 人(定員 3人)の学生が入学した。 

・ 大学院経営情報イノベーション研究科の附属センターとして、医療経営研究セン
ターを地域経営研究センターから分離・設置した。平成 23 年度は、平成 21 年度か
ら始まった医療経営人材養成事業の最終年度を実施し、3か年で、県内 38 の公的病
院のうち、全ての公立病院を含む 32 病院から 96 人(うち院長 6 人、副院長 13 人、
看護部長 19 人、事務部長職 19 人を含む)が参加、県内基幹病院となるこれら病院の
持続的運営の支援に貢献した。 

 
ウ 環境系新学科の設置検討 
・ 環境に関する学部から大学院までの一貫した教育体制を整備するとともに、複雑
で多様化した環境問題、特に食や健康に関連した諸問題に科学的に対応できる人材
を養成するための教育研究を行う環境系新学科の設置に向けた構想について、学内
的に検討を進めた。 

 
エ 教育環境の整備 
・ 講義室から順次進めてきた空調設備の整備については、平成 23年度の食品栄養科
学部の学生実験室、薬学部の実習室への整備によりすべて終了し、講義、実験・実
習のすべての授業において夏場での学生の良好な教育環境を確保した。 

・ 短期大学部においては、調理・栄養実習室の視聴覚機器及び講義室、演習室の AV
装置を更新し、教育環境の充実を図った。 

 
オ 同窓生との情報ネットワークづくり 
・ 短期大学部においては、新たに「静岡女子短期大学・静岡県立大学短期大学部 同
窓会だより（創刊号）」を発行し、同窓生との情報ネットワークづくりにおいて、
一層の活性化を図った。（平成 24年 3 月） 

 
(3) 学生支援の強化 
ア ラーニングコモンズ(共有の場)の整備 
・ 県立大学図書館においては、本を借りる、読む、あるいは静かに調べ物をするな
どの図書館の持つ従来の機能に加え、学生がグループ学習やゼミ等が行えるスペー 
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スの整備などラーニングコモンズとしての機能を整備した。 
 
イ 学生の自主的学習の支援 
・ 短期大学部においては、学生ホールや自習コーナー等の自習室に、新たに辞書や
国家試験問題等を配置し、学生の自主的学習を支援した。 

 
ウ 相談体制等の強化 
・ 増加する学生相談に対し、カウンセラーの常駐化や常駐時間の週 28 時間から 38 
時間への増加など、カウンセリング体制を強化した。また、カウンセラーが各学部
の教授会に出向き、学生の心理状況についての意見交換を行った。 

・ 近年増加しているメンタルヘルス対策として、新たに新入生全員に対して、全国
の大学で用いられているメンタルテストを行い、問題を抱えている学生については
面接を行うなど、ケア体制を整えた。 

 
エ 私費外国人留学生への新たな奨学金制度の構築 
・ 留学生が増加傾向にある中、優秀な私費外国人留学生に対し、一層の経済的支援
を行うため大学独自の奨学金制度を新たに設け、学部学生 5 人、大学院学生 7 人に
支給した。 

 
オ キャリア形成、就職支援等の強化 
・ 学生の一層のキャリア形成を支援するため、キャリア支援センター主催の「キャ
リア形成概論Ⅰ、Ⅱ」を引き続き行うとともに、新たに、日頃の文章力の強化を狙
いとした「ライティング基礎」、「ライティング実践」の講座を開講した。 

・ 平成 23年度から新たに民間企業出身者 2 人を求人開拓員として採用し、県内企業
171社を訪問するなどして、学生の新たな求人先の確保を図った。 

 
カ 高い就職内定率を維持 
・ 個別相談を始め、ガイダンスの増加、学内における初めての個別企業説明会の開
催、教職員、保護者等への説明会などきめ細かな就職支援を行い、平成 23年度学部
卒業生の就職内定率（3 月末現在）は 98.6％となり、昨年の 98.9%に並ぶ高水準と
なり、全国平均の 93.6％や県内平均 89.6％を大きく上回った。 

・ 短期大学部においては、公務員試験対策講座、コミュニケーション講座や卒業生 
による就職・進学ガイダンスなどの充実を図った。特に静岡県雇用創出事業を利用
し、キャリアコンサルタントによる個別面接指導を数多く開催するなど、短期大学
部におけるキャリア教育の更なる充実に取り組んだ。その結果、就職内定率（３月
末現在）は 100％を達成し、平成 22年同期を 1.6ポイント上回り、全国短大平均 89.5%
や県内平均 92.2%を大きく上回る好結果となった。 

 
２ 地域貢献 
(1) 地域社会との連携 
ア 地域貢献推進体制の整備 
・ これまで各部局、組織等でそれぞれが実施してきた地域貢献に係る諸事業を全学 

的視点から総合的に推進するとともに、地域連携の相談窓口、地域連携活動の情
報発信機能を集約するため、学長を本部長とする地域貢献推進本部を平成 24 年 4
月に設置することとした。 

 
イ グローバル地域センターの設置 
・ (財)静岡総合研究機構が有していた地域課題解決等のためのシンクタンク機能を
継承し、主としてアジア・太平洋及び危機管理に関する調査研究を行うグローバル
地域センターを大学の附置施設として平成 24 年 4月に設置することとした。 

 
ウ 英語教育の支援 
・ 言語コミュニケーション研究センターでは、引き続き、地域の高校・大学の英語
教員を対象としたワークショップ「英語プレゼンテーション」を開催したほか、平
成 23 年度から小学校に英語の授業が導入されたことに伴い、小学校教員を対象とし
たワークショップ「小学校における英語活動」を新たに開催するなど、地域の英語
教育活動の支援を行った。 

 
エ HPS 養成講座の実施 
・ 短期大学部においては、社会人専門講座「HPS 養成講座」を平成 22 年度に引き続
き実施した。平成 23 年度においては、定員 15 人程度に対し、岩手県から福岡県に
至る広域から 41人の応募があり、選考した結果 16人を受講生とし、HPS（ホスピタ
ル・プレイ・スペシャリスト）として養成した。 

 
オ 社会人リカレント教育の実施 
① 看護学び直しプロジェクト始動 
・ 看護学部の卒業生が、近年の看護を取り巻く環境の変化に対応し、より最新の知
識、技術を身につけ、医療現場での適切な処置ができるよう専門基礎教育の学び直
し講座を開講した。講義は、連続 5 回程度の講義を 3 ヶ月毎に実施し、同じ内容の
講義を平日夜と日曜午後の 2 回に行うなど、地域の医療施設に勤務する卒業生が参
加しやすいよう工夫した。 

② 三公立薬剤師生涯学習支援講座の開催 
・ 公立大学で薬学部を持つ本学と名古屋市立大学、岐阜薬科大学の 3 大学が連携し
て、平成 20年度から 3年間、地域で活躍する薬剤師が、大学卒業後も最新の薬学知
識や新しい技能の習得できるよう、文部科学省の社会人学び直しニーズ対応教育プ
ログラムとして生涯学習支援講座を実施したが、23年度以降も 3大学の独自の連携
事業として引き続き開講することとし、9回の講座を実施した。 

③ 国家試験等対策講座の実施 
・ 短期大学部においては、平成 23 年度新規事業として、保育士資格取得後、実務経
験 3 年を経過する者を対象とした「幼稚園教員資格認定国家試験対策講座」を開設
し、社会福祉専攻卒業生を含む保育士個々のスキルアップ及び可能な職域の拡大を
図った。また、社会福祉学科社会福祉専攻卒業生で 2 年以上の実務経験を有する者
を対象として「社会福祉士国家試験対策講座」を、介護福祉士国家資格取得を目指 
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す介護実務者を対象として、国家試験実地試験を免除するための「介護技術講習会」
を実施した。 

 
カ 女性健康相談室の充実 
・ 短期大学部においては、健康支援センター活動の一環として、一般の方を対象に
平成 20 年 4 月から更年期相談室を設置していたが、平成 23 年 4 月より新たに女性
健康相談室と名称を変更し、更年期に関わる相談に加え、妊娠、出産、不妊に関す
る相談にも応じるようにした。 

 
(2) 産学官の連携 
ア 特許の活用 
・ 本学の知的財産を産業界に移転促進するため、県内外での 9 回の新技術説明会、
17 回の新技術相談会を開催した。特に、本学が特許出願した「米ペースト」に関す
る発明については、地域企業、静岡県食料産業クラスター協議会等で構成する「米
ペーストプロジェクト」において、学校給食用パンの原料を研究開発し、平成 24
年 3月には試作品が完成するなど、具体的成果が期待される段階となった。 

 
イ 共同研究・受託研究の獲得 
・ 共同研究、受託研究を獲得するため、引き続き学内教員への意識啓発を行うとと
もに、企業、団体等が参加する各種展示会への出展や毎年、本学で開催する「産学
民官の連携を考えるつどい」等を通じ企業、団体等との交流を推進した結果、計画
の 70 件に対し 98 件の契約を獲得した。件数としては、中期計画期間中、最高であ
り、日頃の活動の成果が現れたものといえる。 

 
(3) 他大学等との連携推進 
ア 大学ネットワーク等における県内大学との連携 
・ 大学ネットワーク静岡が主催した中国上海及び韓国ソウルで開催された「静岡留
学フェア」に県内の他大学と共同して出展し、中国及び韓国からの留学生の受入確
保を図ったほか、県内大学等との単位互換や共同授業の実施の等、交流・連携を進
めた。 

 
イ 3 大学連携によるフィールドワーク演習 
・ 生活健康科学研究科環境物質科学専攻においては、フィールドワーク演習として、
例年と同じ佐鳴湖での観測及び試料採取と本学での機器分析のほか、初めての試み
として、静岡大学及び東海大学と合同で、静岡大学・中川根演習林等において森林
生態系の観察を通した野外講義を行うなど、新たな大学間連携の道を開いた。 
 

 
ウ 教員免許状更新講習等への連携・協力 
・ 静岡大学が主催する教員免許状更新講習に対し、英語及び数学講習の一部を本学

が担当した。また、県教育委員会と連携し、中学・高校英語科教員、高校商業科
及び家庭科教員の研修会に講師を派遣した。 

 
 
 
３ 国際交流 
(1) 交流の推進・拡大 
・ 協定校を中心に、研究者の派遣・受入、共同研究等を推進したほか、新たに米国・
カリフォルニア大学デービス校、ベルギー・ブリュッセル自由大学、タイ・マヒ
ドン大学と大学間協定を締結し、外国の大学との学術交流を推進・拡充した。 

・ 交流協定を締結しているドイツのブレーメン州立経済工科大学から初めて学生
を受け入れるなど、5 カ国間で、過去最高の受入 6 人、派遣 11 人(うち 5 人が 1
年間)、計 17人の学生の交換留学を実施した。 

 
(2)  留学生等支援 
・ 留学生のための初級日本語、中級日本語の講座を引き続き開講するとともに、平
成 24 年度から現代日本の社会及び文化への理解を深めるため、英語による「現代
日本文化入門」講座を開講することとした。 

・ 留学生の増加に伴う各種相談の増加や学習・生活指導等の充実強化、また、日本
人学生の留学相談等に対応できる英語力のある職員 1名を学生室に増員配置した。 
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中 

期 

目 

標 

ア 全学的な運営体制の構築 

 経営の責任者である理事長と教学の責任者である学長が相互に連携し全学的な運営体制を構築しつつ、リーダーシップを発揮

できる仕組みにより意思決定の迅速化と業務の効率化を図る。 

イ 効果的・戦略的な組織運営 

各学部等においては、全学的な方針のもとで、学部長等を中心とした効果的・機動的な組織運営を行うとともに、部局間の連

携強化とそのシステムの構築を図る。 

ウ 教員・事務職員の連携強化 

 教員と事務職員との連携を強化し、一体的かつ効果的な業務運営を行う。 

エ 学外意見の反映 

 役員や審議会への経営感覚に優れた学外人材の登用や社会のニーズを反映できる各界からの参画などを図り、大学経

営の機能強化や開かれた大学運営を推進する。 

オ 内部監査機能の充実 

 監事を中心とした実効性のある監査体制を整備し、また、監査業務に従事する職員の専門性の向上を図り、財務規律

や法人業務の適正処理を確保する。 

 

中期計画 ２３年度計画 自己評価の判断理由（計画の実施状況等） 
自己 

評価 
検証 特記事項 

ア 全学的な運営体制の構築     

① 経営と教学の役割分担を

明確にするとともに、理事

長、副理事長及び理事で構成

する役員会を開催し、連携を

図る。 

・ 役員会を定期及び随時に開催し、機動

的な法人運営を図る。（№166） 

 

 

・ 月 2 回の定例役員会を開催し、人事、組織、経営等重要事項を

審議するとともに、役員相互の情報・意見交換を行い、機動的な

法人運営に努めた。 B 

  

② 経営審議会及び教育研究

審議会を定期及び随時に開

催し、経営及び教育研究に関

する重要事項について審議

する。 

・ 経営審議会及び教育研究審議会におい

ては、役員会や大学内の各機関との役割

分担や連携を図りながら定期及び随時に

開催し、効率的・効果的な組織運営を行

う。（№166－2） 

・  経営審議会を年 4回、教育研究審議会を月 1回開催し、法人諸

制度や年度計画等と関連付けて審議するとともに、経営及び教育

研究に関する重要事項についてそれぞれ審議し、効率的・効果的

な組織運営を行った。 

 

B 

  

イ 効果的・戦略的な組織運営      

① 部局長の権限と役割を明

確化し、部局長のリーダーシ

ップを発揮した部局運営を

行う。 

・ 学部長と副学部長との連携により、リ

ーダーシップを発揮した部局運営を行

う。（№167） 

 

・ 副学部長を一部委員会の委員に充てるなど、学部長の負担軽減

を図り、学部長補佐としての役割を明確にする体制を継続した。

また大学運営会議へは学部長とともに副学部長にもオブザーバー

として出席を求め、両者の連携による柔軟かつ機動的な部局運営

を図った。 

B 

  

第３ 法人の経営に関する目標 
１ 業務運営の改善及び効率化 
(1) 運営体制の改善 



 66 

 

② 学長及び部局長等で構成

する大学運営会議を開催し、

部局間の連携強化を図る。 

・ 大学運営会議を定期及び随時に開催し、

部局間の連携強化と機動的な大学運営を

図る。（№168） 

・ 大学運営会議を毎月 1 回開催し、大学運営に関する協議及び情

報交換等により、機動的な大学運営及び部局間の連携の強化を図

った。 

B 

  

ウ 教員・事務職員の連携強化      

各委員会組織や所掌事務の

見直しを行うなど、教員と事

務職員の役割分担を明確にす

るとともに、教職員が一体と

なって事業の企画、立案、執

行に参加できるシステムを構

築する。 

・ 大学運営会議や各委員会などにおいて、

教員と事務職員の積極的な意見・情報交

換を促し、連携を強化する。（№169） 

 

・ 大学運営会議においては、メンバーとして部長級以上の事務職

員を加え、またオブザーバーとして副学部長等の出席を求めるこ

とにより教員と事務職員の積極的な意見・情報交換を促し、連携

の強化を図るとともに、各種委員会においては事務職員が事務局

として運営に加わるなど、常に教員と連携しながら事業を推進す

る体制を継続した。 

 

・ 短期大学部においては、FD 委員会で、教員と事務職員との連携

を促すための FD講演会を実施した（平成２４年２月）。 

B 

  

エ 学外意見の反映      

① 理事、経営審議会及び教

育研究審議会等に学外の有

識者、専門家等を登用し、大

学運営に外部の意見を反映

させる。 

・ 外部有識者、専門家から、引き続き大

学運営に関する意見を聞く。（№170） 

 

・  役員会、経営審議会及び教育研究審議会を通じて、委員に任命

された外部有識者や専門家等の意見を聞き、大学運営に反映させ

た。 B 

  

② 県民の意見・要望を聞く

ための窓口を設置し、大学運

営に反映させるシステムを

整備する。 

・ 一般県民からの意見・要望に適切に対

処するための方策を検討する。（№171） 

 

・ 県立大学、短期大学部及び法人本部等に寄せられた県民からの

質問・意見・苦情等に対して、それぞれの担当部局において適切

な対応を図った。 
B 

  

オ 内部監査機能の充実      

① 法定による監査に加え、

内部監査を積極的に実施す

るため、監査室を設置し、監

事及び会計監査人と連携し

て業務の適正化及び効率化

を図る。 

・ 監査の項目、実施方法等の検討を継続

し、より効果的な監査を行うための課題

の分析、見直しを行う。（№172） 

 

・ 監査の項目を見直し、改善指導の徹底を図るなど、大学運営の

健全性の確保に努めた。 

B 

  

② 監査業務に従事する職員

の専門性向上を図るため、学

外の専門家の協力を得るな

どにより、必要な研修を実施

する。 

・ 外部の専門機関の実施する研修会への

参加や先進大学の調査等により、監査業

務に従事する職員の専門知識及び技術の

向上を図る。（№173） 

 

・ 外部の専門機関が実施する研究会等に監査担当職員を参加させ、

内部監査知識の習得及び技術の向上に努めた。 

B 
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中
期
目
標 

教育研究の進展や社会的要請等に対応するため、教育研究組織のあり方について不断に検討し、適切に見直しを行う。 

 

中期計画 ２３年度計画 自己評価の判断理由（計画の実施状況等） 
自己 

評価 
検証 特記事項 

① 教育研究の進展や時代

の変化、学生や地域など社

会の要請等に適切に対応

するため、教育研究組織の

あり方について不断の検

討を行い、学部、研究科等

の教育研究組織の統合・再

編・見直しを行う。 

・ 平成 24 年度に新たに開設する薬科学専

攻博士後期課程（3 年制）及び 4 年制博士

課程の薬学専攻（仮称）の設置を文部科学

省に申請し、運営体制の整備を図る。（№

174-1） 

・ 文部科学省との事前相談等をふまえ、薬食生命科学総合学府及

び薬学専攻（博士課程）、薬科学専攻（博士後期課程）、薬食生命

科学専攻（博士後期課程）の設置を届け出し、薬食生命科学総合

学府及び 5 専攻（食品栄養科学専攻、環境科学専攻を含む）の平

成 24年度設置が認められ、平成 24年度入学生の入試を実施した。

また、学位の名称等の検討や運営体制の検討を行った。 

B 

  

・ 薬食生命科学総合学府及び薬食生命科学

専攻（仮称）博士後期課程の設置及び環境

物質科学専攻の名称（環境科学専攻（仮称）

へ）変更を申請し、運営体制の整備を図る。

（№174-2、 174-3） 

・ 薬食生命科学総合学府及び薬食生命科学専攻（博士後期課程）

の平成 24年度設置・開設及び環境物質科学専攻の名称変更（環境

科学専攻へ）を届け出、受理された。また、薬食生命科学専攻の

学位名称は、博士（薬食生命科学及び生命薬科学）とするなど、

学則を整備し、入試を実施した。 

B 

  

第３ 法人の経営に関する目標 
１ 業務運営の改善及び効率化 
(２) 教育研究組織の見直し 
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・ 国際関係学研究科博士後期課程設置につ

いて検討を継続する。  

 

・ 経営情報イノベーション研究科において

は、博士課程の設置に伴う問題を洗い出し、

改善する。 

・ 医療経営研究センターの活動を開始し、

初年度に発生した問題点の洗い出しを行い

つつ、長期的展望について検討する。  

 

 

 

 

 

 

・ 看護学研究科博士後期課程の設置を検討

する。     

・ 特定看護師（仮称）等の高度実践看護師

養成課程の検討準備を行う。 

（№174-4） 

・ 国際関係学研究科内に博士後期課程設置検討ワーキンググルー

プを作り、博士後期課程設置の可能性と問題点の検討を行った。 

 

・ 経営情報イノベーション研究科博士後期課程においては、教務

あるいは学生の学習環境における問題点も明らかにし、それにつ

いての対策を講じた。 

・ 医療経営研究センターでは、開設初年度の活動として、5月にセ

ンターを外部から評価するガバナンス会議の初回を開催し、7月に

はパンフレットを関係各所に 2500部を配布するなど、県内地域保

健医療へ貢献する機会を思料するためにセンター設立の広報に努

めた。そして、センター長が静岡県から受託する県内公的病院の

幹部を対象とした医療経営人材養成講座を開くとともに、本学創

立 25周年記念行事の一つとして特別公開セミナーを企画・開催す

るなど積極的な活動を行った。 

 

・ 看護学研究科博士後期課程の設置については、専門機関に意見

を聞くなど、引き続き検討した。 

・ 特定看護師（仮称）等の高度実践看護師養成課程の設置につい

ては、専門家に意見を聞くなど、検討を行った。 

B 
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・ 食品栄養科学分野における学生や社会の

要請に適切に対応するため、将来の教育研

究組織を再検討する。（№174-5） 

・ 食品栄養科学部内での環境系新学科の設置を目指して、カリキ

ュラム、設備、教育体制、学部運営等の検討を進めた。 B 

  

・ 引き続き、公共経営ワークショップと国

際経営ワークショップを三大学（静岡県立

大学、静岡大学、静岡産業大学）が連携し

て行う。また、三大学連携事業のプロジェ

クト委員会を引き続き開催し、連携活動の

検討、実施を行う。（№174-6） 

・ 平成 22年度に引き続き、静岡大学、静岡産業大学と連携し、県

内自治体等の参加を得ながら公共経営と国際経営の 2 つのワーク

ショップ型講義を開講した。また三大学連携事業のプロジェクト

委員会において、今後の連携活動についての検討、立案を行った。 
B 

  

・ 看護学部を拡充し、短期大学部看護学

科を 4 年制に移行するための準備作業を

進めるとともに、県立大学として特色あ

る先進的な看護教育を展開していくため

の将来計画を検討する。（№174－6A） 

・ 看護教育拡充専門委員会において「静岡県立大学看護教育拡充

基本計画」を取りまとめ、短期大学部看護学科の４年制への移行

及び県立大学看護学部の拡充（統合）に向けて、設立団体である

県との予算協議を行った。 

・ なお、本計画には、県医師会、病院協会、看護協会の代表や県内

外の有識者の意見等も参考にして、拡充後の看護学部の人材養成

や教育内容の基本方針、教育場所の考え方、施設整備の概要等を

盛り込んだ。 

B 

  

・ 短期大学部においては、歯科衛生学科と

社会福祉学科について教育行政の動向及

び受験生ニーズ等の把握に努め、引き続き

教育や組織のあり方について検討する。

（№174-7） 

・ 短期大学部においては、関連団体等より教育行政及び受験生ニ

ーズの情報を収集し、引き続き各学科を中心に教育や組織の在り

方について検討した。 
B 

  

② 教育研究組織の見直し

については、経営審議会、

教育研究審議会等におけ

る審議など、学外者の意見

を取り入れて検討を進め

る。 

・ 教育研究組織の見直しについて経営審議

会及び教育研究審議会で審議するととも

に、見直しの進捗状況に応じて必要な各種

ニーズ調査等を行う。（№175） 

・  教育研究組織将来計画委員会で検討した事項については、引き

続き検討することとしたものを除き、経営審議会や教育研究審議

会で審議した。 
B 
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中 

期 

目 

標 

ア 戦略的・効果的な人的資源の活用  
(ｱ) 教職員にインセンティブ（動機付け）が働く仕組みの確立 

意欲・業績等が適切に反映される制度を導入することにより、教職員にインセンティブが働く仕組みを確立し、教育研究活
動の一層の活性化を図る。 
(ｲ) 全学的視点での任用 

全学的視点に立った戦略的・効果的な人事を行うとともに、公正性、透明性、客観性が確保される任用制度を構築し、効果
的な運用を図る。 

イ 弾力的な人事制度の構築 
非公務員型としてのメリットを活かし、多様な任用形態、柔軟な勤務形態等の弾力的な人事制度を構築し、効果的な運用を図

る。 

 

中期計画 ２３年度計画 自己評価の判断理由（計画の実施状況等） 
自己 

評価 
検証 特記事項 

ア 戦略的・効果的な人的資源の活用 

(ｱ) 教職員にインセンティブ（動機付け）が働く仕組みの確立 
    

① 教員及び事務職員の評

価制度を構築し、評価結果

を処遇等に適切に反映で

きるよう活用体制を整備

する。特に、教員の業績評

価については、教育、研究、

地域貢献等の実績に基づ

く客観的な教員評価制度

を確立し、公正な評価を行

う。（平成 19 年度以降シス

テムの検討、試行を経て、

平成 23 年度評価制度確立

予定） 

・ 県における職員の評価制度の実施状況を

調査し、法人の事務職員に対する評価制度

等の導入について引き続き検討する。 

・ 教員活動評価制度を本格実施するととも

に、評価結果の活用について検討する。(総

務室（№176） 

 

 

 

 

 

・  県の職員の評価制度の実施状況や県内の地方独立行政法人（文

化芸術大学、県立病院機構）の評価制度に係る検討状況について

調査し、当法人における導入の可能性等を検討した。 

・ 教員活動評価制度を本格実施した。また、評価結果の活用につ

いては、教員評価制度に関連したサバティカルイヤー制度を導入

している他大学の状況を調査し検討を行った。 

 

 

B 

 

  

(ｲ) 全学的視点での任用      

① 教職員の採用に当たっ

ては、広く国内外から多様

な人材を任用する。 

・ 原則として、教員の採用は公募により行

う。 （№179） 

・ 正規教員はすべて公募により採用した。 

 
B 

 

  

② 公正性、透明性、客観性

が確保されるよう全学機

関として人事委員会を設

・ 経営審議会及び教育研究審議会が指名す

る委員による教員人事委員会により、公正

性、透明性、客観性が確保される任用を行

・ 経営審議会及び教育研究審議会が指名する委員による教員人事

委員会により、公正性、透明性、客観性が確保される任用を行っ

た。 

B 

 

  

第３ 法人の経営に関する目標 
１ 業務運営の改善及び効率化 
(３) 人事の適正化 
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置する。 う。 （№180）  

イ 弾力的な人事制度の構築     

① 教員の任用については、

任期制や公募制を活用し、

教育研究の活性化を図る。 

・ 助教の任期制（任期付き採用）の全学へ

の導入を推進する。（№181） 

 

・ 任期制については、8つの学部等で導入済であり、薬学部（6人）、

食品栄養科学部（3人）、看護学部（5人）及び言語コミュニケーシ

ョン研究センター（2人）で任期付の助教（特任含む）を採用した。 

B 

 

  

② 教職員が大学や社会に

貢献できるよう兼業・兼職

制度を確立し、適切な運用

に努める。 

・ 教職員が大学や社会に貢献できるよう兼

業制度の適切な運用を行う。（№182） 

 

・ 職員兼業規程を改正し、兼業先からの依頼状、兼業申請（届出）

及び許可書を一つの様式で行えるようにして、兼業手続きの簡素

化を図るとともに、兼業制度の適切な運用に努めた。 

 

B 

 

  

③ 教育研究に従事する職

務の特殊性から、教員に変

形労働制や裁量労働制等

の多様な勤務形態を導入

する。 

・ 教員の勤務実態と法制度を勘案し、必要

に応じて勤務形態を見直す。（№183） 

 

・ 教員が、教育研究に従事しつつ、子育てや介護の時間を確保（ワ

ークライフバランス）できるように以下の制度改正を行った。 

・ 教員の任期等に関する規程を改正し、育児休業・介護休業等の

期間を限度として、任期延長を可能とした。 

育児又は介護を行う職員の早出遅出実施要領」を改正し、子の出

迎え対象施設を拡大するとともに、時期を限定せず１年中利用可

能とした。 

B 

  

④ 学会・研修への参加やフ

ィールドワークの実施等

に配慮し、サバティカルイ

ヤー導入の検討を行う。 

・ 教員評価制度に関連したサバティカルイ

ヤー制度の検討を行う。（№184） 

 

・ 教員評価制度に関連したサバティカルイヤー制度の導入につい

て、他大学の状況を調査し検討を行った。 

 
B 
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中 

期 

目 

標 

ア 事務処理の効率化 
事務職員の専門性を高めるためスタッフ・ディベロップメント（組織的に行う職員の職務能力開発）活動を積極的に推進す

るとともに、総務事務等の集中化や IT（情報技術）の活用の推進などにより、効率的・効果的で生産性の高い事務処理を図る。 
イ 事務組織の見直し 

効率的・効果的で生産性の高い事務処理を行うため、事務組織のあり方について不断に検討し、適切に見直しを行う。 

 

中期計画 ２３年度計画 自己評価の判断理由（計画の実施状況等） 
自己 

評価 
検証 特記事項 

ア 事務処理の効率化     

① 事務職員が大学経営に必

要な最新の知識を習得でき

るよう、外部機関の実施する

研修に参加させるなど、大学

全体として研修体制を確立

し効果的な運用を図る。 

・ 参加した研修の効果や大学運営に必要

な最新の知識の習得機会の提供といった

観点から、SD研修年度計画を検証し、必

要に応じて改善を図る。 

（№185） 

 

・ 参加した研修の効果や大学運営に必要な最新の知識の習得機会

の提供といった観点から、SD 研修年度計画を検証するとともに、

職員が視野を広げることのできるような研修の情報提供に努め

た。 
B 

  

② 定型的な業務や専門的な

業務について、外部委託や人

材派遣等アウトソーシング

を積極的に活用し、事務処理

の合理化を図る。 

・ 事務処理方法の見直しなどを行い、外

部委託や人材派遣等アウトソーシングを

活用して効率的な事務処理を行う。（№

187） 

 

・ 事務処理方法の見直しなどを行い、総務事務、情報ネットワー

ク管理業務、出納業務や図書館業務などについて、引き続き外部

委託や人材派遣等アウトソーシングを活用して効率的な事務処理

を行った。 

 

B 

  

③ 全学的に図書の予算管理

を一元化し、基本図書の受入

れ・登録業務や雑誌・電子媒

体の契約業務を一本化し、事

務処理の効率化やサービス

の向上を図る。 

・ 図書館業務の効率化を図り利用者サー

ビスの向上に努める。（№188） 

 

・ 業務用電子ファイルデータについて、事務室内 LANにより用途別

に職員間、図書館スタッフ間、及び職員とスタッフ間で利用できる

ようにした。 

 

 

B 

  

イ 事務組織の見直し      

事務組織全体について、事

務の標準化、集中化等により

効率的な事務体制を確立する

とともに、継続的な見直しを

実施する。 

・ 事務の標準化、集中化等により効率的

な事務体制を整備するとともに、継続的

な見直しを実施する。（№189） 

 

・ ホームページ上掲載の諸書類の見直しにより、必要な書式の入

手を容易にし、効率化を図った。 

・ 教職員が利用する各種の申請様式について、手続きの適正性を

保ちつつ、可能な限り書類作成の記載事項の簡素化を図るなど事

務の効率化を進めた。 

 

・ 短期大学部においては、出納業務等について、不明な点等は県

立大と調整しながら実施した。また、作業の予定を立てやすくし、

B 

  

第３ 法人の経営に関する目標 
１ 業務運営の改善及び効率化 
(４) 事務等の生産性の向上 
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毎回の日程調整が不要になるよう委員会の開催日時を定例化し

た。 
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中
期
目
標 

ア 授業料等学生納付金 
授業料をはじめとする学生納付金は、法人の業務運営における基礎的な収入であることを踏まえつつ、受益者負担の適正化

や社会情勢等を勘案し、適切に料金設定を行う。 
イ 外部研究資金その他の自己収入の増加 

教育研究活動のさらなる向上を目指し、科学研究費補助金をはじめとする競争的資金への取組や産学官連携・地域連携によ
る共同研究・受託研究への取組などを推進する。 

 

中期計画 ２３年度計画 自己評価の判断理由（計画の実施状況等） 
自己 

評価 
検証 特記事項 

ア 授業料等学生納付金     

授業料等の学生納付金につ

いては、教育内容、他大学の

動向、社会情勢等を総合的に

勘案し、適正な額に設定する。 

・ 他の国公立大学、短期大学の状況を勘

案し、平成 22 年度と同じ金額に設定す

る。（№190） 

 

・ 他の国公立大学、短期大学の状況を勘案し、平成 22年度と同じ

金額に設定した。 
B 

  

イ 外部研究資金その他の自己収入の増加 
 

    

① 中期目標を踏まえて、全

教員に外部資金（科学研究費

補助金、受託研究、共同研究、

奨学寄附金等）増加に向けた

取組みを促す。（申請には研

究分担者・研究協力者を含

む。）（取組率 100％を目指

す。） 

・ 外部資金の獲得に向けて各種の研究助

成金制度について、説明会の開催やメー

ル等により、教員に情報提供する。 

・ 企業等学外向け成果発表会を実施し受

託共同研究の獲得を促進する。 

 

 

 

・ 短期大学部においては、教員に取組状

況等のデータを公表し、更なる取組を促

す。（№191） 

・ 外部資金の獲得に向け、科学研究費補助金や（独）科学技術振

興機構の研究助成金の説明会を開催したほか、各種助成金の公募

情報を随時教員に向けて情報提供を行った。 

・ 県内で成果発表会を開催したほか、東京においても新技術説明

会を開催して受託・共同研究の獲得を図り、科学研究費補助金、

受託研究、共同研究、奨学寄附金等併せて 374 件（大学 361 件、

短期大学部 13件）の資金を獲得した。 

 

・ 短期大学部においては、平成 23年度科学研究費補助金公募要領

等説明会にて、応募件数、採択件数等のデータを公表し、更なる

取組を促した。平成 23年度においては、科学研究費補助金、共同

研究、奨学寄附金等併せて 13件の資金を獲得した。 

 

B 

  

② 外部資金獲得のための制

度の紹介及び申請方法の研

修会を実施する。 

・ 教職員に対し、各種研究助成金に関す

る情報を正確に伝達するとともに、科学

研究費補助金の申請説明会への参加を促

すなど、外部資金獲得に向けた意識啓発

を図る。 （№192） 

・ 助成金や競争的資金の公募情報を定期的に全教員に周知したほ

か、教育研究審議会において部局別の外部資金の獲得状況を公開し

た。 

・ 科学研究費補助金の申請説明会については、全教員へのメール

配信や学部長等を通じて出席を促し、教員 157人の参加があった。

説明会は、従来の申請方法の説明に加え、応募上の留意点について

学内教員による解説を行うなど内容の充実を図った。 

B 

  

第３ 法人の経営に関する目標 
２ 財務内容の改善 
(１) 自己収入の確保 



 75 

 

 

・ 短期大学部においては、各種研究助成金の公募についての情報

をメールにて配信し、科学研究費補助金については、平成 23 年度

科学研究費補助金公募要領等説明会への出席を促し、あわせて科研

費獲得セミナーを開催した。（平成 23年 10月） 

③ 部局毎に外部資金獲得の

目標を設定する。 

・ 部局別の外部資金の獲得状況を公開す

るとともに平成 23 年度における部局別

の件数、金額の目標を設定する。（№193） 

 

・ 教育研究審議会において、部局別の外部資金の獲得状況を公開

するとともに、件数、金額とも平成 22年度実績以上の獲得を部局

毎の目標として獲得努力を要請した。 

 

・ 短期大学部においては、外部資金の獲得状況を公開するととも

に、獲得件数、金額の目標を設定した。短期大学部では平成 23年

度の科学研究費補助金の採択件数において全国短大中 1 位、金額

においては 5 位であった。 

B 

  

④ 講習会・研修会等の受講

料収入などにより、自己収入

の増加を図る。 

・ 地域社会のニーズに応じた研修会や公

開講座、リカレント教育プログラムを計

画、実施し、適切な事業収入の確保に努

める。 

 

 

 

・ 短期大学部においては、HPS 養成講座

を、継続して社会人専門講座として実施

し、受講料の徴収を行う。（№194） 

・ 全学公開講座については、平成 22年度から引き続き受講料（資

料代分）の徴収を実施した(短大会場分を除く。)。 

・ 地域経営研究センターにおいて社会人を対象とした有料の講座

を 10講座開講し、延べ 169人が受講した。 

・名古屋市立大学及び岐阜薬科大学との連携薬学リカレント講座に

おいては、各大学が独自に受講料（資料代分）の徴収を実施した。 

 

・ 短期大学部においては、HPS（ホスピタル・プレイ・スペシャリ

スト）養成講座及び幼稚園教員資格認定試験対策講座を継続して

社会人専門講座として実施し、受講料の徴収を行った。また介護

技術講習会についても継続して実施し、自己収入の増加を図った。 

B 
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中
期
目
標 

常に財務状況の分析を行い、管理的経費の見直し及び節減に努めるなど、財務内容の向上を図り、重点的かつ効率的な予算執行
を進める。 
県から法人に交付する運営費交付金の対象となる管理的経費は、事務運営の効率化を進める中で、平成 24 年度において平成 19
年度に比して 5％の削減を図る。 

 

中期計画 ２３年度計画 自己評価の判断理由（計画の実施状況等） 
自己 

評価 
検証 特記事項 

① 常に財務状況の分析を行

い、効果的な予算配分を行う

など、業務運営の改善に役立

てる。 

・ 既存事業の見直しや再構築、重点化に

加え、事務の効率化を図り、教育・研究

活動の維持向上に繋がる事業に対して、

財務状況を見ながら計画的、戦略的に予

算配分を行う。 

・ 事務の効率化等を考慮し、複数年契約

の対象業務の拡大を図る。（№195） 

・ 予算の執行状況を踏まえ、学生の QOL の向上や施設の維持修繕

等、緊急性や重要性を勘案して、柔軟な予算配分に努めた。 

 

 

 

・ 平成 22年度における委託業務等事務改善検討委員会での検討結

果を踏まえ、複数年契約の対象業務(設備管理、警備等)を拡大し

た。 

B 

  

② 中期目標を踏まえて、業

務委託や物品等購入方法等

の見直しにより、経費の削減

を図る。また、ESCO 事業等

の省エネルギーのための設

備を導入し光熱水費の削減

を図る。（平成 21年度導入予

定） 

・ ESCO事業について、データの検証をし

つつ、更なる経費節減に努める。（№196） 

 

・ ESCO 事業では、電気使用量は当初計画値（省エネルギー改修以

前の平成 17～19 年度の平均値）に比べ約 3.5％増加したものの、

ガス及び水道使用量を節約した結果、光熱水費については当初計

画値に対し、総じて節減することができた。 
B 

  

③ 全学的に光熱水費の使用

状況を把握・分析し、学内で

公表するなど、教職員のコス

ト意識を高める。 

・ 光熱水費の使用状況について年度別の

データを整理し、増加した場合は、原因

を解明するなど、更なるコスト意識の高

揚を図る。（№197） 

・ 年度別、棟別、全体に区分して光熱水費に係るデータ（使用量

ベース）の一覧表、電気・ガスの単価及びグラフ化したものを全

教職員あてにメールにて配信し、コスト意識の高揚を図った。 
B 

  

第３ 法人の経営に関する目標 
２ 財務内容の改善 
(２) 予算の効率的な執行 
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中
期
目
標 

全学的な視点に立った資産の運用管理体制を整備し、安全かつ効率的・効果的な資産運用を図る。 

 

中期計画 ２３年度計画 自己評価の判断理由（計画の実施状況等） 
自己 

評価 
検証 特記事項 

① 資金運用・資金管理にお

いては、安全性、安定性等を

考慮して適正に行う。 

・ 資金運用方針に基づき、法人の余裕資

金を安全・確実かつ効率的に運用する。

（№198） 

 

・ 資金運用方針に基づき、平成 23年度の運用計画を定め、法人の

余裕資金を安全かつ確実な方法で運用した。 
B 

  

② 大学施設の有効活用のた

め、講義室の利用状況等が把

握できるような施設使用管

理システムを構築し、効果的

に運用する。 

・ 学務情報システムにより、利用状況の

データを分析し、施設の有効活用に努め

る。（№199） 

 

・ 学務情報システムにより講義室等の利用状況を把握し、そのデ

ータを随時確認することで空室利用など学内利用の円滑化を図っ

た。 B 

  

③ 研究機器等の共同利用を

進め、設備の合理化を図る。 

 

・ 研究機器等の共同利用システムに基づ

いて研究機器等の共同利用を推進する。 

（№200） 

 

・ 研究機器等の共同利用システムに基づいて研究機器等の共同利

用を推進した。 

 
B 

  

 

 

第３ 法人の経営に関する目標 
２ 財務内容の改善 
(３) 資産の運用管理の改善 
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１ 教員活動評価の本格実施 
・ 本学における教育・研究などの諸活動の一層の向上を図るため、全教員を対象に、
教育活動、研究活動、社会貢献等の活動及び大学運営等への寄与の４領域について、
活動評価を行うとともに、評価結果を踏まえて様式等の改善を図った。 

 
２ 外部資金の獲得増加 
・ 平成 23年度科学研究費補助金、受託・共同研究、奨学寄附金等外部資金全体の獲得
件数は、374 件(前年 350 件)、獲得金額 1,034,410 千円(前年 911,713 千円)、また、
科学研究費補助金については、採択件数は、156 件(前年 145 件)、採択金額 356,707
千円(前年 308,182 千円)、となり、法人化以降最高の件数、金額となった。なお、
短期大学部においては、平成 23 年度の科学研究費補助金について、全国の短期大学
中、採択件数 9 件で、平成 22 年度に引き続き第 1 位となった。 

 
３ 印刷物の有料広告掲載 
・ 財源確保を積極的に図る一環として、新たに印刷物における有料広告の掲載を進め
ていくこととし、3 月発行の広報誌はばたき 119 号で 1 社の広告を掲載した。120 号
においても 2社の掲載が決定している。 

 
４ ESCO 事業の推進等 
・ 光熱水費に係る年度別、棟別、全体別のデータ（使用量ベース）一覧表、電気・ガ
スの単価及びグラフ化したデータを全教職員あてに配付・周知し、コスト意識の高揚
を図った。 

・ ESCO事業についてデータを検証した結果、電気使用量は、当初計画値（省エネルギ
ー改修以前の平成 17～19年度の平均値）に比べ約 3.5％増加したものの、ガス及び水
道使用量の節約により、光熱水費については当初計画値に対し、総じて節減を達成し
た。 

 
 

 
 

 

 

Ⅱ 法人の経営に関する特記事項 

項 
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中
期
目
標 

教育研究活動及び業務運営について、自己点検・評価を定期的に実施するとともに、第三者機関による外部評価を受け、それ
らの結果を公表し、評価結果を教育研究活動及び業務運営の改善に活用する。 

 

中期計画 ２３年度計画 自己評価の判断理由（計画の実施状況等） 
自己 

評価 
検証 特記事項 

① 県立大学の基本理念と長

期的目標を実現するため、自

己点検・評価のための全学的

組織を設置する。 

・ 県立大学の基本理念と長期的目標を実

現するため、中期・年度計画推進委員会

等において、恒常的な点検評価及び改善

等の計画策定を行う。 

（№201） 

 

・ 中期・年度計画推進委員会において業務実績の評価及び年度計

画の策定を行うとともに認証評価による大学の理念と目標に係る

提言事項について大学認証評価委員会（短期大学部においては運

営委員会）を中心に改善、検討を行った。 

 

 B 

  

② 県立大学の教育研究活動

全般において、認証評価機関

による評価を受け、活動の改

善を図る。（平成 21 年度認証

評価予定） 

（№201－2） （中期計画完了）   

③ 自己点検・評価及び認証

評価の結果を積極的に公開

するとともに、各部局の教育

研究活動及び業務内容等の

改善を図る。 

・ 自己点検・評価における要改善点及び

認証評価による勧告・助言事項について

改善策を検討する。（№202） 

 

・ 平成 22年度に引き続き、大学認証評価委員会及び各部局におい

て認証評価による提言事項の改善状況の確認及び改善策の検討を

行った。 

 

・ 短期大学部においては、自己点検・評価及び認証評価について

は、授業評価を中心として、速やかに改善できるものは改善し、

時間を要するものは引き続き改善策を検討した。 

B 

  

第４ 自己点検・評価及び情報の提供に関する目標 
１ 評価の充実 
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中
期
目
標 

社会への説明責任を果たし、大学の教育研究活動及び業務運営について広く県民の理解を得るため、積極的に情報公開を行う。 

 

中期計画 ２３年度計画 自己評価の判断理由（計画の実施状況等） 
自己 

評価 
検証 特記事項 

「静岡県情報公開条例」の実

施機関として実施体制を構築

するとともに、積極的な情報

公開を行う。 

・ 条例に基づく実施機関として、積極的

な情報公開を行う。 

・ 教職員を対象に情報公開に関する研修

会を実施する。 

（№203） 

・ 平成 22年度の財務諸表や業務実績及びその評価結果をホームペ

ージ上に掲載し、法人情報の積極的な公開に努めた。 

・ 平成 24年 2月に、教職員を対象とした情報公開・個人情報保護

事務研修会を開催し、条例に基づく実施機関としての必要な知識

の習得に努めた。 

B 

  

第４ 自己点検・評価及び情報の提供に関する目標 
２ 情報公開・広報等の充実 
(1) 情報公開の推進 
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中
期
目
標 

国内外における評価を高めるため、大学の教育研究活動の内容や成果について、戦略的かつ効果的な広報を行う。 

 

中期計画 ２３年度計画 自己評価の判断理由（計画の実施状況等） 
自己 

評価 
検証 特記事項 

① 戦略的かつ効果的な広報

を実施するため、広報室を設

置し、広報・情報組織を一元

化する。 

・ 県立大学及び短期大学部の教職員及び

学生の情報を集約し積極的な情報発信

に努める。（№204） 

 

・ 情報集約・発信の手順を改善するとともに、その学内浸透を図

り、公式サイトへの情報掲載及びメディアへの情報提供の件数が

増加した。 
B 

  

② 県立大学の教育研究活動

等について、積極的な広報を

実施するため、広報基本計画

を策定する。 

（№205） （中期計画完了） 

 

  

③ 優秀な学部学生、大学院

生及び短期大学部学生を獲

得するため、効果的な入試広

報を実施する。 

・ 各学部・研究科による受験実績及びオ

ープンキャンパス結果の分析等を踏ま

え、広報対象（受験生像、広報地域等）

について検討する。（№206） 

・ 入試結果及びオープンキャンパスのアンケート結果を参考に、

広報委員会において、大学及び各部局案内冊子の内容、配布対象

及び配布方法を検討した。 
B 

  

④ 県民、企業、受験生、在

学生、卒業生及び保護者等か

らアンケート等により意見

を聴取し、広報活動の改善を

図る。 

・ 県民や受験生、入学者等を対象とする

アンケート結果等をもとに、有効な広報

の方法等の調査及び分析を行う。（№

207） 

・ オープンキャンパスの運営に参加した在学生に、大学案内冊子

に関する聞き取り調査を実施し、受験生の求める情報、受験生へ

の効果的な情報伝達ツールなどを分析した。また、広報誌「はば

たき」についてアンケートを実施し、編集方法、デザインなどの

改善を検討し、平成 24年度に作成する印刷物に反映させることと

した。 

 

B 

  

⑤ 県民等にわかりやすい広

報を行うため、大学案内等の

冊子の見直しやホームペー

ジの充実を図る。 

・ 大学案内の概要パンフレットの見直し

を行う。また、公式サイトにおいて、動

画や図を活用し、よりわかりやすく情報

発信をする。（№208） 

・ これまで日英併記で作成していた大学案内概要パンフレットを、

平成 24年度版は日本語と英語のそれぞれで作成することとして作

業した。また部局の紹介も掲載するなど、内容の充実を図ること

とした。 

・ 公式サイトの見やすさ・情報の探しやすさの向上のため、大学

日本語版においてサイトの幅（一覧できる範囲）を広げたり、2

段組みとするなどの改善を行った。 

・ 公式サイトに掲載されたツイッターやフェイスブックなどのソ

ーシャル・ネットワーキング・サービス（SNS）を通じて情報が広

く周知されるよう、公式サイトを改良した。 

 

B 

  

第４ 自己点検・評価及び情報の提供に関する目標 
２ 情報公開・広報等の充実 
(２) 広報の充実 
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・ 短期大学部社会福祉学科では、高校生・受験生の知りたい情報

を提供できるよう、デザインを工夫したパンフレットを作成した。 
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中
期
目
標 

法人が保有する学生・教職員等の個人情報について、適正に管理し、保護する。 

 

中期計画 ２３年度計画 自己評価の判断理由（計画の実施状況等） 
自己 

評価 
検証 特記事項 

「静岡県個人情報保護条例」

の実施機関として、個人情報

保護の体制を整備し、適正な

個人情報保護を行う。 

・ 条例に基づく実施機関として、個人情

報保護の業務を行う。 

・ 教職員を対象に個人情報の保護に関す

る研修会を実施する。（№209） 

・ 平成 24年 2月に、教職員を対象とした情報公開・個人情報保護

事務研修会を開催し、条例に基づく実施機関としての必要な知識

の習得に努めた。 
B 

  

 

 

 

 

 

第４ 自己点検・評価及び情報の提供に関する目標 
２ 情報公開・広報等の充実 
(３) 個人情報の保護 
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１ 情報の公表 
・ 平成 23年 4 月より、教育研究上の目的等９項目の教育研究活動等の状況についての
公表が各大学に義務付けられ、本学においては、ホームページのトップページにバナ
ーを設け、わかりやすいように掲載した。本学の公表例については、文部科学省が主
催する「大学における教育情報の活用支援と公表の促進に関する協力者会議」の場に
おいても紹介された。 

 
２ 広報の充実等 
・ 受験生及び保護者の情報取得方法として最もよく利用されているホームページにつ
いて、知りたい情報をより見やすく、探しやすくするため、サイト幅の拡大や情報の
２段組み表示等の改善を実施するとともに、ニュース・トピックスなどの掲載情報の
充実に努めた。 

  ・受験生向けのパンフレットや情報誌に就職率を明記し、就職率が高い本学の魅力
を積極的に PRした。 
 
３ 創立 25 周年記念事業の展開 
・ 静岡薬科大学、静岡女子大学、静岡女子短期大学を改組統合して設置された静岡県
立大学が創立 25 周年を迎えたため、これを記念して、記念式典、記念国際シンポジ
ウムを始め、第一線級の外部講師等を招聘したシンポジウム、公開セミナー、学部・
研究科特別講義等多数の事業を開催した。これらの事業は、一般県民参加のものも多
く、また、多くがマスコミに取り上げられ、県立大学の存在感、イメージアップに貢
献した。 

 
 

 

 

Ⅲ 自己点検・評価及び情報の提供に関する特記事項 
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中
期
目
標 

既存の施設・設備を有効に活用するなど適切な維持管理に努めるとともに、長期的な展望に立ち、環境やユニバーサルデザイ
ンなどにも十分配慮し、必要に応じて、計画的に施設・設備の整備・改修を進める。 

 

中期計画 ２３年度計画 自己評価の判断理由（計画の実施状況等） 
自己 

評価 
検証 特記事項 

① 施設・設備の現状を把握

し、老朽設備の計画的な更新

を進める。 

・ 中長期修繕計画に基づき、緊急性の高

いものから継続して、整備、修繕する。

（№210） 

・ 中長期修繕計画に基づき、ドラフトチャンバー用排気ファン更

新等、ドラフトチャンバーのメンテナンス、薬学部棟・教育文化

施設棟の照明制御設備更新、薬学部棟の照明器具の更新等を実施

した。 

 

・ 短期大学部においては、電話交換設備の更新工事を実施し、電

話通信時の不具合の改善及び利便性を向上した。また、学内設備

の不具合については緊急度の高い事項から随時修繕を実施した。 

B 

  

② 施設・設備の利用状況を

調査し、全学的視点での有効

利用を検討する。 

・ 引き続き、施設・設備の利用実態の把

握に努め、有効利用について検討する。

（№211） 

・ 食品栄養科学部棟の男子トイレを改修し、食品従事者のトイレ

を設置したほか、汚染区域と非汚染区域の仕切を設置した。 

・ 建物外の未利用スペースを有効に活用し、食品検収室を設置し

た。 

B 

  

③ 図書館の多様な利用ニー

ズに対応する閲覧スペース

及び資料保存スペースの充

実を図る。 

・ 多様な利用ニーズに対応した滞在型図

書館の整備を検討する。（№212） 

・ 図書館 1～3 階の各フロアを用途別にゾーニング（区画）し、

適切な設備や備品類の整備を図り、総座席数が約 1割増加した。

グループ学習やゼミ等が行うことができるスペースとして 1、2

階に 5室と 3階のフロアを整備した。また、集中して個人学習を

行うことができるスペースとして 2階に 2室を整備した。さらに、

長時間継続して利用ができるように 1階の 1室に限っては飲食が

できるように整備した。 

 

・ 短大部においては、書庫の狭隘化に対応するため、重複図書の

除籍を実施した。 

B 

  

④ 施設・設備のユニバーサ

ルデザイン化を一層推進す

る。 

・ 施設・設備のユニバーサルデザイン化

を一層推進する。（№213） 

・ 体育館のユニバーサルトイレ設置工事を実施し、ユニバーサル

デザイン化を推進した。 B 

  

第５ その他業務運営に関する重要目標 
１ 施設・設備の整備・活用等 
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中
期
目
標 

大学を運営することにより起こり得る事故等を未然に防止するとともに、事故等が起きた場合に適切に対処できるよう、全学
的な安全管理体制を確保する。 

 

中期計画 ２３年度計画 自己評価の判断理由（計画の実施状況等） 
自己 

評価 
検証 特記事項 

① 労働安全衛生法に基づく

安全管理体制を確保し、学

生・教職員の健康保持及び安

全衛生に努める。 

・ 学生・教職員の健康保持等のため、健

康診断を実施する。 

・ 教職員及び学生の安全確保のため、引

き続き局所排気装置等の整備を進める。

（№214） 

・ 教職員の定期健康診断、教職員及び学生を対象とした特殊健康

診断を実施した。 

・ 化学薬品を取り扱う 4 研究室へ、卓上型排気フードを設置した

（平成 24年 3月施工済み）。 

B 

  

② 教育・研究に伴う事故防

止や防犯等に関するマニュ

アルを作成してすべての学

生及び教職員に配布すると

ともに、講習会を開催して安

全管理に対する啓発及び指

導の徹底を図る。 

・ 平成 22 年度に作成した安全衛生マニ

ュアルに基づき安全・衛生の適正な管理

に努める。 

・ 教職員の「安全」又は「衛生」をテー

マに講習会を開催する。（№215） 

・ 平成 22年度に作成したマニュアルに対し、安全衛生委員会委員

による修正を経て平成 24年 3月に「安全実験マニュアル」を作成

配付した。 

・ 5月に「理系研究室の安全対策について」をテーマに、教職員及

び学生を対象とした講習会を実施した。（受講者 168人）） 

B 

  

③ 毒劇物その他の危険性を

伴う薬品の管理責任者を定

め、一元管理をするととも

に、教育研究活動によって生

じる廃棄物を適切に処理す

る。 

・ 薬品管理システムのバージョンアップ

を必要に応じ実施する 

・ 毒劇物その他の危険性を伴う薬品の管

理責任者による一元管理の徹底を図る

とともに、関連する諸規程の整備状況を

把握し、教育研究活動によって生じる廃

棄物の適切な処理を図る。（№216） 

・ 毒劇物その他の危険性を伴う薬品の管理責任者による一元管理

の徹底を図るため、薬品管理システム研修を実施した。 

・ 廃棄物の処理は、全ての廃棄物について業者の最終処分場まで

現地確認を実施した。 B 

  

④ 地域との連携、近隣大学

との連携、下宿・アパート業

者との連絡会、自治体への働

きかけなどを通して、学生が

安心して安全な生活を送る

ことができるような環境づ

くりに努める。 

・ 地域、近隣大学、下宿・アパート業者、

自治体との情報交換を継続的に実施し

て学生が安心して生活を送ることがで

きるような環境づくりに努める。（№

217） 

・ 地域の連合自治会定例会や市内大学間連絡会等に出席し、学生

の安全確保について情報交換を行った。また、下宿・アパート業

者には、大学との連絡会を開催し、警察署員から防犯のアドバイ

スを受けた後、学生を交えて安全生活についての意見交換を行っ

た。 

また、大学周辺の学生居住地域における平日夜間巡回警備を引き

続き実施した。 

 

B 

  

第５ その他業務運営に関する重要目標 
２ 安全管理 
（１）安全管理体制の確保 
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中
期
目
標 

大規模地震・災害に素早く対応できるよう、地域社会と一体となった防災体制を確立する。 

 

中期計画 ２３年度計画 自己評価の判断理由（計画の実施状況等） 
自己 

評価 
検証 特記事項 

① 学内の防災体制を整え、

近隣住民を交えた防災訓練

や研修会を実施する。 

・ 消防計画に基づき、自衛消防組織の充

実や実効性のある防災訓練の実施など、

学内の防災体制の整備を図る。 

・ 県民を対象に、地震防災講演会（静岡

県防災士養成講座）の共催や「しずおか

防災コンソーシアム」主催の土曜セミナ

ーを開催する。（№218） 

・ 消防計画に基づき、各部局で自衛消防組織を編成するとともに、

9 月に自衛消防訓練を実施した。また、11 月には全教職員・学生

を対象にした防災訓練を実施した。 

・ 9月に地震防災講演会（静岡県防災士養成講座）、10月に「ふじ

のくに防災学講座」（旧「土曜セミナー」）を開催した。 

B 

  

② 大規模災害に備え、学外

の防災関係機関との連携体

制を見直し、学内防災体制の

一層の充実を図る。 

・ 消防計画に基づいた自衛消防組織の充

実や実効性のある防災訓練の実施にあ

たり、所轄消防署との連携を図る。（№

219） 

・ 自衛消防組織の編成や防災訓練の実施にあたり、所轄消防署と

緊密な連携を図った。 
B 

  

第５ その他業務運営に関する重要目標 
２ 安全管理 
（２）防災体制の確立 
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中
期
目
標 

良好な職場環境の維持及び教育研究活動の向上を図るため、人権尊重の視点に立った全学的な取り組みを進める。 

 

中期計画 ２３年度計画 自己評価の判断理由（計画の実施状況等） 
自己 

評価 
検証 特記事項 

① アカデミック・ハラスメ

ントやセクシュアル・ハラ

スメントに対するマニュ

アルを作成して学生・教職

員に配布するとともに、教

職員を対象とした研修会

を充実させるなど、より一

層の意識の浸透を図る。

（研修会受講率 100％） 

・ ハラスメントに対するマニュアルを作

成するとともに学生や教職員に対する研

修を実施し対策の充実を図る。（№220） 

 

・ 平成 23年度当初にセクハラ、アカハラ、パワハラなどハラスメ

ント全般の防止・対策ガイドラインを制定し、本学ホームページ

に掲載するともに、全教職員及び学生にリーフレットを配付する

など、ハラスメントの防止に努めた。また、平成 22年度に引き続

き、セクハラ行為により教員１名を懲戒処分としたことから、ハ

ラスメント防止・対策委員会において、セクハラ再発防止策を一

層強化すべく次のように取りまとめ、平成 23年度から順次実施し

ていくこととした。 

①ニュースレター配布など、こまめな啓発活動の実施 

②セクハラに関する全学的なアンケートの実施（24年度実施予定） 

③ハラスメント防止研修会の部局ごとの実施（学生を対象とした

研修会も実施） 

④ハラスメント専門相談員の学内への配置（24年度実施予定） 

⑤教員研究室の可視化のため、ドアストッパーを配付（24 年度実

施予定） 

⑥懲戒処分の基準の制定（平成 24年４月１日から適用） 

 

 

 

  

C 

  

② ジェンダーやマイノリ

ティに関する教育内容の

充実を図る。 

・ ジェンダーやマイノリティに関する全

学共通科目を引き続き開講するととも

に、現代社会的課題を踏まえたテーマ設

定による講演会を開催し広く学生に啓発

する。（№221） 

・ 全学共通科目(総合科目)「男女共同参画社会とジェンダー」を

開講した。 

・ 開学 25周年記念シンポジウムとして「グローバリゼーションと

ジェンダー」を実施した。 

・ ジェンダーやマイノリティ問題に対する学生への啓発活動とし

て、県男女共同参画課と共催で「デート DV防止」に関する講座を

実施した。 

・ 静岡市女性会館との共催で「性暴力防止」のための護身術講座

を開催した。 

A 

  

③ 相談制度等の周知を図

るなど、学生と教員との信

頼関係を強化する。 

・ 学生に対して学生便覧・ホームページ・

年度当初のガイダンス・健康支援センタ

ー広報誌により相談制度を周知する。保

護者に対しても文書を配付して相談制度

を周知する。 （№222） 

・ 学生には学生便覧の配付やホームページでの紹介、ガイダンス

での説明を行い、保護者には後援会総会で学生便覧を配付し、後

援会誌送付の際に健康支援センター広報誌を同封するなど、相談

制度の周知に努めた。また、学生室と健康支援センターとの定期

的な情報交換を行うとともに、必要に応じ関係部局にも連絡し、

相談体制を充実させた。 

B 

  

第５ その他業務運営に関する重要目標 
３ 人権の尊重 
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④ ハラスメントや人権の

尊重啓発資料の提供のた

め、関連図書の充実を図

る。 

・ 各種ハラスメント資料や人権尊重資料

の充実及び広報に努める。（№223） 

 

・ 各種ハラスメント資料や人権尊重資料の充実に努めるとともに、

学内のハラスメント研修会において、所蔵資料の紹介リストを作

成し教職員に配付した。 B 
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１ ハラスメントの防止 
・ セクシャルハラスメントに加え、新たにアカデミックハラスメント、パワ
ーハラスメントなどハラスメント全般の防止・対策ガイドラインを制定し、
全教職員、学生にリーフレットを配布するなどハラスメントの防止に努め
た。また、前年度に生じたセクハラ事案の加害者を、平成 23 年 9 月に懲戒
処分(解雇)としたことに対応し、再発防止の徹底を図るため、部局ごとのセ
クハラ防止研修会を開催したほか、セクハラ防止対策委員会において、教職
員や学生へのアンケート調査、専門相談員の配置等の対策を検討し、平成 24
年度から、それらを実施することとした。 

 
２ 懲戒処分の基準の制定 
・ 職員の不祥事を防止するとともに、懲戒処分の透明性を確保するため、懲
戒処分の標準的な量定を掲げた基準を制定し、平成 24 年 4 月から施行する
こととした。 

 
３ 公的研究費等不正防止計画の策定 
・ 本学における公的研究費等の適正な運営・管理を図るとともに、不正を発
生させる要因を把握し、不正行為を未然に防止することを目的として、「公
的研究費等不正防止計画」を策定し、平成 24 年度には、教職員へのアンケ
ートによる意識調査、新規教職員に対する研修の実施等の取組を行うことと
した。 

 
４ 東日本大震災への支援及び防災対策の強化 
・ 東日本大震災の発生後、学生による募金活動や薬学部、経営情報学部、環
境科学研究所、短期大学部等の教員が現地入りし、医療・保健活動、インタ
ーネット環境の復旧等の支援を行った。 

・ 東日本大震災の被災地を支援するため、学生による「静岡県立大学学生震
災ボランティアグループ」が結成され、岩手県立大学ボランティアセンター
の活動に協力参加、仮設住宅での活動支援、子供向け学習や遊びの支援、地
域行事開催の支援などを行った。その他、ボランティア協会等主催による支
援事業にも多くの学生が参加した。 

・ 被災した学生 4 人について、授業料の減免措置を行った。 
・ 学内の防災対策を強化するため、講義室・演習室等における棚・ロッカー
の未固定箇所の固定措置を積極的に進めた。 

 

 

 

Ⅳ その他業務運営に関する特記事項 
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中期計画 年度計画 年度計画に係る実績 

１ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

予 算 

平成１９年度～平成２４年度予算 

（単位：百万円） 

区分 金額 

収入 

 運営費交付金 

 施設整備費補助金 

 自己収入 

 授業料収入及び入学金検定料収入 

 雑収入 

 受託研究等収入及び寄附金収入等 

 長期借入金収入 

 

               計 

 

２９，４５２ 

１２９ 

１１，６２６ 

１１，２７８ 

３４８ 

３，５８５ 

０ 

 

４４，７９２ 

支出 

 業務費 

 教育研究経費 

 一般管理費 

 施設整備費 

 受託研究等経費及び寄附金事業費等 

 長期借入金償還金 

               計 

 

４１，０７８ 

３０，０４５ 

１１，０３３ 

１２９ 

３，５８５ 

０ 

４４，７９２ 
 

予 算 

平成２３年度予算 

（単位：百万円） 

区分 金額 

収入 

 運営費交付金 

 施設整備費補助金 

 自己収入 

 授業料収入及び入学金検定料収入 

 雑収入 

 受託研究等収入及び寄附金収入等 

 長期借入金収入 

 目的積立金取崩収入 

               計 

 

４，８７２ 

1３０ 

２，００３ 

１，９３１ 

７２ 

６３９ 

０ 

９３ 

７，７３７ 

支出 

 業務費 

 教育研究経費 

 一般管理費 

 施設整備費 

 受託研究等経費及び寄附金事業費等 

 長期借入金償還金 

               計 

 

６，９６８ 

５，３５４ 

１，６１４ 

１３０ 

６３９ 

０ 

７，７３７ 
 

予 算（実績） 

 

（単位：百万円） 

区分 金額 

収入 

 運営費交付金 

 施設整備費補助金 

 自己収入 

 授業料収入及び入学金検定料収入 

 雑収入 

 受託研究等収入及び寄附金収入等 

 長期借入金収入 

 目的積立金取崩収入 

               計 

 

４，８７２ 

１３０ 

１，９９７ 

１，９２５ 

７２ 

１，０６５ 

０ 

９１ 

８，１５６ 

支出 

 業務費 

 教育研究経費 

 一般管理費 

 施設整備費 

 受託研究等経費及び寄附金事業費等 

 長期借入金償還金 

               計 

 

６，７２３ 

５，１２５ 

１，５９８ 

１３０ 

７０９ 

０ 

７，５６２ 

＊金額は百万円未満を四捨五入しているため、合計金額と一

致しない場合がある。 

 

その他の記載事項 
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収支計画               

平成１９年度～平成２４年度収支計画 

（単位：百万円） 

区分 金額 

費用の部 

 経常費用 

  業務費 

   教育研究経費 

   受託研究等経費 

   人件費 

  一般管理費 

  財務費用 

  雑損 

  減価償却費 

 臨時損失 

 

収入の部 

 経常収益 

  運営費交付金 

  授業料収益 

  入学金収益 

  検定料等収益 

  受託研究等収益 

  寄附金収益 

  財務収益 

  雑益 

  資産見返運営費交付金等戻入 

  資産見返物品受贈額戻入 

  資産見返寄附金戻入 

 臨時利益 

 

純利益 

総利益   

４５，２９３ 

４５，２９３ 

３７，５９４ 

６，４３４ 

２，８１７ 

２８，３４３ 

６，１６９ 

０ 

０ 

１，５３０ 

０ 

 

４５，２９３ 

４５，２９３ 

２８，９７２ 

９，４３６ 

１，２１８ 

４７４ 

２，８１７ 

４９８ 

０ 

３４８ 

４２０ 

９３０ 

１８０ 

０ 

 

０ 

０ 
 

収支計画 

平成２３年度収支計画 

（単位：百万円） 

区分 金額 

費用の部 

 経常費用 

  業務費 

   教育研究経費 

   受託研究等経費 

   人件費 

  一般管理費 

  財務費用 

  雑損 

  減価償却費 

 臨時損失 

 

収入の部 

 経常収益 

  運営費交付金 

  授業料収益 

  入学金収益 

  検定料等収益 

  受託研究等収益 

  寄附金収益 

  施設費収益 

  財務収益 

  雑益 

  資産見返運営費交付金等戻入 

  資産見返物品受贈額戻入 

  資産見返寄附金戻入 

 臨時利益 

 

純利益 

目的積立金取崩額 

総利益   

７，６１７ 

７，６１７ 

６，５９５ 

１，４９９ 

５２８ 

４，５６８ 

７６９ 

０ 

０ 

２５３ 

０ 

 

７，６１７ 

７，６１７ 

４，８７２ 

１，５６６ 

１９３ 

６７ 

５２８ 

６６ 

０ 

１ 

７１ 

１０５ 

１０３ 

４５ 

０ 

 

０ 

０ 

０ 
 

収支計画（実績） 

 

（単位：百万円） 

区分 金額 

費用の部 

 経常費用 

  業務費 

   教育研究経費 

   受託研究等経費 

   人件費 

  一般管理費 

  財務費用 

  雑損 

  減価償却費 

 臨時損失 

 

収入の部 

 経常収益 

  運営費交付金 

  授業料収益 

  入学金収益 

  検定料等収益 

  受託研究等収益 

  寄附金収益 

  施設費収益 

  財務収益 

  雑益 

  資産見返運営費交付金等戻入 

  資産見返物品受贈額戻入 

  資産見返寄附金戻入 

 臨時利益 

 

純利益 

目的積立金取崩額 

総利益   

７，６０５ 

７，５８０ 

６，３５８ 

１，５０５ 

２９０ 

４，５６２ 

８５４ 

６ 

０ 

３６１ 

２５ 

 

７，７００ 

７，６８０ 

４，７６３ 

１，５８５ 

１９１ 

７１ 

６０３ 

１２４ 

１８ 

１ 

７２ 

１００ 

１０１ 

５１ 

２１ 

 

９５ 

３３ 

１２８ 

＊金額は百万円未満を四捨五入しているため、合計金額と一

致しない場合がある。 
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資金計画 

平成１９年度～平成２４年度資金計画 

（単位：百万円） 

区分 金額 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 次期中期目標期間への繰越金 

 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  授業料及び入学金検定料による収入 

  受託研究等収入 

  寄附金収入 

  その他の収入 

 投資活動による収入 

  施設費による収入 

  その他の収入 

 財務活動による収入 

 前期中期目標期間からの繰越金 

 

４５，００４ 

４３，７６３ 

１， ０２９ 

０ 

２１２ 

 

４５，００４ 

４４，６６３ 

２９，４５２ 

１１，２７８ 

２，８１７ 

７６８ 

３４８ 

１２９ 

１２９ 

０ 

０ 

２１２ 

 

資金計画 

平成２２年度資金計画 

（単位：百万円） 

区分 金額 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 翌年度への繰越金 

 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  授業料及び入学金検定料による収入 

  受託研究等収入 

  寄附金収入 

  その他の収入 

 投資活動による収入 

  施設費による収入 

  その他の収入 

 財務活動による収入 

 前年度からの繰越金 

 

８，２６６ 

７，４５７ 

２８０ 

０ 

５２９ 

 

８，２６６ 

７，４０１ 

４，７６０ 

１，９３１ 

５２８ 

１１１ 

７１ 

１３１ 

１３０ 

１ 

０ 

７３４ 

 

資金計画（実績） 

 

（単位：百万円） 

区分 金額 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 翌年度への繰越金 

 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  授業料及び入学金検定料による収入 

  受託研究等収入 

  寄附金収入 

  その他の収入 

 投資活動による収入 

  施設費による収入 

  その他の収入 

 財務活動による収入 

 前年度からの繰越金 

 

１１，９７２ 

７，０２３ 

２，８６５ 

８９ 

１，９９５ 

 

１１，９７２ 

７，４７７ 

４，７６０ 

１，９０５ 

４７４ 

１４２ 

１９７ 

２，５３１ 

１３０ 

２，４０１ 

０ 

１，９６４ 

＊金額は百万円未満を四捨五入しているため、合計金額と一

致しない場合がある。 

２ 短期借入金の限度額 

⑴ 限度額 １３億円 

⑵ 想定される理由 

運営費交付金の受入れ遅延及び事故等の発生等により

緊急に必要となる対策費として借り入れすることも想定され

る。 

⑴ 限度額 １３億円 

⑵ 想定される理由 

運営費交付金の受入れ遅延及び事故等の発生等により緊

急に必要となる対策費として借り入れすることも想定される。 

なし 
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３ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

なし なし なし 

４ 剰余金の使途 

決算において剰余金が発生した場合は、教育・研究の質の向

上及び組織運営の改善に充てる。 

知事から経営努力の認定を受けた剰余金は、教育・研究の質

の向上及び組織運営の改善に充てる。 

 

知事の承認を受けて平成 22年度の剰余金 143,204千円を目的

積立金に計上し、このうち 91,399 千円を教育・研究の質の向上

及び組織運営の改善に充てた。 

５ 県の規則で定める業務運営計画 

⑴ 施設及び設備に関する計画 

教育研究組織の統合・再編・見直しに対応した施設・設備の

整備や大規模な施設・設備の改修等について、各事業年度の

予算編成過程等において決定する。 

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財  源 

大規模施設改修 

大型備品更新 

８０ 

５０ 
施設整備費等補助金 

 

施設・設備の内容 実績額（百万円） 財  源 

大規模施設改修 

大型備品更新 

８０ 

５０ 
施設整備費等補助金 

 

⑵ 人事に関する計画 

  高い専門性や多様な経験を持つ優秀な人材の確保・養成、

教育研究活動の充実に向けた組織再編や業務見直しに柔軟に

対応した適切な定数管理と効果的な人員配置を推進する。 

 ア 教員については、公募制を原則として、全学組織による選

考などにより公平性・透明性を確保しつつ、国内外から優れ

た教育研究者を採用する。事務局職員については、大学事

務の専門性に配慮して、法人固有の職員を採用するととも

に、法人固有職員、県派遣職員等を適切に配置する。 

 イ 教員及び事務職員のファカルティ・ディベロップメントやス

タッフ・ディベロップメント活動に積極的に取り組み、教育能力

や専門事務能力の向上に努める。 

 ウ 教育研究活動や事務運営の一層の活性化を図るため、

教職員の他大学、研究機関との人事交流の推進に努める。 

 エ 新たな教育研究活動の展開に係るものを別にして、期首

の定数を上限に、中期目標期間中は教員及び事務職員の定

数を適正管理する。 

 

・ 教員については、全学機関である教員人事委員会の選考を

通じて公平性・透明性を確保のうえ、広く優秀な人材を採用す

る。事務局職員については、大学事務の専門性に配慮して、

法人固有職員を採用する。 

・ 教員及び事務職員のファカルティ・ディベロップメント及びスタ

ッフ・ディベロップメントを実施する。 

・ 新たな教育研究活動の展開に係るものを別にして、期首の

定数を上限に、教員及び事務職員の定数を適正管理する。 

 

 

 

・ 教員については、全学機関である教員人事委員会及び学部

委員を含む資格審査委員会において審査を行い、広く優秀な

人材を採用した。 

事務局職員については、知識、経験、専門性を考慮して、大

学の給与会計等の事務に関して、豊富な知識、経験を持つ人

材を採用した。 

・ 教員のファカルティ・ディベロップメントについては、全学部・

全研究科において FD 委員会を定期的に開催し、教員間の情

報・意見交換を行ったほか、複数の学部で教員相互の公開授

業や学外講師による研修会を開催して資質向上を図った。 

事務職員のスタッフ・ディベロップメントについては、事務効

率化や能力向上のため、外部機関主催の研修に参加した。 

・ 新たな教育研究活動の展開に係るものを別にして、期首の

定数を上限に、教員及び事務職員の定数を適正管理した。 
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（3） 中期目標の期間を超える債務負担 

①ＥＳＣＯ事業 

事業期間：平成 20～30年度  総事業費：３１８百万円 

（単位：百万円） 

年度 

財源 
Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 

中期目標 

期間内計 

次期 

以降 

総事

業費 

運営費 

交付金 
0 31.8 31.8 31.8 31.8 127.2 190.8 318 

 

②学務情報システム開発・保守管理事業 

事業期間：平成 21～26年度  総事業費：２６７百万円 

（単位：百万円） 

年度 

財源 
Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 

中期目標 

期間内計 

次期 

以降 

総事

業費 

運営費 

交付金 
27 53 53 53 186 81 267 

 

③学内ネットワーク基盤設備の更新 

事業期間：平成 21～27年度  総事業費：８５百万円 

（単位：百万円） 

年度 

財源 
Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 

中期目標 

期間内計 

次期 

以降 

総事

業費 

運営費 

交付金 
3 14 14 14 45 40 85 

 

なし なし 

（4） 積立金の使途 

なし なし なし 
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                 （平成 23年 5月 1日現在）  

● 学部学生 
（単位：人、％） 

学 部 学  科 収容定員 
収容数 定員充足

率 男 女 計 

薬学部 

薬学科 480 
378 294 672 105.0 

薬科学科 160 

 計 640 378 294 672 105.5 

食品栄養 

科学部 

食品生命科学科 100 39 83 122 122.0 

栄養生命科学科 100 12 101 113 113.0 

 計 200 51 184 235 117.5 

国際関係 
学部 

国際関係学科 240 101 223 324 135.0 

国際言語文化学科 480 127 455 582 121.3 

 計 720 228 678 906 125.8 

経営情報 
学部 

経営情報学科 400 239 213 452 113.0 

 計 400 239 213 452 113.0 

看護学部 
看護学科 240 20 222 242 100.8 

 計 240 20 222 242 100.8 

合  計 2,200 916 1,591 2,507 114.0 

 

 

●大学院生 
                           （単位：人、％） 

課 程 専 攻 収容定員 
収容数 定員充足

率 男 女 計 

薬学 
研究科 

修士 

薬科学専攻 60 71 22 93 155.0 

製薬学専攻 - 1 0 1 - 

小 計 60 72 22 94 156.7 

博士 

薬学専攻 24 8 4 12 50.0 

製薬学専攻 21 27 0 27 128.6 

医療薬学専攻 15 23 3 26 173.3 

小計 60 58 7 65 108.3 

計 120 130 29 159 132.5 

生活健康 

科学 
研究科 

修士 

食品栄養科学専攻 50 26 46 72 144.0 

環境物質科学専攻 40 21 17 38 95.0 

小計 90 47 63 110 122.2 

博士 

食品栄養科学専攻 30 7 14 21 70.0 

環境物質科学専攻 21 10 4 14 66.7 

小計 51 17 18 35 68.6 

計 141 64 81 145 102.8 

国際関係
学研究科 

修士 
国際関係学専攻 10 7 9 16 160.0 

比較文化専攻 10 8 15 23 230.0 

計 20 15 24 39 195.0 

経営情報イノ
ベーション 

研究科 ※ 

修士 経営情報イノベーション専攻※ 20 29 13 42 210.0 

博士 経営情報イノベーション専攻 3 1 6 7 233.3 

計 23 30 19 49 213.0 

看護学研

究科 

修士 看護学専攻 32 3 13 16 50.0 

計 32 3 13 16 50.0 

合      計 336 242 166 408 121.4 

※平成 22年度以前の入学者は、経営情報学研究科・経営情報学専攻。 
 
●短期大学部学生 

（単位：人、％） 

学 科 収容定員 
収容数 定員充足

率 男 女 計 

看護学科 240 21 234 255 106.3 

歯科衛生学科 120  0 128 128 106.7 

社会福祉学科 200 14 185 199 99.5 

（社会福祉専攻） 100  4 104 108 108.0 

（介護福祉専攻） 100 10  81  91 91.0 

計 560 35 547 582 103.9 
 

 

 
別表 学生の状況 



 97 

 

 

 

１ 入学者の状況 

(1) 学部別志願倍率      

区    分 H24 H23 H22 H21 Ｈ20 Ｈ19 Ｈ18 備  考 

全

選

抜

方

法 

全学部計 5.7 5.0 5.4 5.1 5.2 4.9 5.3  

 
薬学部 

薬学科 
9.1 7.5 7.4 7.9 7.6 6.9 8.0 

H18 から薬学科（４年）と薬科学

科（６年）に名称変更の上、学部

一括入試を採用。 薬科学科 

食品栄養科

学部 

食品生命科学科 4.6 3.8 4.1 3.3 4.3 4.4 4.4 H18まで食品学科 

栄養生命科学科 5.6 5.7 4.4 4.8 4.5 4.9 5.4 H18まで栄養学科 

国際関係学

部 

国際関係学科 5.5 4.4 5.6 4.7 5.1 4.6 4.8  

国際言語文化学科 4.7 4.6 5.3 4.3 5.1 5.6 4.6  

経営情報学部 経営情報学科 4.6 3.6 4.5 4.6 3.8 2.5 4.4  

看護学部 看護学科 3.2 3.9 3.9 3.0 3.7 3.6 3.8  

う

ち

一

般

入

試 

全学部計 6.5 5.5 6.2 5.7 5.8 5.4 6.0  

 
薬学部 

薬学科 
12.4 9.9 9.9 10.4 10.3 9.0 10.6 

H18 から薬学科（４年）と薬科学

科（６年）に名称変更の上、学部

一括入試を採用。 薬科学科 

食品栄養科

学部 

食品生命科学科 4.4 4.0 4.5 3.6 4.3 4.5 4.6 H18まで食品学科 

栄養生命科学科 5.4 5.6 4.2 5.1 4.6 4.6 5.6 H18まで栄養学科 

国際関係学

部 

国際関係学科 5.6 4.5 6.0 4.7 5.1 4.8 4.9  

国際言語文化学科 5.1 4.8 5.7 4.6 5.5 6.1 5.0  

経営情報学部 経営情報学科 5.3 3.9 5.2 5.2 4.0 2.6 5.3  

看護学部 看護学科 2.7 3.7 4.0 2.8 3.4 3.1 3.2  

※ 志願倍率＝志願者数÷募集人員  小数点以下第 2位を四捨五入 

※ 年度は入学年度 

その他法人の現況に関する事項 
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(２) 大学院志願倍率    

区    分 H24 H23 H22 H21 Ｈ20 Ｈ19 Ｈ18 備  考 

全

選

抜

方

法 

大学院計 1.5 1.5 1.6 1.5 1.6 1.4 1.5  

 

薬食生命科学総合

学府（博士前期課程） 

薬学専攻 

薬科学専攻

1.3 

薬科学専攻 

1.9 

薬科学専攻 

1.9 

1.5 1.6 1.3 1.5 H22から薬科学専攻に改組 

製薬学専攻 1.8 1.7 1.7 1.4 H22から薬科学専攻に改組 

医療薬学専攻 1.7 2.5 2.1 1.9 H22から薬科学専攻に改組 

食品栄養科学専攻 2.0 1.9 1.8 2.2 2.2 1.6 1.7  

環境科学専攻 1.2 0.9 1.3 0.8 1.0 1.0 1.0 H23以前は環境物質科学専攻 

薬食生命科学総合

学府（博士課程） 
薬学専攻 0.8 ― ― ― ― ― ― 

H24から新設 

薬食生命科学総合

学府（博士後期課程） 

薬学専攻 

薬科学専攻

1.5 

0.8 ― 0.5 0.9 0.8 0.6 
H22は志願者なし 

H24から薬科学専攻に改組 

製薬学専攻 0.7 1.1 1.4 1.6 0.9 0.9 H24から薬科学専攻に改組 

医療薬学専攻 1.2 0.6 1.2 0.8 0.6 1.4 H24から薬科学専攻に改組 

食品栄養科学専攻 0.6 0.6 0.6 0.7 1.0 1.1 1.1  

環境科学専攻 0.6 0.4 0.6 0.7 0.7 1.0 1.0 H23以前は環境物質科学専攻 

薬食生命科学専攻 1.4 ― ― ― ― ― ― H24から新設 

国際関係学研究科（修士課

程） 

国際関係学専攻 3.6 2.4 4.0 2.6 4.0 1.8 2.2  

比較文化専攻 2.6 3.0 4.4 2.8 2.4 2.2 1.4  

経営情報イノベーション研究

科（修士課程） 

経営情報イノベー

ション専攻 
2.4 2.5 3.5 2.9 2.1 3.0 3.8 

Ｈ22 以前は、経営情報学研

究科・経営情報学専攻 

経営情報イノベーション研究

科（博士後期課程） 

経営情報イノベー

ション専攻 
1.7 3.0 - - - - - 

看護学研究科（修士課程） 看護学専攻 0.9 0.9 0.6 0.5 0.7 0.4 0.9  

※ 志願倍率＝志願者数÷募集人員  小数点以下第 2位を四捨五入 

※ 年度は入学年度  
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 (３) 短期大学部志願倍率  

区    分 H24 H23 Ｈ22 Ｈ21 Ｈ20 Ｈ19 Ｈ18 備  考 

全

選

抜

方

法 

全学科計 3.7 3.2 3.9 3.8 2.8 3.6 3.4 
 

 
看護学科  5.3 4.5 5.3 6.0 3.9 4.9 4.5 

平成 19 年度から学科名を第

一看護学科から看護学科に

変更した。 

歯科衛生学科  2.8 3.3 3.0 2.5 2.2 2.6 3.0 
平成 18年 4月から 3年制に 

移行 

社会福祉学科 

社会福祉専攻 4.0 2.2 4.5 3.2 2.7 3.6 3.5 
 

介護福祉専攻 1.7 2.0 1.6 2.0 1.8 2.3 1.7 

 

う

ち

一

般

選

抜 

全学科計 
4.9 4.1 5.6 5.2 3.6 4.7 4.1 

 

 
看護学科  6.9 5.8 6.9 8.3 5.0 6.3 5.7 

平成 19 年度から学科名を第

一看護学科から看護学科に

変更した。 

歯科衛生学科  3.2 3.5 3.8 3.0 2.7 3.0 3.1 
平成 18年 4月から 3年制に 

移行 

社会福祉学科 

社会福祉専攻 4.9 2.6 9.0 4.1 4.0 4.9 4.9 
 

介護福祉専攻 2.9 3.5 2.2 2.6 1.9 3.3 1.9 
 

※ 志願倍率＝志願者数÷募集人員  小数点以下第 2位を四捨五入                  ※ 年度は入学年度 
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２ 卒業・修了者の状況 

(1) 就職・進学状況（学部）  

区    分 H23 H22 H21 Ｈ20 Ｈ19 Ｈ18 備  考 

就職率 全学部計 98.6 98.9 97.5 98.4 97.1 97.9  

 薬学部 薬学科 100.0 - 100.0 100.0 95.2 100.0  

製薬学科 - 100.0 - 100.0 89.5 100.0  

薬科学科 100.0 100.0 - - - -  

食品栄養科

学部 

食品学科 92.3 100.0 100.0 100.0 95.8 92.3  

栄養学科 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0  

国際関係学

部 

国際関係学科 96.3 94.9 97.9 96.7 95.6 93.9  

言語文化学科 99.0 100.0 94.1 99.1 95.7 96.9  

経営情報学部 経営情報学科 98.0 98.9 97.7 96.6 100.0 100.0  

看護学部 看護学科 100.0 100.0 100.0 100.0 98.6 100.0  

進学率 全学部計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0  

就職・進学率 98.8 99.1 98.0 98.8 97.7 98.4  

※ 就職率＝就職者数÷就職希望者数×100 小数点以下第 2位を四捨五入  ※ 進学率＝進学者数÷進学希望者数×100 小数点以下第 2位を四捨五入 

※ 就職・進学率＝（就職者数＋進学者数）÷（就職希望者数＋進学希望者数）×100 小数点以下第 2位を四捨五入 

※ 各年度の３月３１日現在の就職・進学状況を記載している。 「 － 」は該当者なし。 
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(２) 就職・進学状況（大学院）  

区    分 H23 H22 H21 Ｈ20 Ｈ19 Ｈ18 備  考 

就職率 大学院計 99.1 97.3 98.6 95.3 99.3 94.4  

 薬学研究科 薬学専攻（修士） - 100.0 95.7 100.0 100.0 100.0  

製薬学専攻（修士） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0  

医療薬学専攻（修士） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0  

薬学専攻（博士） 100.0 100.0 100.0 100.0 (注１) 80.0 100.0  

製薬学専攻（博士） 100.0 100.0 100.0 (注１)  50.0 100.0 100.0  

医療薬学専攻（博士） 75.0 100.0 100.0 (注 2)  50.0 100.0 -  

生活健康科

学研究科 

食品栄養科学専攻（修士） 100.0 97.1 96.9 96.0 100.0 (注１) 97.3  

環境物質科学専攻（修士） 100.0 60.0 100.0 92.3 100.0 100.0  

食品栄養科学専攻（博士） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 (注１) 60.0  

環境物質科学専攻（博士） 100.0 - 100.0 - - (注１) 50.0  

国際関係学

研究科 

国際関係学専攻 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 -  

比較文化専攻 100.0 100.0 100.0 (注１)  50.0 100.0 75.0  

経営情報学研究科 経営情報学専攻 100.0 85.7 100.0 100.0 100.0 100.0  

看護学研究科 看護学専攻 100.0 100.0 100.0 - 100.0 83.3  

進学率 大学院計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 修士・博士課程 

就職・進学率 99.2 97.6 98.7 96.0 99.3 94.9  

※ 就職率＝就職者数÷就職希望者数×100 小数点以下第 2位を四捨五入  ※ 進学率＝進学者数÷進学希望者数×100 小数点以下第 2位を四捨五入 

※ 就職・進学率＝（就職者数＋進学者数）÷（就職希望者数＋進学希望者数）×100 小数点以下第 2位を四捨五入 

※ 各年度の３月３１日現在の就職・進学状況を記載している。 「 － 」は該当者なし。 

（注１） 次年度５月末までの追跡調査により 100％になっている。  （注２） 次年度５月末までの追跡調査により 75.0％になっている。 
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 (３) 就職・進学状況（短期大学部）  

区    分 H23 H22 H21 Ｈ20 Ｈ19 Ｈ18 備  考 

就職率 全学科計 100.0 98.4 97.4 98.4 97.7 99.4 
 

 

看護学科 

 

100.0 97.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

平成 19 年度から学科名を第一看護

学科から看護学科に変更した。 

歯科衛生学

科 

 

100.0 100.0 100.0 100.0 ― 97.1 

平成 19 年度は 3 年制移行中の

ため、3 月の卒業者はいなかっ

た。 

社会福祉学

科 

社会福祉専攻 
100.0 100.0 93.2 95.5 95.0 100.0 

 

介護福祉専攻 
100.0 97.4 97.7 97.8 96.8 100.0 

 

進学率 全学科計 100.0 95.7 95.0 95.7 100 96.2 
 

就職・進学率 100.0 98.1 97.2 98.1 98.1 98.9 
 

※ 就職率＝就職者数÷就職希望者数×100 小数点以下第 2位を四捨五入  ※ 進学率＝進学者数÷進学希望者数×100 小数点以下第 2位を四捨五入 

※ 就職・進学率＝（就職者数＋進学者数）÷（就職希望者数＋進学希望者数）×100 小数点以下第 2位を四捨五入 

※ 各年度の３月３１日現在の就職・進学状況を記載している。 「 － 」は該当者なし。 
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(4) 求人の状況(学部、大学院)    

区    分 H23 H22 H21 Ｈ20 Ｈ19 Ｈ18 備  考 

求

人

企

業

件

数 

農林漁業 4 4 2 2 4 5  

建設 60 53 61 83 121 105  

製造 370 460 519 607 819 749  

電気ガス水道 9 10 7 14 19 11  

運輸通信 50 56 68 86 100 84  

卸小売 424 384 409 725 877 850  

金融保険 61 87 114 141 176 201  

不動産 27 29 28 50 65 58  

サービス 1,743 1,613 2023 2,610 2,765 2,550  

（うち医療保健関係） 1,184 988 1094 1,378 1,334 1357 病院等 

合 計 2,748 2,696 3,231 4,318 4,946 4,613  

 

(5) 求人の状況（短期大学部）   

区    分 H23 H22 H21 Ｈ20 Ｈ19 Ｈ18 備  考 

求

人

企

業

件

数 

医療機関（看護師） 396 310 356 392 587 630  

医療機関（歯科衛生士） 282 223 200 236 65 274 平成 19 年度歯科衛生学科新卒者なし 

福祉団体・施設 362 219 214 305 287 269  

公務員・一般企業 144 101 100 147 136 209  

        

合 計 1184 853 870 1,080 1,075 1,382  
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３ 資格免許の取得状況 

(1)  国家資格試験合格率  

 

国家試験の名称 
H23 H22 H21 Ｈ20 Ｈ19 Ｈ18 備  考 

薬剤師 
県立大学 ９７．４％ ５０．０％ ２８，６％ ８７．４％ ８８．７％ ８８．１％  

全国平均 ９５．３％ ４４．４％ ３９．７％ ８４．８％ ８６．３％ ８５．６％  

管理栄養士 
県立大学 １００．０％ １００．０％ ８６．７％ ９２．６％ ９６．８％ ９６．９％  

全国平均 ９１．６％ ８２．１％ ７８．７％ ７４．２％ ８０．６％ ８１．８％  

保健師 
県立大学 ９６．８％ ９８．５％ ９５．２％ ９８．４％ ９１．８％ ９８．４％  

全国平均 ８９．２％ ８９．７％ ８７．８％ ９８．５％ ９２．２％ ９９．４％  

助産師 
県立大学 １００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％ ８０．０％ １００．０％  

全国平均 ９６．０％ ９８．２％ ８３．２％ ９９．９％ ９８．３％ ９５．０％  

看護師 
県立大学 １００．０％ １００．０％ １００．０％ ９８．１％ ９８．４％ １００．０％  

全国平均 ９５．１％ ９６．４％ ９３．９％ ９４．４％ ９４．６％ ９４．８％  

看護師 

 （短期大学部） 

短期大学部 １００．０％ ９７．４％ ９７．６％ ９８．６％ ９８．６％ ９８．２％  

全国平均 ９５．１％ ９６．４％ ９３．９％ ９４．４％ ９４．６％ ９４．８％  

歯科衛生士 

 （短期大学部） 

短期大学部 １００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％ ９７．３％ 平成 19 年度は 9 月卒業者 1 人のみ  

全国平均 ９８．２％ ９７．７％ ９８．６％ ９７．３％ ９５．９％ ９３．８％ 平成 19、18 年度は既卒者も含む 

※ 新卒者の合格率を記載している。 
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(2) 各種免許資格取得者数  

 

免許資格の区分名称 
H23 H22 H21 Ｈ20 Ｈ19 Ｈ18 備  考 

栄養士 ２９ ３０ ３１ ２７ ３１ ３２  

高等学校教諭１種免許状（英語,国

語） ９ １３ ２０ １６ ２０ １６ 

 

中学校教諭１種免許状（英語 ,国

語） 
― ― ― ― ― ０ 

 

高等学校教諭専修免許状（英語,国

語） 
３ １ １ ２ １ ３ 

 

中学校教諭専修免許状（英語 ,国

語） 
０ ０ ０ １ ０ ２ 

 

高等学校教諭１種免許状（数学,商

業,情報）・・延べ数 
８ １４ ８ ６ ― ― 

 

高等学校教諭専修免許状（数学,商

業,情報）・・延べ数 
１ ０ ２ １ ― ― 

 

保育士 ４０ ４４ ３４ ４３ ３８ ４５  

介護福祉士 ４３ ４６ ４８ ５５ ４０ ４９  
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４ 外部資金の受入状況   

(1)  外部資金の状況                                                                               （単位：千円） 

 

区 分 
H23 H22 H21 Ｈ20 Ｈ19 Ｈ18 備  考 

科学研究費補助金 件数 156 145 117 110 94 88 新規・継続を含む合計 

金額 356,707 308,182 260,566 230,941 239,236 154,947        〃 

21 世紀ＣＯＥプログラ

ム補助金 

件数 - - - - - 1 期間：平成 14～18年度 

金額 - - - - - 157,256 

グローバル COE プロ

グラム補助金 

件数 1 1 1 1 1 - 期間：平成 19～23年度 

金額 154,118 170,919 246,883 265,460 262,990 - 

奨学寄附金 件数 116 117 132 119 104 91  

金額 142,377 144,893 154,425 151,492 117,795 126,329 

受託・共同研究費 件数 98 84 87 70 79 48  

金額 250,608 247,379 320,989 298,848 376,680 294,951 

最先端・次世代研究開

発支援プログラム補助金 

件数 1 1     期間：平成 22～25年度 

金額 102,960 14,560     

大学教育推進プログ

ラム補助金 

件数 2 2 1    期間：平成 22～23 年度（県立大

学）、平成 21～23 年度（短期大

学部） 

金額 27,640 25,780 17,899    

合    計 
件数 374 350 338 300 278 228  

金額 1,034,410 911,713 1,000,762 946,741 996,701 733,483 
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(2) 科学研究費補助金の申請採択状況   

              申請年度 

区分 
H23 H22 H21 Ｈ20 Ｈ19 Ｈ18 備  考 

新規採択申請件数 170 165 189 194 189 211  

うち採択件数 51 58 55 47 44 39  

 (3) 外部資金の採択申請状況   

 

区分 
H23 H22 H21 Ｈ20 Ｈ19 Ｈ18 備  考 

新規採択申請件数 388 370 410 384 373 351  

教員一人あたり 1.14 1.09 1.24 1.17 1.12 1.02  

※外部資金の受入状況 科学研究費補助金を含むすべての外部資金について記載する。 (外部資金の受入状況の各表は、短期大学部を含んでいる。) 

  

 

５ 公開講座の開催状況   

 

区分 
H23 H22 H21 Ｈ20 Ｈ19 Ｈ18 備  考 

テーマ件数 
５ 

（１７） 

７ 

（１９） 

５ 

（１７） 

４ 

（１６） 

４ 

（１６） 

４ 

（１７） 

上段の数字は会場ごとの共通テーマ 

下段の数字は講師ごとの個別テーマ 

開催箇所 ５ ７ ５ ４ ４ ６  

延べ開催回数 １７ １９ １７ １６ １６ １６  

延べ受講者数 ９１０ ７５１ ８６６ ６８５ ６９３ ８０９  

※ 短期大学部を含む。 
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６ 社会人等の受入状況   

(1) 社会人入学者                                                                                  （単位：人） 

              入学年度 

区分 
H23 H22 H21 Ｈ20 Ｈ19 Ｈ18 備  考 

学部 0 2 2 2 3 2 （看護学部のみ） 

短期大学部 6 7 11 9 7 8  

大学院 18 15 15 15 17 24  

 

(2) 聴講生の状況                                                                                  （単位：人） 

 

区分 
H23 H22 H21 Ｈ20 Ｈ19 Ｈ18 備  考 

学部 181 146 137 127 122 119  

短期大学部 5 8 14 14 11 7  

大学院 10 10 13 6 9 7  
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(3) 留学生の状況                                                                                  （単位：人） 

 

区分 
H23 H22 H21 Ｈ20 Ｈ19 Ｈ18 備  考 

留学生数 １４７ １４０ １２３ ９０ ７８ ７７ 

H 24 : １４４人（中国７５人、ミャンマ 

ー１３人、ベトナム１６人、韓国１０人 

インドネシア８人ほか） 

国

別

内

訳 

中国 ７８ ７３ ６４ ４４ ４０   

韓国 １０ ７ ８ ７ ６ ６  

台湾 １ １ １ １ １ １  

インドネシア ９ ６ ３ ２ ５ ７  

べトナム １６ ２１ １８ １４ ９ ５  

インド １ １ ２ １    

スリランカ ６ ７ ７ ６ ４ ３  

モンゴル    １ １ １  

ルーマニア   １ １    

ブラジル      ２  

マレーシア １ １ １ １ １ １  

タイ ２ ４ ４ ３ １ １  

アメリカ １ １ １ １ １ １  

バングラディシュ １ ３ ２ ２ ３ ２  

パキスタン    １ １ １  

ミャンマー １９ １２ ７ ３ ３ １  

ウルグアイ   １ １ １   

コロンビア  １ １ １ １   

クロアチア        
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ドイツ １ １ １     

オーストラリア   １     

スーダン １ １      

 

(3)－２ 留学生の状況（短期大学部）                                                                     （単位：人） 

 

区分 
H23 H22 H21 Ｈ20 Ｈ19 Ｈ18 備  考 

留学生数 0 0 0 0 １ １  

国

別

内

訳 

中国    １ １   
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７ 研修会等の開催状況   

 

区分 
H23 H22 H21 Ｈ20 Ｈ19 Ｈ18 備  考 

テーマ件数 ２ ２ ２ ２ ２ １  

延べ開催回数 １０ ３ ３ ３ ３ １  

延べ受講者数 ３９１ ４０８ ４５６ ３８８ １２５ ４０  

受講者割合 ４５．０％ ５０．１％ ５４．７％ ４９．０％ １５．７％ ９．６％  

*No.220のハラスメント研修会及び No.203、209の情報公開・個人情報保護事務研修会について記載している。（短期大学部を含む。） 

 

８ 奨学金の受入状況（短期大学部を含まない） 

 

区分 
H23 H22 H21 Ｈ20 Ｈ19 Ｈ18 備  考 

奨学金件数（件） ２２ ２１ ２０ ２１ １９ ２１  

支給対象学生数（人） １，２１２ １，２１５ １，３１１ １，１１６ １，５２２ １，４２７  

支給総額（千円） 

３２，７１０ 

４１，３３８ 

２１，３８０ 

３３，２１２ 

１８，６００ 

４１，３８２ 
１１，４５０ ９，３６０ １１，２８０ 

日本学生支援機構の金額を含まな

い。 

H21以降の下段には、日本学生支援

機構の返還義務のない奨学金を含

む。 

 

８－２ 奨学金の受入状況（短期大学部） 

 

区分 
H23 H22 H21 Ｈ20 Ｈ19 Ｈ18 備  考 

奨学金件数（件） ６ ６ ５ ６ ４ 4  

支給対象学生数（人） 274 288 232 206 181 161  

支給総額（千円） １２０,０ ― ― ― ― ― 公共団体等からの金額を含まない。 

 


